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序 文

財 団法 人 デー タベ ース振 興セ ン ター は、 デー タベー ス振興 の立場 か ら、 デー

タベー スを取 り巻 く諸 問題 に関す る調 査 ・研 究 ・提 言活動 を継続 して行 って ま

い りま した。

平成6年 度 か ら平成8年 度 まで の3年 間、継 続 して デー タベ ース に関す る基

本問題 、 と りわけ政府 情報 の提 供 に関す る諸 問題 につ いて 「デ ー タベ ー ス検討

委員会」 を設置 し、行 政 、民 間の現状、 それぞれ抱 えている問題点 、 さ らには

今後 の見 通 しについての議論 を進めて まい りま した。本報告書 は、 こう した一

連の活動の結果 を まとめた ものです。

政府情報 の公 開で先行 す る米 国では 、 「連邦政府 は米国内におい て最大 かつ

単一 の情 報生産 者であ り、情報収集者 であ り、情報消費者 であ り、情 報提 供者

である。政府情 報は、国民 に過去、現在 、未来 にわたる米 国政府 、米国社 会、

米 国経 済 に関す る知識 を与 え、 またそれ 自体が市場 において経済 的 な価値 を持

つ商 品 となる」 とす る意 識の もと、政府 情報公 開の重要性 を明 らか に し、積極

的に民 間へ提供 する体制 を築いてお ります。

平成7年 度 か らの5ヵ 年計画 でス ター トした 「行政 情報化推 進計画 」 で 、政

府 サ イ ドで も政府情報 の、電子 的整備 、活用 、国民へ の提供 な どに関 し、総合

的に検 討す る体 制が確立 され活動が始 まってい ます。事 実、その成果の 一貫 と

して平成9年1月 か らは、霞が関WANが 始動 してお ります。 また同時 に、 「情

報公 開法」 の制 定に向け た作業 も進め られてい ます。

本報告 書で は、行政側 の こう した動 きを見据 えつつ、 デー タベ ース ・サ ー ビ

スの立場 に立 って 、行政 へ の要望 、民 間サ イ ドで努力 すべ き課題 、さ らには官

民 で分担 すべ き役割 な どに関 して、討議 の結果 をふ まえ提言 してお ります。

同委員 会へ参 加 され、貴重 なご意見 をた まわ った委 員各位 、 ヒア リングに協

力 いただいた各界 の皆様 方 には、心 よ り感謝の意 を表わ します。

平成9年3月

(財)デ ー タベ ー ス振 興 セ ン ター

理事長 猪 瀬 博
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注 「政府情報」と 「行政情報」の違い

本報告書では、 「政府情報」 と 「行政情報」の2通 りの用語が用

いられているが、意味上の区別は特にない。ただ、 「行政情報」

を行政の定常的な執行に関わる情報の意味で、 「政府情報」を政

府の企画 ・立案的業務の側面をも含んだ、より広義の政府活動に

伴 う情報を指す場合に用いている場合がある。



本報告書の概要

次代 の主力産 業 ともいえる情 報産業の発

展 には、国民各層の情報技 術の高度 化 と一

般 化が基礎 インフラ として欠かせ ない。情

報技術 には、ハー ドウェア、通信環境 とし

ての ネ ッ トワー クは もちろんの こ と、利用

技 術 と しての ソフ トウ ェア お よび デー タ

ベース に代表 され るコンテンツそ れぞ れ も

含 まれ、一体 となって有機的 に発展すべ き

もので ある。

デー タベース を構築 する 「情 報」の素材 の

うち、政府情 報の提 供に関 しては、従来 か

ら各方面か らの要望が強か った ものの、提

供 も含め、 データベ ース化が これ まで十分

には行 われ てこなかった。

特 に昨今の よ うに、政府 の施策一つ一つ

が社会のあ らゆる局面で、今 まで以上 に影

響 を及 ぼ し、意識 される時代 になる と、政

府情報 のタ イム リーで、十分 な提 供が今 ま

で以上 に求 め られている といえ る。

こう した時期 を とらえ、(財)デ ー タベー

ス振興 セ ンターでは、「デー タベ ース検討 委

員 会」 を設置。 デー タベ ースの構築 を視野

に入 れた、行政情報提 供の あるべ き姿 や民

間でのデー タベ ース化 の課題 な どにつ いて

平 成6年 度 か ら3年 間討議 を重 ねた。

以下 で は同委員 会の討議 結 果 とともに、

行政情 報の提 供、民 間での活 用方策な どに

ついてあるべ き姿 と諸課題 に関 し、解 決方

法 を含め提案 してい る。

[1]行 政 と民間の役割分担

現在国 内では、行 政情報 をは じめ とした

公 的情 報の公 開のあ り方 をめ ぐって議論が

続 いている。96年12月 には、行政改革

委員会の情 報公 開部会が情 報公開法要綱案

を総理 大臣に提 出。政府は97年 度中の国

会提出 を目指 して法案の作成作業 中である。

行政情報の提供が軌道 に乗 りつつ ある現在、

残 された課 題 は、そ の提 供方 法の あ り方、

運用方法 な どにその重 点が移 りつつ あ る。

せ っか く、情 報提 供が決 まって も、相 変わ

らず、紙 で行 われ た り、 手 続 きが煩 雑 で

あった り、所在がわか りに くか った りでは

困る。そ うな らない ために も、行 政情報の

提 供のあ り方に関 し、行政 と民間が議論 し

合 える場の設置が望 まれる。

[2]行 政

内閣の高度情報通信 社会推進 本部は平成

7年2月 の決定にお いて、公 共分野の情報

化(公 共分野 のアプ リケー シ ョンの 開発 ・

普及)に つ いて、「公共分野 の情 報化 につい

ては、我が国社会全体 の情 報化推進の起爆

剤 として期待 されている ところで あ り、政

府 は、国民誰 もが充実 した公共サ ービス を

享受 できるよう、自 らユ ーザ ーと して先進

的アプ リケー シ ョンの開発 ・導入 など先導

的な役割 を果 た してい く必 要 があ るため、

総合的 、計 画的に施 策 を講 じてい く」 とし

て、「各省庁が分野毎 の 目標、中期的施策 、

その進 め方等 を内容 とす る実施指針 を策定

し、明 らか にする」 ことを約束 した。

特 に行 政の情報化 につ いては、「行政の事

務 ・事業及 び組織 を改革す るための重要 な

手段 であ り、その積極 的な推進 を図 るこ と

に よ り、国民の立場 に立 った効率 的 ・効 果

的な行 政の実現につなが る」 という方針 の

もと、「行 政のあらゆ る分野 において、情 報

システムの利用 を行 政の組織活動 に不 可欠

な もの として定着 させ、行 政 内部 の コ ミュ

ニ ケーシ ョンの円滑化、情報の共 有化 に よ

る政策決定 の迅速化 等の行政 運営 の質的向

上 と、国民へ の情報提 供の高度化 、行 政手

続 きの効率化等の行 政サ ー ビスの向上 を図

るため、セキュリテ ィの確保等 に留 意 しつ

つ、「紙」に よる情報の処 理 か らネ ッ トワー

クを駆使 した電子化 され た情 報の処理 へ移

行 し、「電子 的な政府」の実現 を進 める」と

した。

また、平成8年12月 に閣議 決定 された行

政改革 プログラムで は 「申請 ・届出等 手続

きの電子化 ・オ ンラ イン化」 の早期の実施



に加えて 「行政情報 の インターネ ッ ト、C

D-ROM等 電子的 な手段 ・媒体 に よる国

民への提 供につ いては、提 供機 関の拡 大、

提 供内容の充実 、 タイム リーな提 供等 を一

層 推進する。 また、行政情報 の入手 を容易

にす るための所在案内システムにつ いては、

政府で決定 した統一 的な仕様 に基づ き、平

成11年 度 末 まで に整備す る」 とい う内容

で、行 政の情 報化 の具体化 な プログラムが

進行中である。

一方
、米 国で は既 に 「電 子的な政府」が具

体的 に実現 され、今 日では、「今週 の議会」

「法案」「議会議事録」 「委員 会情報」 「歴史

的資料」「立法過程」 「政府 インターネ ッ ト

情報」「議会 図書館 ウェブ リンク」な どの豊

富 な内容 を用意 し、国民か らの アクセスに

迅速 に対応 している。 この ような電子的対

応 は、1995年 に制定 された 「文書 業務 削減

法」 に もとつい て策定 された情報管理政策

のガ イ ドラ インを支 える以下の ような認識

が前提 となってい る。

「連邦政府は米国 内において最大かつ単一

の情報生 産者 であ り、情 報収 集者で あ り、

情 報消 費者 であ り、情報提 供者 であ る。政

府情報 は価値 ある国家資源 である。政府情

報は、国民 に過去 、現在 、未来 にわたる米

国政府、米 国社 会、米 国経済 に関す る知識

を与え、 またそれ 自体が市場 において経済

的 な価値 を持つ商 品 となる」

高度情報通信社会の実現をめざして策定

された我が国政府の施策であるが、データ

ベース産業の育成という観点から米国政府

の現実の行動 を参照すると、政策課題とし

て以下のような点に留意する必要があろう。

状況 を定期的 に明 らか に し、「基本計画」に

盛 られた内容の うち可 能 なものは前倒 し実

施す る。

2.情 報の提供 基準 ・ル ー トの明確化

平成7年 度 か らの 「行 政情報 化推進計画」

で は、各省庁 を統一 した理 念 と して国民へ

の提 供の高度化、電子 的提 供が うたわ れて

いるが 、平成9年3月 末の実施状況 を見 る

限 りで は、その提 供基 準におい て必ず しも

全省庁が足並み をそろ えて進 んでい る とは

思 われない。 また現 時点では提 供ルー トも

インターネ ッ ト、パ ソコ ン通信 と足並 みが

揃 っていない。今後 これ らの状況 を解決 し

た高度 な行政情報 の電子 的提 供が、計画年

度の いつ までに実施 されるのか明 らかにす

る必 要がある。

3.様 々な行政情報の分野別所在案内の充

実強化

どの省庁 、どの地方公 共団体 に どの よう

な情 報が存 在 してい るの か、どこか ら入手

で きるのか とい った、行 政情報 の クリアリ

ング ・システム、所在案 内シス テムの早期

完成が望 まれ る。行政情 報化推 進計 画で構二

築が うたわれ、それに基づ く総 務庁のパ イ

ロ ッ トシス テムが現在整備 されてお り、9

7年 度完成予定 との こ とだが、その成果 を

ふ まえ、全省庁 をカバーす るシステムの早

期完成が望 まれる。

4.行 政情報の民間企業への合理的手段 ・

料金での提供

1.様 々な行政情報の電子的提供の予定

表 ・プログラムの具体的開示

行政情報の電子的提供指針である 「基本

計画」「共通実施計画」「各省庁別計画」な

どの 「行政情報化推進計画」の進捗 ・改訂

(1)行 政 か ら民 間 へ の提供 料 金

日本 では主 として ヨーロ ッパの実状 を参

考 に1986-7年 頃、民 間事 業者への情報提 供

は、その業 者が第3者 提 供 を前提 にデー タ

(情報)を 購 入す る場合 は、当該業者の社内



使用の3倍 とい う基準 が定め られてそれが

現在 も継続 している。 また、印刷物 の例 で

み る と、 レポ ー トや報告書 は無料 なの に、

白書等 の印刷物 は有料 である。 同様 な情報

で も媒体や その種類 に よって価格 はまち ま

ちで ある とい う現状 は、民 間が 政府 の情報

を活用す る上 で好 ま しい とは言 えない。

米 国 を例 に見 る と民 間 事 業 者 で あ る

LEGI-SLATE社 が政府印刷 局 に支払 ってい

るのは年間 およそ6600ド ル とい う低料金で

あ る。今後は この ような諸外 国の状況 も考

えて よ り低廉 な提 供料金体系 を決め る必要

があ る。

(4)個 票 な ど原デー タの提供 の問題

個票 データは、1次 情 報 と して公開 され

れば、それを集計 した統計 の原 典 にあたる

とい う意味で非常 に利用 価値 が高 い もの で

ある。 しか しなが ら、わが 国では特 にプラ

イバ シーの問題など とも関連 して取扱 いが

難 しい問題であること も事実 である。幸 い

統計審議会で議論が進 んで いる 「提 供形態

の多様化」に関 しての早期結論 を期待 す る。

5.民 間で加工 された情報の行政における

積極的活用

(2)行 政情報のデジタル化の推進

行政 内部 での情 報収集、活用 のデジ タル

化対応 が遅 れていた ことが、民 間への政府

情報 の提供 や、民 間での政府情 報の有効 活

用 に大 きな阻害 要因 とな っていた。先行 し

て整備 が進 んでいる 白書等 のCD-ROM

化 はまだ一部 の省庁 に限定 されてお り、 イ

ンターネ ッ トでの公開 もまだ限 られている。

行政情報の デジ タル提 供 を含 めた 「行政情

報化推進計画」や 、「行政改革 プ ログラム」

で言及 されている行政情報のデ ジタル化 を、

着実 に実現 してい く必要が ある。

(3)デ ー タの標 準化 に関 する問題

米国の 国立 医学図書館の デー タベ ースの

ように、行 政サ イ ドでのデー タベース構 築

に際 して厳密 な取 り決 めが徹 底 されている

ところは利 用が スムーズにで きる。 今後行

政 内部 だけに とどまらず 、民 間 をも含 めた

情報の共有化 を前提 に した情 報の高度利用

が求め られるよ うになる と、原 デー タの標

準化が欠かせ な くなって くる。 また情報 そ

の ものの標準化の他 に、 コー ド体系 の標準

化 など、情報内容の統一的扱 いに関す る基

準 設定 も必 要であ る。

民 間で開発 され、編集 された情報(公 的情

報 も含めて)の 活用について、行 政 の側 で

は予算措置 を含めて、積極 的 に取 り組 むべ

きである。現在 「行 政情報化推 進計 画」 に

盛 り込 まれている外部 デー タベースの活 用

はニュースなど政府外 の情報 に限定 されて

いるが 、民 間で開発 された政府情 報 を含 む

デー タベースの活用 につ いて も検 討の余地

を残すべ きである。

[3]民 間

政府情報 を情報源 とし、商用サ ー ビス を

す る事 業者は、提供内容への付加 価値 の付

与、ユーザーイ ンター フースの高度化 あ る

い は市場の実態 に合わせ た利用 しやす い価

格設定 など、 自らの技 術 を高め、市場 の拡

大 に向けた環境の整備 に努 力す る必要が あ

る。

1.ユ ーザーのニーズに対応 した価 値 ある

情報 の提供(い わゆ る付加 価値 のつ い

た情報の提供)

今後、行 政 を始 め とした公的機 関の情報

公開が進むにつれ、いわ ゆる政府情 報の原

デー タをその まま提 供す る形態 での情 報提

供のあ り方は通用 しな くなって くる。 あ ら



ゆる付加 価値 を付 けて、政府情報 と差別化

を図 り、情報の速報性 ・幅 ・詳細 さの面で

政府情報 より質の高い製品 を提供 し、学生

や研究者 を含 む幅広い層 のユ ーザー に利用

されるよ うに しな くてな らない。そのため、

デー タベ ースユ ーザーの拡大や利用 を促 進

す るため に は、民 間事 業者 はユ ーザ ーの

ニーズ を もっ と探 る必要性が ある。ユ ーザ

の視点 に立 った情報内容の提供が これ まで

以上 に求め られ てい る。

インター ネ ッ トの急速 な広 が りは、今後

の データベ ース産業 に大 きな影響 を与 える

もの と考 え られ る。 しか し情 報 の 質 や 、

ユ ーザーの利便性 とい う面で は、現状のイ

ンター ネ ッ ト上の情 報提供 は必ず しも充分

とは言 えない。 また インター ネ ットの仕 組

み 自体が これ らをユーザーに保証 する仕 組

み となっていない以上、情 報提 供 ビジネス

が本来の付 加価 値サー ビスに特化 する こと

で成立 し続ける ことは十分可能であ る。 今

後 は インター ネッ トを一つの メデ ィア とし

てそれ を取 り込んだサー ビス(複 合的な情

報提 供のための インフラと しての活用など)

にデー タベース事業 者は積極 的に取 り組 ん

でい くこと必 要である。

2.ユ ーザーの求めるデー タへのア クセス

の さ らな る容易化

デー タベ ースの提 供者 は、これ まで以 上

に、提供 システムの改良 ・高度化 を通 じて、

利用者に よ り使 いやすい環境 を提 供すべ き

であ る。例 えば、複 数のデー タベース を統

一的 に扱 う機 能や検 索 したデー タを利 用者

が独 自に加工 出来る ようにす るなど、使 う

側 によ り一層 配慮 したシステ ムの提供 が望

まれる。 また複合 した情 報 を再編 して付加

価値 の高 い 情報 を得 たい とい っ た高度 な

ニ ーズを持つユーザーへ の個別の対応 も今

後必要 になって くると考 え られる。一方 コ

ンテ ンツの マルチ メデ ィア化 に関 して も、

ユ ーザ ーの希望高い分野であ り今後民 間事

業者が積極的に取 り組 むべ きテーマである。

3.コ ス トダウ ンを図 りコンペ テ ィテ ィブ

プライスでの情 報提供

エ ン ドユーザーのデー タベ ースに関す る

利用料金の割高感は根 強 く残 っている。 こ

の解決 には、電話料金 、デー タベースの入

力 コス トに含 まれる人件費 の問題 な ど容易

には解決 しに くい要素 が含 まれる。しか し、

あ らゆる分野 で市場経 済 を前提 とした価格

の合理化 が進行 している社会 の趨勢 か らす

れば、デー タベース産業 も価格競争へ の対

応 は避け られない。また別の見方 をすれば、

デー タベ ース産業 がこの課題 に積極 的に取

り組むな らば、結果 として市場の裾野 の広

が り、新規ユーザ ー層 の拡大 な どに結 びつ

く可 能性 がある。

4.価 値 ある情 報(有 料)に 対 するユ ーザー

(国民)意 識 の高揚

イ ンターネ ッ トの普 及 もあ って、デー タ

ベースなどのコンテ ンツの著作権や 豊富 な

情報 の利用 に対す るユ ーザーの コス ト意識

を本 格的に論議 しなければな らない段 階に

来ている。 また情報化教育 の一 環で、エ ン

ドユ ーザーの情報 リテラシー向上 に向けた

取 り組みを官民共 同で行 うこ とも急務 であ

る。これは単 にコ ンピュータが使 える とい

うようなコ ンピュー タリテラシーの向上 に

とどまるのではな く、情報の活用能力 の高

度化 まで を含めた ものでなければな らない。

こう した活動 を通 じての 、情報技術 の国民

への広範な伝播 ・浸 透は結果 的 に、デー タ

ベース産業 などの コンテ ンツ ・ビジネスの

裾野拡大につなが ることになろう。



第障 政府情報の提供及び利用のあり方 と課題



政府情報活用に向けた電子的提供の促進について
～平成6年 度 ～平成7年 度 の討議 よ り～

(1)「 デ ータベ ース業界の現 状 とこれか らの討議の方 向性 」

(概要)

冒頭 、事務局 ・委員 長か らデー タベース産 業の今後 の課題 を、政府情報の電子

的提供促進 と、 これの民 間での活用 とい う2つ の視点 か ら今後検討 してい くとい

う委員会 の趣 旨説明が行 われ議論 に入 った。 この回の前半 では、業界 を代表す る

企業 の各委員 か ら、デー タベース産 業の概況 や、ユ ーザー動 向の変化 などの報告

が行 われた。後半 では、今後 の委員会 の方 向性 の議論 が交 わ され、結論 として従

来 の ように行政 と民 間 とい う二分化 された議論 ではな く、エ ン ドユーザーのニ ー

ズ を重要 な視点 と して と りあげ、それ に対応 して行政 と民 間事 業者が協力 して産

業 の推進 を図る ような提案 を まとめ てい くとい う方向性 の合 意が な され た。

(主な討議項 目)

● データベ ース産業の概況

汎用機 端末 を中心 と したデー タベー ス利用 か ら、パ ソコンとそれ を使 ったネ ッ

トワー クに よるデー タベ ース利用 にユーザー動 向が変わ って来 てい る。 また情報

技術 の発達 でパ ソコン自体の情報処 理能力 もかな り向上 して きてお り、今後 はこ

れ らに対応 したデー タベースの提供 が流通機構 の改編 も含 めて必 要 となって くる

(特にマルチメデ ィアや インターネ ッ トな どへ の対応 が重 要 にな って くる)。
一方
、デー タベースサー ビスが提供 側の論理 で提 供 されてい るとい う昔 なが らの

課題 は依然 と して解決 されてお らず、 この ことは主 に利用料 金への不満 とい う形

で現 れてい る。料金 問題 は、情報源 であ る行 政か らの提供 価格の高 さ(海 外 の2

～3倍) 、NTTの 通信料金の高 さなど も影響 してい る。

●討議の形式

原案 を事務局で作成 して、委員会で討議 ・承認す る とい う従来型 の形式 ではな

く、各回、叩 き台無 しの 自由討論 の形 式で行 う。

●討議範 囲

行 政の1青報化 を中心 に、その産業利用 につ いての課題 を広 く論議す ることとす

る。

●検討項 目

予定 され る検討項 目としては以下 の ような もの とする。 また討議結 果は提言 の

形 で まとめ る。

1)行 政か ら民 間へ の情報提供 につ いて

2)民 間の作成 した情報の行政 での利用 につ いて



3)個 人及び地域での情報利用促進について 等

(2)「 デー タベース業界 が抱 える問題点」

(概要)

本格的 な議論 の第1回 目である この回で は、まず意見抽 出の意味 か ら幅広 い

現 状 の問 題 点等 の意 見 の抽 出が行 われ た。具体 的 に は以下 の ような もの であ

る。

(主な討議項 目)

●未加工 での行政1青報 提供 の必要性

民 間での再編 ・加工 の融通性 を考 えれ ば、行政 は加工度 の少 ない生 のデー タ

(1次 情報)を 、殆 ど制約 を設 けず に電子化 して提供 する ことが望 ま しい。そ

うす れ ば、民 間は その デ ー タに付 加 価値 をつ け たサー ビス を もっ と開発 で き

る。

●情報再利用 のための各種標 準化 ・共通化の必要性

コー ド類 の標準 化 や 、記 述形 式 の標 準化 が充 分 に行 われ てお らず 、デ ー タ

ベ ース化 され る情報 の整備 を もっ と積極 的 に行 って い く必要 があ る。究極 的 に

はユーザ ーが デー タベ ース を使用 す る際 に情報 の整備上 の統一 感す ら感 じない

ぐらいにす るのが理想 的であ る。

●デ ータベ ース事業の官 民競 合実態や行政 と民間の役割 分担

「商品力 の あるデー タベ ー スを国が運営 してい る」 とい う議 論 は、既 に十年

以 上交 わ されて きた。米 国 では 開発 か ら採 算ベ ー ス に乗 る まで は行 政が 担 当

し、 その後 は民 間 に払 い下 げ るこ とも行 われ てい る。 日本 で も幅広 く公 的 な

デ ー タベ ースづ く りは行 政 が担 当 し、 その うち経済的 に収支 が見込 め る ものは

民 間に委譲 す るな ど、行 政 と民 間の住 み分け を明確 に してい く必要 があ る。 ま

た環境 の整備 、その他 の役割 分担 も今後討議 して い くべ きであ る。

●デー タベ ース産業全 体の課題 を継続 的に官民 で協議 する場 の必要性

行政 の情報 化 を進 め るにあ たって、行政側 はユーザ ーの声 を聞 きなが ら進 め

た い と考 えてい るが、 日本 の場 合、民 間は新 しいパ ラダイム を行 政 に任 せす ぎ

る きらいが あ り、 なか なか その ようにな らない。今後 は、ユ ーザ ーニー ズのす

りあわせ を した り、官民の役割分担 を協議す る場が必 要 となる。

● ネ ッ トワー クその他 の産業 インフラ と しての基盤整備 の必要性

デ ー タベ ース産業 に とって、 ネ ッ トワー クは重 要 なイ ンフ ラで あるが、 その



整備 は民 間だけでは担 い きれない。 また藤 沢で進 め られて いるよ うな新技術 を取

り入れた行 政情 報の提 供実験の ようなもの も民間のみで は対応で きない利用基盤

の整備 といえ る。 この よ うな基盤整備 に関 して今後 、行政 は民間の意見 も取 り入

れなが ら進 め るべ きであ る。

●民間事業 者の更な る情 報の付加価値付与 の必要性

特許情報の電子的公 開 と民 間ユ ーザー に よる加工 再編の 自由は先行 的に進 め ら

れてい るの にも関わ らず 、それを利用 して付 加価値 競争 に出て くる企業 は見 られ

ない。 しか しユーザーの使 いたい情報 は、提 供サ イ ドの想像 を超 えて数多 くあ る

と思われ、今後民間は、情報 の複合的 な組み合わせ による付加価値付与 に もっと

努力す る必 要があ る。

●膨大な行政 情報 の所在 情報提供 の必要性

現状の行政情報 の問題 の一つに、 どこに どんな情報が あ るか とい う、情報の内

容 や所在 をあ らわす情報が整備 されてい ないこ とがあ る。今後 の電子化 において

は是非 と もその問題 を解決すべ きであ る。

●行政情報 の電子的提供 の完全早期実現 の必要性

阪神淡路大震災 の際 、国民が最 も必要 とした情報 は被 災者 リス トであ った。 こ

の情報 は手 書 きの情報 を、各 メデ ィアが再度 タ イプ して流 してい た もの であ っ

た。 この ような ことも最 初か ら電子化 されたデー タを元 に編集が行 われれ ば、か

な りの作業 の効率化が 図れた と考 え られる。行政情報 の電子化 は、行政内部 だけ

ではな く国民生活、産業分野 な ど広範 なメ リッ トが期待で きる分野 である。

●民間事業者 の提供側 の論理 でサー ビスが提供 されているこ との改善 の必要性

現在のデー タベースサ ー ビスは、利用 時の使い勝手 などで事業者 の システム的

な都合 をユ ーザーに押 しつ けてい るようなところが幾 つか見 られる。 また提 供 し

て いる情報 内容 が本当 にユ ーザーのニーズ に沿 った もの であるか どうかは疑問 な

点が多い。今 後 この ような面 を改めてい く必 要がある。

(3)「 情報 の標 準化 及 び情報 サービスの役割 分担」

(概要)

前回出 された問題 を 「情報の整理の状 況」、 「情報サー ビスの役割 ・分担」 、

「情報 の円滑 な流通」 の3つ に整理 し、特 に 「情報 の整理 の状況」 、 「情報 サー

ビスの役割分担」 を中心 に突 っ込 んだ討議 が行 われた。



(主な討議項 目)「 情報の整理の状況」

● デー タの共通化 ・標 準化

共通化 ・標準化 はデー タベースの互換性 ・相 互運用性 を確立す るために、重 要

なテ ーマ であ る。標 準化 の主 な問題 は、 コー ドや項 目名 の統 一 な どで あ るが 、

SGMLな どの記述形 式 についての標準化 も今後検討 してい く必要 がある。 しか し

一方 で、標準化 の行われ過 ぎに よる情報 の画一化 には注意が必要 である。

また標準化 を、無理 に徹底 する ことはか えって問題 も多 い。既 に流通 してい る

デー タの不整合 な どは、 自動変換 な どの処置 で対応す るな ど柔軟 な配慮 も必 要で

ある。

● 行政情報 の電子化

行 政 のデー タには、統計調査 な どデー タ収 集が 目的で集め られた もの と、住民

基本 台帳 な どの よ うに業務 の副産物 と して生成 されるデータの二種類があ る。後

者 の情 報化 に関 して は業務 の効率化 ・円滑化 が優先 されるべ きで ある。 したが っ

て行 政情報化 を一元的 に論 じる ことは問題があるか も しれない。 しか し、民 間で

の付 加価値付 与 とい う観点 か らは、行 政の持 っている全 ての情報 を一次情報 の レ

ベルで提 供 して欲 しい とい うニーズがある。

「情 報サ ー ビスの役割 ・分担」

●民 間の作成 したデー タの政府 での利用

行 政の情報化 は、行政 内部 の効 率化 ・合理化 に貢献 する もの として推進 される

べ き課題 として位 置づ け られるが、行 政の執行 その ものが民 間の実状 と遊離 した

状態 であ って はな らないだ ろ う。 これ を補 う ものの一つ と して 、民 間 のデ ー タ

ベ ース をは じめ と した情報 サー ビスの活用 があげ られる。 これを積極的 に進 める

ために も予算措 置 を含め て対処す るべ きと思 われ る。 また、政府情報 を民 間で再

編 ・加工 した ものが、時系列比較 や他の資料 との組合せ な ど政府 内部で得 られな

い使 い勝 手の良 さなどの付加 価値 を持 ち、政府 内部で積極的 に活用す る合理 的な

理 由があ る場合 に も、 これ を活用す る ことがあ って もいい と思 われる。

●情報公 開

米 国、 ヨー ロ ッパで は、政府 の持 ってい る情 報は全て公 開 しなければな らない

とい う原則 の もと、公開で きない情 報 までマ ンス リー カタログに記載 され る。 こ

の点 明 らか に 日本 は遅 れ てお り、今 後非公 開情報 の所在 の告 知や 、公 開の スケ

ジュールな どを明 らかに してい く必要が ある。

●情報活用意識の低さ



米 国で は 、デ ー タベ ース を利用 す る こ とは 日常 的 な こ とであ り、情 報 活用

(デー タベ ース利用)の 意識が高 い。 その点 日本 では、行 政 レベルで も、国民 レ

ベルで もこの ような意識 が高 くない。 この ことがデー タベース産業の 日米格差 に

も繋が って いる。

●情報化の国際競争 力へ の懸念

日本で は様 々 な規制 が 阻害 要 因にな って、 なか なか政 府 の情 報公 開が進 まな

い。 このこ とは徐 々に諸 外国の不満 となって きている。 また これは同時 に来 るべ

き国際的 なコ ンテ ンツ競 争の時代 において、 日本が 出遅れ る要因の一つ となって

いる。

(4)「 インターネ ッ ト及 び政府情報の 円滑 な流通」

(概要)

前 回の討議 と半年以 上の 開 きがあ り、 この間 に情 報産業 はインターネ ッ トの爆

発 的普及 と、Windows95が 火付 け役 となったパ ソコンブームの到来 とい う大 きな

変化 に見舞 われた。討議 は まず この現象 に話題 が集 中 した。特 に インターネ ッ ト

に関 しては、情報流通 の変革 とい うデー タベース産 業 にとって重 大 な影響 を与 え

る現象 なので、活発 な議 論が交 わ された。 また後半 は、前回 に続 き 「政府情報 の

円滑 な流通」等 、本 来の テーマ に戻 った討議 が行 われ た。主要 な討議項 目は以 下

の通 りである。

(主な討議項 目)

●イ ンターネ ッ ト

インター ネッ トの普 及は、デー タベ ース産業の ようなコ ンテ ンツ産業 に とって

は脅威 である。 その理 由 はイン ター ネ ッ トの普及 によ り、情報の送 り手 と受 け手

が直結 し、情報 が無償 でその 間を流通 して しまう危険性が あるか らである。 しか

し、現状 のイ ン ター ネ ッ トの状況 を冷静 に見 る と、そ の情報 自体 の品質や、 ネ ッ

トワー ク基盤 の脆弱性 な どまだ多 くの問題があ る。そ こでデー タベ ース事 業者は

この状 況 を冷静 に捉 えて 、今後 は インターネ ッ トもデ ー タベ ース利用手段 の一つ

と して、前 向 きかつ慎 重 に対応 してい くこ とが望 ま しい。 また利用 者ニー ズにか

なった情報提供 を、確か な品質で行 ってい くとい うデー タベース本来の社 会的使

命 を着 実 に実行 して い くことで、 インターネ ッ ト等 に よる情報 流通の変化 には充

分対応 で きるもの と考 える。

●情報流通ル ー ト

インターネ ッ トに限 らず、マルチメデ ィア対応 のCD-ROM等 のパ ッケージデー

タベースの普及で、電子 的な情報流通形態 は変化 して きてい る。



また一方 でデ ー タベ ース 産業 には、政府情 報 の提 供が特 定の 政府外郭 団体等

に よって行 われ る とい う情報 流通上 の問題 が未解決 の ままで存在 して い る(い

わゆる官民競合)。

前者 は、急速 な技術 変化 とい う情 報産業 全体 に とって避 け られ ない事 由 に起

因 した課 題 であ るので、 デー タベ ース事業者 が独 自で対応 を図 ってい か なけれ

ば な らない課題 である。 しか し後 者 に関 して は、行政 と民 間が協力 しなけ れば

解決 で きない課題であ る。

一般 的 に行 政の膨大 な情 報 を扱 う ようなデー タベースの開発 は
、当初 か ら全

てが市場 価値 を期待 で きるわ けでは ない等 の理 由で、民間事業者 のみ でデ ー タ

ベ ース開発 を進 める ことは難 しい。 したが って デー タベース 開発 の初期 に於 い

て は行 政側 で担 当 し、収 益 が見込 め る段 階で民 間 に売却 す るな どの、 開発 整備

上 の行 政 と民 間の役割分担が必要 とい う見方 もあ る。

●所 在情報 の整 備

現在 の行政情 報 は電子 的情報 に限 らず、その所在 や管理運用 の主体が は っ き

りしない。 この状況 はデ ー タベ ース事業者 の行 う情報 収集作業 に、多 くの 困難

や作業 ロス を強 いてい る。 今後仮 に行政情 報の完 全 な電子化 が実現 して も、 こ

の状 況 が改 善 され な けれ ば情報 の再利 用 や活用 は活発 には行 われ に くい だ ろ

う。 したが って 、現在進 め られてい る行 政情 報 の電子化 に於 いて、所在情 報 の

整備 ・提供 には特 に配慮す る必要が ある。

● 行政に よる未 加工のデ ータ提供

情報 の利用者 や 、デー タベ ース事業者 が真 に望 むの は政府 に よる加工 された

情 報 のみの提供 では ない。 加工 され た情報 は結局 の ところ特定 の 目的 に しか利

用 で きず、情報 の再編 加工 を困難 にす るか らで あ る。 したが って政府 は可能 な

限 り未加 工 の生 デ ー タ(1次 情 報)を も電子化 して提 供 すべ きであ る。 ただ

し、 この こ との完全 な実現 には、個票 な どの個 人の プライバ シー に関 わ る情報

を どうす るか 、情報公 開法 との 関連 は どうなるのか、統 計法 の改 正 は どう行 う

か、な どの制度 的 な問題 を多 く解決 しなければ な らない。

(5)「 付加価値付与 の方策 」

(概要)

前 回 まで は、行 政情報 の 公 開やデ ー タベース産業 の振興 を どの ように行 政 と

民 間が協力 して行 うか とい うこ とが主 なテーマ であ った。 この回は もう一つ の

重 要 なテーマ であ る民 間事 業者 はその情報 に ど う付加 価値 をつけてい くのか と

い う内容 を、前 回 までの討議 の結果 をマ ップ化 した 「平成7年 度 デー タベ ース



検討委員会 ・概要整理」 を参考 に しなが ら、討議 を進 めた。

(主な討議項 目)

●付加価値 付与 と行政の情報提供 の関係

提 供側 の論理 でサー ビスが提供 されているな ど、民 間事業者が 、今後 解決 しな

ければな らない課題 は確 かに多 い。 さらに、民 間事業者 は複 合情報 の組 み合 わせ

な どの高付加価値サ ー ビスの開発 に、現状 どれ くらいの努力 を しているか とい う

こ とも明確で はない。 しか し一方で この問題 には、そ もそ もの付加 価値付与 の対

象 である行政情報 自体の 、所在情報の整備、情報提供 ルー トの明確化 な どの課題

を解決 しなけれ ば、民 間事業者の付 加価値 付与の努力 を討議す るこ とは難 しいの

ではないか とい う二重拘 束的 な関係 が指摘 で きる。

●国内外 の付 加価値 サー ビスの事例把握 の必要性

民 間の行政情報へ の付加 価値付与 とは、具体的 には一体 どの ようなサー ビス を

指すの だろうか。 日経の経済 データの蓄積 に よる時系列的分析の事例 、早 稲田大

学 と紀伊國屋 による書籍情報サ ー ビス、帝国デー タバ ンクの法 人申告所得情報 ・

個 人の高額納税者情報の提供 な ど、民 間 も既 に出来 る努力 を して来 ている面 もあ

る。 しか しどう も民間の提供す るサ ービスの 中に どれ くらいの行政情報 が含 まれ

て付加価値 を発揮 してい るか とい う実態 は掴 みに くい。

また特許情報 な ど既 に活用 のための基盤整備が先行 している部分 で、民間がそ

れ に付加価値 をうま く付 け られないの は何故 なのか とい うこ との原 因 も分か りに

くい。

一方米 国のデー タベ ースの市場規模 は
、 日本の5～6倍 と言 われてい る。そ こ

には、米国 にあ って、 日本 に無 い民 間の付加価値 サ ー ビスの ヒン トが 隠 されてい

るのか もしれ ない。

一般論 的な付加 価値 サー ビスの実現 の仕方 を論 じる前 に これ らの実 態 を調べて

み る必要があ る。

次 回以 降、行政情報化 と情報 活用 の先進 国である米 国の状 況や、国内の先行

事例 を参考 に、今後 どの ような形 で、政府情報 の電子 的提 供や、それ を生かす民

間の付加価値 付与努力が行 われるべ きか を探 ることとなった。



〈1.政 府情報活用に向けた電子的提供の促進について〉

成7年 度デ ータベ ース検討委員会 ・概要整理

圏 冒驕 蹴翻 闇融解謹-.一ー四一 製一 ・・一霧鐘 姿聾■ 一・

クリアリング機能 ●クリアリング機能
・官 の情 報 の ク リア リ ン グ機 能 が な い。 情報の種類や内容、所在等を分か り易 くし、
・白書 、 審 議 会 答 申 、 省 庁 の組 織 図 は イ ン タ ー 民間が取 り出し易くする環境 になっている

ネット等で公開されている 情報がどこに存在するのかということを積極

流 通 ル ー トの オ ー プ ン性 的 に 民 間 に ア ピー ル して い る

官庁からの情報発信の際、どういうルー トで
・公開できる範囲のデータベースはすべて公表

されている
流すかがオープンでない(流 通ルー トが閉鎖

● 流 通 ル ー トの オ ー プ ン性

的で、制約がある) ・流 通 ル ー トに制 約 が な い

・官から提供されるデータにまだ制限がある ・公開された官情報の取 り扱いは民間に任され

書籍では大蔵省印刷局、官報取扱所で白書類 て い る

を扱 っ て い て 、 ル ー トが ブ ロ ッ ク さ れ て い る

印 象 が あ る。

●窓口のアクセスビリティー
・官全体の情報の窓口が一本化している

・官全体の情報の公開の可否について判断でき

窓 口の ア ク セス ビ リテ ィー る窓口機能がある
・官全体の情報の窓口が一本化してない ●基盤整備
・情報の公開の可否についても判断できる窓口 ・イン フ ラ と して デ ー タが 整 備 され て い る

機能がない ・適切なタイミングでスピーデ ィに情報が公開

基盤整備 されている
・個票など原データの公開について審議中 ・情報のデジタル化に際 して版権などの障害が

・情報化時代を想定 していない(例;統 計法) ない

出版物(白 書などの)と データベースの競合 ●その他

などの基本的議論の不足
・研究機関等で先進的な情報サービスシステム

その他

保有データの活用事例やモデルがない
・データベースの官民競合

のモデルが作られている

採算の とれないものも含めて官がデータベー
スを整備 している ●

・技術革新に社会的な取 り決めが追いついてい ・高度情報化時代に相応 しい各種取 り決めが形

ない(著 作権、コンテンツの倫理的問題、情 成されている(著 作権、コンテンツの倫理的問

報の流通、出版サービスとの競合など) 題 、情報の流通 、出版 サービス との競合な
・官 民 が 一 緒 に な っ て の デ ー タ ベ ー ス サ ー ビス ど)

の基盤を議論する場が無い ・官 民 が 一 緒 に な っ て デ ー タベ ー ス サ ー ビス の

ための基盤を整備 している

サービス内容 ●サービス内容
・コ ン テ ン ツ や デ ー タベ ー ス な ど の ソ フ トが

顧客のニーズに合わせて様々な情報が組み合
ハ ー ドに 追 い つ い て い な い わされ提供されている

情報に付加価値 を付 ける努力が まだ足 りな 顧客の目的に応 じて情報 を再編 ・加工 し付力[
い 。 価値を付けて提供されている
・エ ン ドユ ー ザ ー に 高 度 な 情 報活 用 の ニ ー ズ が ・ユ ー ザ ー フ レン ド リー な 環 境 で デ ー タ ベ ー ス

あるのかどうか分からない が活用されている。
コ ス ト ・大 学 な ど とJVで 競 合 力 の あ る デ ー タベ ー ス

デ ー タ ベ ー ス 構 築 コス トが 高 い が数多 く開発されている
・デ ー タ ベ ー ス の 利 用 料 金 が 高 い ・情報の品質が確保されている

・電話料金が高い ・イ ン タ ー ネ ッ トを活 用 した 新 た な デ ー タ ベ ー

スサービス(代 行検索サービスなど)が 行われ

て い る

● コ ス ト
・情報が適切な価格で取引されている

官民協力 して入力コス トなどの原価を下げる

努力をしている
ユ ー ザ ー が 手 軽 な 価 格 で デ ー タ ベ ー ス を用 し

て い る



2.米国にみる政府情報の電子的提供のあ り方
～米国調査報告書 より～

(1)は じめに

米 国等 の先進諸 国では、電子化 された行政情報 の民 間情報提供が進 んでお り、

提供す る行政側 、利用す る民 間側 の体制 、制度等が整備 され、行政情報 の公共財

としての確立が な され ている と言 われてい る。

こう した背景 か ら、本調査 は、米国等 の行 政機関 と民 間の利用者 の体制、制度

及び問題点等 の実態 を把握 す るとともに、わが国の行政情報 の提供 、利 用促進 に

向けた施策検討 のための基礎 資料 の作成 を目的 と して実 施 され た。その第一段階

と して、米 国の主要 な政府機関、民 間事業者や業界 団体 の実態調査結 果 「外国政

府機関における民間へのデータ提供に関する実態調査報告書」(平 成8年3月 財団法人

データベース振興センター)よ り、一部抜粋にて米国を一つのモデルとして紹介する。

政府情報の施策に関 しては、情報の対価設定 については無料 と商用的な価値の中間で

折衷 したアプローチを取 っている。

市民が容易に情報にアクセスで き、一般企業が製品開発に役立つ安価な資源 を提供す

るために、冊子 にて提供 された政府情報 については最低限の料 金を設定 し、イ ンター

ネット経 由で提 供される情報は無料としている。完全に無料 としない理由は、(a)コ ス

トの回収なくしては多 くの情報提供ができないこと、(b)民 間企業が無料の資源に基づ

く商品に関して料金を請求 しがたいことを考慮 したと言 える。

(2)政 府情報の電子化政策の現状

米 国 ク リ ン トン ・ゴ ア政 権 は、 連 邦 政 府 の コス ト削 減 と業 務 の効 率 化 を 目指 し

た 「ナ シ ョナ ル ・パ フ ォー マ ンス ・レ ビュ ー」(NPR)お よび ネ ッ トワー ク を核

と した 「情 報 ス ー パ ー ・ハ イ ウェ ー計 画」(NII:NationalInformation

Infrastructure)を1993年 に開始 し、 政 府 の 電子 化 情 報 政 策 推 進 と官公 庁 に よ る国

民 へ の 分 散 型情 報 公 開 を奨励 して い る。 年 間 約1,000,000ペ ー ジの議 会 出版 文 書

の う ち60,000か ら70,000ペ ー ジが イ ン ター ネ ッ ト上 で提 供 され て い る と言 わ れて

い る。

米 国 で は1966年 に情 報 自由法(FOIA:FreedomofInfomationAct)が 制 定 され 、

米 国連 邦 行 政 機 関 に官 報(FederalRegister)で 機 関 の 組 織 体 制 、機 能 ・職 務 、手

続 き規 則 、政 策 、行 政 命 令 な どを一 般 に公 開す る こ とを義 務 づ け て い る。

政 府 出版 物 は 、 原 則 と して 政 府 印 刷 局(GPO:GovernmentPrintingOffice)を

通 じて連 邦 保存 図書 館 プ ロ グ ラム(FDLP:FederalDepositoryLibraryProgram)の

指 定 保 存 図書 館(現 在1391館)に 無 料 で提 供 され る。



その 他 の 出版 され て い な い情 報 で も情 報 自由 法 に基 づ く要 求(FOIArequest)

が あ っ た場 合 、 プ ラ イバ シ ーの 侵 害(ThePrivacyActofl974)な どに 関 わ る個 人

情 報 や企 業 秘 密 、 シ ス テ ム悪 用 ・紛 失 に よっ て 予 想 され る損 害 や 危 害 が 多 大 で

あ る と判 断 さ れ る シス テ ム情 報(ComputerSecurityActof1987)、 安 全 ・国 防 に

関 わ る情 報 な どFOIAの 適 用 外 と認 め られ る情 報 以 外 は、連 邦 行 政 機 関 は そ の 情

報 を要 求 者 に対 して公 開 しな けれ ば な らな い し、全50州 及 び コロ ン ビア特 別 区で

も、州 レベ ルのFOIA法 令 を制定 してい る。

1974年 に制 定 され たサ ン シ ャ イ ン法(GovemmentinSunshineAct)は 行 政 機 関

に会 議 日程 な どの 通 知 を義 務 づ け て お り、 サ ン シ ャ イ ン法 に基 づ く通 知 も官 報

を通 じて 出版 され て い る。1976年 の 著 作 権 法 改訂 で は 、政府 情 報 に著 作 権 が 認 め

ら れ な くな り、 政 府 情 報 を一 次 デ ー タ と して利 用 した民 間 の 情 報 サ ー ビス が拡

大 した。

法 に よ っ て義 務 づ け られ た 一般 的 な 情 報 公 開 責任 以 外 に も、政 府 行 政 機 関 は

そ の 活 動 の 適 切 な記 録 文 書 を作 成 す る こ とを職 務 と して求 め られ て お り、 国民

が 求 め る情 報 の 積 極 公 開 や 指 令 遂 行 の 一 環 と して情 報 公 開 の 責 務 を 負 う よ う に

指 導 され て い る。

政 府 情 報 の 電 子 化 や 電 子 的情 報 提 供 を押 し進 め る た め に、 米 国議 会 で は 多 く

の 法 案 が発 議 さ れ て い る が 、1993年 に は政 府 印刷 局 電 子 情 報 ア クセ ス 向 上 法 案

(GovernmentPrintingOfficeElectronicInformationAccessEnhancementActof1993)

や1995年 文 書 業 務 消 滅 法 案(PaperworkReductionActof1995)(1980年 文 書 業 務

削 減 法 改 訂 法 案)な ど重 要 法 案 が次 々 と法 律 と して 制 定 され た。

(3)文 書業務削減法の概要

1995年5月22日 に制定 され た文書業務削減法は、行 政機関 に対 して次 の よ うな

情報公 開を義務 づけてい る。

(a)政 府 の公 開情報 に基づ いた情報製 品流通 のために官民多様 の流通 方法 を活

用す る。

(b)行 政 機関が政府情報 を電子的 なフ ォーマ ッ トで提 供 してい る場合 、原 デー

タに即時的で平等 なア クセスを与 える。

(c)行 政機関 は公 開情報 の提供 を、効果 的、効率的 、経済的 な方法で行 う。

(d)情 報提供活動 に対 して、定期 的に国民の意見 を求め、検討す る。

(e)重 要 な情報 提供製 品の開始、大幅 な変更、 中止 に関 して は、適切 に通知 す

る。

(f)公 開情報 の即 時的かつ平等 な提 供 を阻害 す るような排他 的制限的な提 供 を

しない。

(g)公 開情報 の利用 、再販、再提供 に関 して制 限 ・規則 を設けない。

(h)公 開情報の再販 、再提供 に対 して料 金や著作権料金 を請求 しない。

(i)提 供 コス トを越 える料 金 を設定 しない。



この ように文書業務 削減法 の下 では、政府 は民 間業者 と独 占的な情報提 供契約

を結ぶ こ とはで きない し、情報提供 の料 金 も電子情報か ら一部追加 コピー を作成

す るための コス トに限定 されている。

政府情報 の公 開/非 公 開の判断 は以下の原則 に基づいて行 われ る。

(a)議 会 によって定め られた基本 原則

(b)OMBの 下 のOfficeoflnformationandRegulatoryAffairsの 基本原則

(c)各 機関 によって設定 された基本 原則

しか しなが ら、一部 の機関 はこれ らの規則 に準 じた情報公開 を していない とこ

ろ もあ る。

FOIAの 下では、プ ライバ シー侵害 の恐 れが ある場合や民間企業が1青報製 品 を

作 成 してお りソフ トの著作権 が作成民間会社 に帰属す るような場 合 を除 き、政府

は国民 の情報公 開の要求 に応 じる義務があ る。米国国民以外の情報公 開要求 に対

して も規制 は ないが、 この場合 の情報 公開はFOIAの 義務 とは無 関係で ある。

(4)連 邦政府 の情報 管理 に関する原則 ・ガイ ドライン

文書業務削減法 に基づ き、大統 領府行 政管理 予算局(OMB:OfficeofManage-

mentandBudget)は 情報管理政策 を制定 し、実施 ・監督す るこ とが定 め られてい

る。行 政管理予算局 の通達No.A-130(1996年2月8日 改訂版)は 連邦政府 の情報 管

理 に関す る原則 ・ガイ ドラインを行 政省庁 長官へ通達 す るもので 、情報管理 の前

提 と して以下の ような基本姿勢 を示 している。

(a)連 邦 政府 は米 国内において最大 かつ単一 の情報生産者 であ り、情報収 集者

であ り、情報消費者 であ り、情報提供者 である。

(b)政 府情報 は価値 ある国家資源 であ る。政府情報は、国民 に過去 、現在 、未

来にわたる米 国政府 、米 国社 会、米国経済 に関す る知識 を与 え、 またそれ 自

体 が市場 において経済的 な価値 を持つ 商品 となる。

(c)政 府 と国民 間の情報 の流 れは、民 主主義社 会にお ける本 質的要素であ る。

(d)最 小 の コス トで政府情報の有益性 を最大限 にす るため に、政府情報 に よっ

て生 じる公 共お よび民 間の利益 は利用者 の情報 コス トを越 え るもので なけれ

ば ならない。

(e)連 邦機関お よび州 ・地方 の行政機関、教育機関、非営利 ・営利団体 な どの

連邦機関に属 さない機 関に よる政府情 報提 供は国家 に とって有益 であ る。

(f)政 府の情報 公開は民主主義体 制の重 要 な一部である。連邦 政府情 報資源の

管理 において、国民が政府情 報 にアクセスす る権利 を保護 しなけれ ばな らな

いo

(g)個 人情報 を含 む政府情報活動 では、 プライバ シーに関す る個人の権利 は保

護 され なければ な らない。

(h)政 府記録の体系 的管理 は、政府責任 を保証 す る健全 な公 共資源管理の重要

な要素であ る。記録の保存 と併 せ て、政府記録の体 系的管理 は政府 の歴史 的



記録 を保護 し、政府お よび国民の法的 ・金銭的権 利 を守 る。

(i)情 報資 源の応用 ・利用 は、行 政機 関の指令遂行 のための戦略 的な計画 の支

援 となる。

(j)健 康 、社 会保障、労働 、運輸 など多 くの分野で州および地方行政 機関が重

要 な政府情 報の作成機 関であ るため、連邦政府は情報資源の管理 において

州 ・地方行 政機関 と協力 しなければ な らない。

(k)国 家安全管 理や他 者の所有権 の問題で非 公開 となる情報 を除 き、政府所有

の科学技術情 報の開か れた効率良い情報交 換は、科学研 究の卓越 した成果 や

連邦研究 ・開発資金の効率的利用 を促す。

(1)情 報技術 はそれ 自体 が最終 目標 ではな く、連邦政府の業務遂 行 をよ り効果

的にかつ効率 良 く行 うための資源 の一つである。

(m)連 邦政府 の情報資 源管理政策や活動 は、他 国の情報政策 や活動 に影響 した

り、それに よって影響 された りする ことがある。

(n)連 邦政 府情報資源 を利用す る者 は、連邦政府が 自動化 され た手段 で国民 に

効果的 に使 えるため に必 要な情報資源 を管理す る技術、知識 、訓練が必要 で

ある。

(o)最 新の情報技術 の応用 ・利用 は、 よ り効果的で効 率良い連邦機 関の構 造、

業務過程 、国民 との相互 関係 において本質 的な変化 を促す機 会 とな る。

(p)政 府情 報の電子 フ ォーマ ッ トを含 む幅広 い メデ ィアでの情報流通 は、政府

機関お よび国民 が情報利用 する上 で大 きな柔軟性 を与える。

(q)連 邦管理 者 は、使 命遂行 に対す る情報資源管理 の重要性 を確認す る必 要が

あ る。

本通達で はまた幾つかの重要項 目に関す るOMBの 分析 を示 して いるが、以下 の

5項 目に関す るOMBの 見解 は特 に興味深い ものがある。

〈1>保 存図書館 プログラム(FDLP)

行政機関の保存 図書館 に対す る責任 は、GPOを 通 じた政府 出版物 の提供 に限定

されてい る。近年 のデス ク トップ出版技術 の進 歩に よ り、多 くの機 関が独 自に出

版物 を作成 す るこ とが可能 にな り、この ような出版 物 に関 してはGPOで 印刷 され

た出版物 でない ため に、保存 図書館 の所有 となってい ない場合 もあ る。

電子的手段 でのみ情 報提供 を行 う機関の数が増 加す る一方で 、ほ とん どの機関

が保存 図書館 に電子的情 報製品 を提 供 していない。電子情報 製品 は原則 と して保

存 図書館 に提 供 され るべ きであ り、行政機関は保存図書館へ の提供 のためにGPO

に適切 な電子情 報製品 を提供 しなければな らない。

オンラインサ ー ビス以 外の電子情報 製品に関 しては、行政 機関 はGPOに 製 品製

作 を委託(こ の場合 、保存 図書館分 のコス トはGPOが 負担)す る ことも一つの選

択可能 な手段 だが、 この ような形でGPOの サー ビス を利用す るか否 かは各機 関の

判断 に委ね られる。



電子情報 で蓄積 された既存 の タ イ トル数が多い場合 な どは、提 供 にか かる多大

な コス ト負 担が保存 図書館 に電 子情 報 を提 供 しない正 当 な理 由 とな る場合 が あ

る。無制限 な直接 ア クセスを多数 の利用者 に提供するにはデー タベース の運営 に

費用がかか るオ ンラインサー ビスの場 合 も、GPOと 協議 しどの情報が最 も国民 に

有益 かつ価値が あ り提供 されるべ き情報 か を見極 め、選択 的 に情報 を提供す る よ

うに善処 しなければな らない。

また、冊子体 か ら電子 的 フォーマ ッ トに移行 し冊子体 での情報提供 を停止す る

場合 にも、行政機 関はGPOと 協議 し保存 図書館 に対 して同 じ情報提供 を確保す る。

<2>通 知義務

行政機 関 は、他 の行 政機 関や 国民 に対 して重 要 な情報 製 品の 開始 、停 止 、内

容 ・形態 ・頻度 な どの変更 、提供 に関 して事前 の通知 をす る義務が ある。

適切 な場合 は、GPOへ の直接通知 も必要 である。需要度 の低 い情報 に関 しては

事 前 通知 の必要 は無 いが、例 えば以 下の よ うな場合 につ いて は通 知が必 要 とな

る。

(a)議 会へ の報告が法律 で定 め られてい るような情報

(b)多 額の資金が投 入 され た情報

(c)経 済指標 な ど継続 的に国民 が関心 を持つ情報

(d)月 例収穫報告の よ うな時期的 な要 因で国民が関心 を もつ情報

(e)新 しい フォーマ ッ トや メデ ィアによって提 供 される情 報

しか しなが らすべての場 合、 どの1青報が重 要であるか の判 断や事前 通知手段 に

関 しては各行政 機関の裁量 に任 され る。

<3>利 用料金

FOIAリ クエ ス トの場 合、情 報の対価は妥当 な直接 的複 製費用のみ に限定 され

ている。提 供 コス ト(costofdissemination)は 、一般 的 に提供す るため に製品 を

準備 し(情 報の作成お よび加工 コス トを除 く)実 際 に国民 に提 供す るの に掛か っ

たコス トの総額であ ると考 えるこ とがで きる。内部利用 目的で情 報が準備 された

場合 、利用者か らの料 金で コス トを回収す るこ とはで きない。

オ ンラインで政府の デー タベ ースが提供 され る場合 は、必要 なハ ー ドや ソフ ト

の コス トを含 む初期 の デー タベ ース 開発 費用 を提 供費用 に含 め る こ とはで きな

い。提供 に付随 して起 こる必要 なハー ドや ソフ トのア ップグ レー ド、顧客 サー ビ

スや通信 に関わ るコス トは提 供 コス トに含 めるこ,とがで きる。CD-ROMに よる情

報提供 の場合 も、初期 開発費 は提供 コス トに含 まれ ないがCD-ROM提 供のために

デー タをフ ォーマ ッ トした り、マス ター版 を作成 した り、検索 ソフ トをライセ ン

ス契約 した りす るコス トは提供 コス トに含 める ことがで きる。

行 政機関が、特定の個 人や グループの要望 に応 じて情報提 供 された場 合、情報



の収集 や加工 の費用 を含 め たコス トを利 用者 に請求す るこ とがで きる。 適切 な

利 用料 金の設定 は各機関の判断 と責任 で行 われてい る。

<4>電 子的な情報提供

電子的 な情報収集 と提供 は、以下 の3つ の理 由で政府情報 の有益性 を向上 させ

てい る。

(a)デ ー タの再 入力 が必要で ないため 、電子的な情報 はよ り正確 で迅速 な提 供

が で きる。

(b)冊 子体 に比較 して頻 繁 な変更が容 易であるため に、電子的 な情報 は よ り完

全 でカ レン トな情報 を含む ことがで きる。

(c)電 子情報 は利用者 が よ り容易 に処 理す ることが で き、幅広 いニーズ に対応

で きるため、情報 の受 信者に対 して電子 的な情報 はより有益 であ る。

環境 データ、国際通商情報、経済統計 などの政府情報 は、今後一層 、WideArea

Info㎜ationServer(WAIS)やWWWの ような進ん だ技術 を利用 したネ ッ トワー

ク環境 での情報提 供が進 む ことが予 想 され る。

<5>情 報技術の習得の必要性

Brook法(PL89-306)お よび文書業務削減法に準 じて、行 政機i関はサー ビ

ス ・デ リバ リーの向上 、連邦 プ ログラ ム運営 コス ト削減、連邦 政府 に対 す る負

担 を最少限 にす るため に情報技術 を習得 する必要があ る。

この ほか に も、特 定 の機 関に限定 して適用 される法律や法令(例:国 立技 術

情報サー ビス局(NTIS)に 関す るAmericanTechnologyPreeminenceActof1991)

も存在 し、行 政府機関の情報公 開が文書業務削減法や本OMB通 達 で示 された ガ

イ ドラインで一律 に規 定 されているわけではない し、大統領府の 中にはNTISの

よ うな完 全 コス ト回収 型 で政府情 報提 供 を行 うべ きである とす る声 もあ るが 、

本OMB通 達A-130は 政府情報 の公 開に関 して基本的 な政府の指針 を示 した文 書 と

言 える。

(5)政 府機 関の課題

政府電子情報提 供推 進派 は、政府情報提供が比較 的低い コス トで可能 になる

と考 えて いるが、高 い品 質 での システム維持 やユ ーザ ー ・サ ポー トの コス トに

ついて考慮 しなければ な らない。

インター ネ ッ ト経 由で の情報提 供 で予 算削減 を図 る方針 だが 、議 会 は もはや

イ ンター ネ ッ ト接 続 に対 しての予 算認 可 を して い ないのが 現状 で あ る。 イ ン

ター ネ ッ トで提 供 され る政 府情報 問題 は、直接政 府が提供す る情 報 が無 料 であ

る点 にある。



広範囲 なメデ ィアで広 範 囲なニーズ に対応す る情報 を流通 させ る資金 を、政府

が国民の税金か ら拠出す るの は税金の無 駄使 いであ り、その ために教育 、社会保

障 など本質的 に重要 な政府機能の為 に使 われ るべ き資金が電子的 な情報提 供の た

めに充当 され ることにな りかね ない。

民 間の情報サ ー ビスが 情報 を政府 か ら有料 で購入す る一方 、一般 には無料 の情

報提 供が され るのは、民 間業者 が政府 の情報提 供 に補助 金 を出 して い るに等 し

いo

電子 的な情報提供推進派 は、現 実に国民 の大多数が電子情報 にアクセスで きる

手段 を持 っていないこ と、電子 的ア クセスを希望 して もいない とい うことを認識

していない。

政府 は、基本 的な情報 を提 供す ることです べての国民が アクセスで き、かつ プ

ライベー ト ・セクターがそ の情報 を活用 し、冊子体 、CD-ROM、 オンラ イン/イ

ンターネ ッ トの情報商品 を流通 で きる形での情報公開 を進め るべ きである。

FedWorldやGPOAccessに 見 られ る重複 も、情報提 供推進 派が非現実的 である こ

とを示す一例 である。 各機関で電子情報提 供の方法 や考 え方が異 なる し、議 会に

帰属 するGPOが 運営す るGPOAccessを 通 じて議会が求め る管理 や方法論 は、行 政

府商務省 の機 関であるNTISが 運営す るFedWorldの よ うなサ ー ビスに よって行 政

府が求めるそれ とは統一性 がない と考 え られる。

情報公 開にお ける政府 の義務 として、情報公 開にお ける責任 や料金 など明確 な

ガイ ドラインの設 定が求め られてい る。IIA(lnformationIndustryAssociation)

は、情報公開 におけ る政府 の義務 を どの ように果 たすべ きか を省庁 に教 育す る共

同プログラムの実施 をOMBに 提案 してい る。

今後 のGPOの 役割が現 在議会で検討 されてい るが、IIAは 公聴会 な どでこの点

につい ての情報産業全体 と しての意見 も述べ ている。連邦 ・州政府機 関の情報提

供政策の策定過程 において も、関係機関 に書簡や書面 での文書 を送 りIIAの 意見

を政策 に反映 させ る努力 を している。



政府情報の電子的提供におけるわが国の課題
～平成6年 度 ～平成7年 度討議の論 点整理 ～

これ まで行 わ れた討議 内容 を も とに、問題点 や意 見 を解決課 題 と して捉 え直

してそ の関連 を整理 してみ た。似 た ようなグルー プに区分で きる課題群 を まと

めて、下の3群 に大 き く集約 した。

・政府 と民 間の基本 的な役割分担 の合意形成

・行 政の情報化及 びデー タベ ース産業振興 につ ながる環境 ・基盤 整備

・民間事 業者が独 自で解決 に向けて努力 をす る課題

また、課題 の解決主体で整理す る と、 「行政」 と 「民 間」 に2分 され る。

以上の課題 間の相互関係や、解決主体の関係 をマ ップしたのが25Pの 図である。

影付 きの○ が討議 で直接 出て きた意見 を課題 と して表 した ものである。

マ ップの実線 は、集約 され た課題 群 を構成 す る個別課題 とで もいえ る もの を

指 し示 してお り、点線 は、 当該課題 の解決が他 の課題解決 を先行 させ なければ

難 しい とい う ような条件 付 きの課題 や 、課題 どう しが ある種 の相 互 関係 で捉 え

られ る ような関係 を示 してい る。

また、 この委員 会 で十 分 に討議 は され なか っ た ものの、先行 す る課題 群 と密

接 な関係 を持 ち、情報化 社 会発展 のため に避 けて通れ ない諸 課題 とで もいえ る

「高度情報通信社 会の課題」 が このマ ップには付 け加 えられてい る。

(1)解 決主体別にみた各課題の概容説明

A.主 に行政 が主体 とな って解決 すべ き課題

(a)デ ー タベース ・サ ービス事 業の官民競合 の排除

(b)提 供 ルー トの オー プン化

(c)情 報 の民間へ の提 供 コス トの改善

(d)一 次情報提供 の促 進

(e)行 政情 報の電子化 の促 進

(f)デ ー タの標準化 の促 進

(コー ドの標準化)

(記述形式 の標準化)

(既 にあ る電子情報 の標準化 について)



(g)所 在情報 の体系的整備 の必要性

(h)ネ ッ トワー クインフラの整備

(i)情 報 産業の国際競争力の確保

(j)民 間デ ータベ ースの活用促進

(k)「 行 政情報化推進計画」 の進捗状況 の定期 的な開示

(m)国 民の情報 リテラシーの啓蒙

B.主 に民間が主体 となって解決 すべ き課題

(a)情 報流通チ ャネル変化へ の対応

(b)開 発 コス トの低 減化

(c)デ ー タベ ース利用 コス トの改善

(d)サ ー ビスの付 加価値付与努 力の促進

(複合 的な情報 を組み合 わせ た情報サー ビスの展開)

(e)提 供側 の論 理で、サー ビスが提供 されてい る状況の改善

(f)ユ ーザー イ ンター フェースの改善

(g)マ ルチ メデ ィアなどの最新 の技術動向への対応の促 進

(h)ユ ーザーニ ーズの掘 り起 こ し

(既存 デー タベ ースユ ーザ ーのニーズの深耕)

(新 しいユーザ ーの ニーズの発見)

C.個 々の課題の解決主体の明確化

上記の ような区分 で は、解決 すべ き課題 は、解 決主体 で分 けれ ば、 「主 とし

て行政が解決す る課題」 と 「主 として民 間が解決す る課題」 に分 かれる。

マ ップには解決 主体 が 「民 間」 に なってい る ものの、そ の解決 には独立先行

した取 り組みが難 しい課題群 もあ げ られ てい る。そ れ らは、 「開発 コス トの低

減 」 、 「デ ー タベ ー ス利 用 コス トの改 善」 、 「サ ー ビスの付 加 価値 付与 の努

力」 な どであ る。

注意すべ きは、 これ らの課 題解 決が 「行 政情報 の電子的提 供」 な ど、前提 と

なる 「行政 の情 報化 お よびデー タベ ース産業振興 につ なが る環境 ・基盤 整備 」

に区分 け され る課題 が解決 され るこ とに よ り検討が進 んだ り、通 信サ ー ビス料

金の低廉化 な ど他 の業界 の課 題 解決が可 能 となって初 めて解決 に着手 出来 る よ

うな性格 の ものであ るとい うことで ある。



(2)課 題群 の概要(同 一領域 に まとめ られる類縁 課題群 の説 明)

aノ 行政 と民間の基本的な役割分担の合意形成

この課題 の多 くは、 「政」 と 「官 」 の役割分担 とで もい うべ き一般 的 なテー

マ で くくられ よ う。区分 され る個別 課題 は、制度整 備 やシステ ム改革 的 な方 法

での 問 題 解 決 が 望 まれ る分 野 で あ る。 この 分野 に 区分 され る課 題 と して は

「デー タベ ース ・サー ビス事業 の官 民競合 の排 除」 な どが あ る。 これ は、行 政

の機 能 と、民 間 の事業 が直接 競 合す る事業分野 など、 はっ き りとした基準 での

調整が必要 とされる場合 であ る。

当面の 目標 として 「行 政 と民 間が継続 して協議 す る場」 の ような もの を設 定

して論議 す る ことが考 え られ る。

b♪ 行政の情報化及びデータベース産業振興につながる環境 ・基盤整備

特 に 「デー タベ ース検討 委員 会」 の討議 を受 けた本報告書 で は、行 政情報 を

民 間側 が活用 す る際の具体 的 な環境 ・基盤 の整備課 題 を中心 に関連 す る諸課題

を ここに集約 した。個 別課 題 とで もい うべ き 「一次 情報(原 デ ー タ ・または素

材情報)提 供 の促 進」 と、 「デ ー タの標準化 の促進 」、 「所在 案内情 報の必 要

性」 などは課題具体化の一環 といえる。

行 政情 報 の電子 的提 供が な され て も、 これ らが十分 に解決 され ない限 り、民

間側での有効 な活用が十分 にな されない結果 につ なが る事態 も予 想 される。

c)「 政府と民間が継続 して協議する場」の必要性

個 々の課題 は、解決 主体 でみ る と、政府 と民 間での2項 区分 が可能 だが、両

者が協議 して個 々の課題 解決 に当 たっ た方が 、現実 的かつ有効 な解決 策が見 出

せ る場合 もあ る。 こう した状況 では、民間が行政情報 を利用す るに当たっての

情 報 の送 り手 と して の行 政 と、情 報 の受 け手 と して の民 間 の 間 の イ ン ター

フェースや プロ トコルに関 わる課題が重 要 になって くるか らであ る。委 員会 で

出 され た意 見の ように 「行 政 と民 間が継続 して協議す る場 」(も しくは中間的

な レフェ リー機 関)の 設置 の必 要性 が高 まって くる所 以であ る。 実際 この よ う

な機能 は、米 国にお いては、IIAや 公聴会がその機能 を充分果 た してお り、機 関

や組織 の必要性 は と もか くとして、機能 自体 の必 要性 は 日本で も高い と考 え ら

れる。

d)高 度情報通信社会の課題

行政情報の公開を有効 に進めるための諸課題発掘 と、解決に的を絞った



「デー タベース検討委員 会」での討議 では カバ ー し切 れ なか った ものの 、提 供 さ

れた行 政情報 な り公 的情 報の よ り幅広 い活用 を考 えた場 合、同委員会で直接討 議

された課題 を越 える分野 と もいえ る広 い視野 か らの関わ りが必用 とされ る課題 で

ある。

その代表的な ものは電子化 され た情報 の著作権や、個 人の プライバ シーの保護

などである。情報公 開法 の制定 自体 、行政情報 の提供 を、制度面 で支 え る法 的基

盤 としての側面が多分 にあ る。 また 「情報」 とい う概念 自体 の国民 への啓蒙(情

報 リテ ラシーや情報活用 な ど)と い う、 どち らか とい うと教育基盤整備 的 な課題

や、情報技術の発達が産 み出 した情報チ ャネルの構造 的変化(イ ンター ネ ッ トの

爆発 的普及)な ども、 この ような性 格の課題 にまとめた。
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(4)各 課題 の内容 説明

以降、各課題の内容 を、行政 と民 間 とい う二 つの解決主体 と(2)で 設定 した

観点 を組み合 わせ て説明す る。

A.主 に行政 が主体 とな って解 決すべ き課題

(a)デ ー タベ ース ・サ ービス事業の官民競合 の排除

この問題 は行 政 と民 間事業者 の2者 の関係 だけでな く、その間に立 つ行 政 との

関係が深い公益 法人(財 団 な ど)を どう位置づ けるか とい う問題 に も関係 して い

る。行政情報 な ど、公的情報 の提供 に際 し、公益 法人 な どが独 占的に情報提 供の

窓口 として存在 し続け るには、それな りに合理的 な根 拠 のあ る場合 ・時期 に限 る

べ きであ る。基 本的 に は特 定 の公益法 人 な ども、 デー タベ ース提 供 の観点 か ら

は、民間 と同 じ立場 で扱 われ るべ きであろ う。

公益法 人などの機関が独 占的に取 り組 むべ き分野 に公共性 の高 いデー タベース

が あげ られる。デー タベ ースの 中には商用ベ ース に乗 らな くて も、社 会的 に必用

な もの もある。 こう した分 野 こそ、公益 法人が 関与すべ き分野 の1つ であ ろ う。

(b)提 供 ル ー トの オ ー プ ン化

米国で は、行 政情報の提供 に関 して、政府が特定の民 間事業者 と排他 的 な提 供

契約 を結んではいけ ない とい うこ とが法律 な り指針 で うたわれ ている。 つ ま り、

政府か らの情報 の提供 は全て平等で料金 も差 をつ けない。結果的 に市場 原理が働

くようになっている。

現在 の 日本 の紙 ベ ー スが中心 となる行 政情報 の提供 で は、そ の基準 が明確 に

なっていない。 日本 で行 政情報の提供 ルー トをオー プンにす る作業 は、提 供方法

の統一や、提供基準 を明確 にす ることか ら始 めな くてはな らない だろう。

(c)情 報の民間への提供 コス トの改善

日本の行政情報 の民 間への提供 価格 は海外 に比べて一部 で2～3倍 の高 さ と言

われている。 これは1986-7年 頃、主 と して ヨー ロッパの実状 を参考 に、民間事業

者への情報提 供は、その事業者が 第三者提供 を前提 にデ ー タ(情 報)を 購 入す る

場合 は、当該事 業者の社内利用 の3倍 という基準が定め られ、それが現在 も継続

してい るか らである。

米 国を例 に見 ると民 間事業者 であるLEGI-SLATE社 が政府 印刷局 に支払 ってい

るの は年 間お よそ6600ド ル とい う低価格である。 ア メリカでは法律(文 書削減法

など)や 通達 で政府 の情報の提供 に際 してはデー タベ ースの作 成や、その再編加



工 にかか った費用 まで は請求 しない ことになってい る。

今後 はこの よ うな諸外 国 の状 況 も参 考 に、あ るべ き日本 の提 供料 金体 系 を明

確 に して い く必要が あ る。 また、印刷物 の例 でみ る と、 レポ ー トや報告 書 は無

料 なの に、 白書 な どの印刷 物 は有料 であ る。 同様 な情報 で も媒体 やそ の種類 に

よって価格は まち まちである とい う現状 も改善 され る必要がある。

(d)1次 情 報提供 の促 進

ここでの 「1次 情 報」 とは、2次 加工 を加 え ない情報 とい う意味 で あ る。情

報技 術の発達 と先 の 「行 政情報 の電子化 の促進」 が進 めば、情報 はそ の収集段

階 か ら電子 的 に処理 で きる ようになるだ ろ う。 この収集段 階の電子 情報 は、1

次 情報 と してそ の後 の再 編 ・加工(2次 情報)の 素 材 と して貴重 な資 源 とな

る。現段 階の行政情 報 の ほ とん どは(統 計 デー タな どの一部 を除 き)既 に加工

され た情報 であ る ことが 多 い。 この理 由 は、1次 情報 が電子化 されて整 理 され

てお らず 、人手 に よって編集 され なければ 、提 供が遅 れた り、情報 の意 味が 明

確 にな らなか った りす るな どが主 な理 由である と考 えられる。

しか しこの ために加工 された情 報(2次 情報)は 、す でに特定 の 目的で編集

されてい る状 態 なので 、そ れ を使 って他 の 目的に再利 用す る と きに使 い ものに

な らない ケー スが 多い。 デ ー タベ ース事業者 に とって 、この2次 情報 の持 つ性

質 は、1次 情 報が持 つ情報 価値 を大 き く減 じる結果 とな り、新 たな付 加 価値提

供 を行 うときには大 きな制約 となる。

広範 な利用 者 のニー ズ を考慮 した場合 、 デー タベー ス事業 者の立場 か らは、

行政情報 は可能 な限 り未加工 の1次 情報 の ままで提 供 して もらいたい。

(e)行 政情報の電子化の促進

現在 、行 政情 報 の電子 的提供 を含め た 「行政情報 化推進計 画」 で、行 政の情

報化が急 速 に進 め られて い る。今 まで は行 政の情報収 集や 内部処理 の段 階で の

電子化 が遅れ てい る ことが、 デー タベ ース ・サ ー ビスでの行 政情 報提 供 の遅 れ

の主 因 となってい た。行政 情報 の扱 いが 電子化 される こ とで、 これ か らは行政

情 報提供 のス ピー ドア ップが期待 で きる。 しか し、一 方で これ らの電 子化 が 、

実際 には各省 庁 でバ ラバ ラ に行 われ た り、デ ー タの標 準化や相互 運用性(イ ン

ター オペ ラ ビリテ ィ)を 考 慮せず に進 め られ る と、民 間で の再利 用 はお ろか 、

行 政の業務 の効 率化す ら も部分最適化(特 定省庁 内での改善)さ れ る だけで行

政全体の業務 の改善 には結 びつか ない恐れ もあ る。

「行政情 報 の電 子化」 は結 果的 には 、民 間のサ ー ビスコス ト改善や 、情 報 の

付 加価値付与 な どに大 き く貢 献す る もの であ るが 、それ以上 に、政府 の施 策が

社 会の動 きと密接 に 関係 す る現 代 にあ って、行 政情報 の電子化 とそ れ に よる素

早 い国民への伝達 は、今 まで以上 に要求 されている もの とい えよう。



(f)デ ータの標 準化 の促 進

デー タの標準化 は、そのデー タの活用 に、異 質な発想 をする人が多 く関わ る度

に出て くる課題であ る。 一般的 に国勢調査 な どの ように調査業務 に基づ く情報 は

標準化 されやすいが、行政 の業務 に付随 して発生す る情報 は性 質上標準化 は難 し

い と言 われてい る。 しか し行政情報 の利用が行政内部 に とどまらず、民 間 を含め

たあ らゆる各層の共通資源 としての認識が広 まるにつ れ、デー タや コー ドの標準

化 を含め た、デー タベ ース構 築手続 きの標準化 が必 要にな って くる。

(コ ー ドの標 準化)
(

標準化 の問題 で、 よ く指摘 され るものに コー ド体系 の標準化 があ る。産業 コー

ド、住所 コー ド、図書 コー ドな どは、利用す る現場毎 に コー ド体 系が作成 され不

統一の状態が しば しばみ られる。特 に、行政 と民 間で、同一 対象 分野の コー ド体

系 の違 いが指摘 され るな ど、社会 全体 で流通すべ き共通 の情報資 源 との認識 か ら

は ほ ど遠 い実態が指摘 され た りす る。行政 に望み たい のは、せ っか く統 一的 な

コー ドな どの体系 を構築 す る際には、民 間 を含 めた幅広 い利用 者の視点 に立 った

取 り組みが望 まれ るとい うこ とである。

(記述形式の標準化)

ドキュ メン トの記述形 式 に関す る標 準的 な記述言語 として、SGMLが 徐 々に産

業界 に浸透 して きてい る。 これは、成果物 ・製品の情報 を、製品 の規格 ・設 計 ・

開発 ・生産 ・物流 ・メ ンテ ナンス などの製品の ライフサ イクル全般 まで拡大 して

共有 しようとす るCALSが 文書 表記の国際規格 と してSGMLを 用 いてい るこ とが

大 きい。

SGMLは 、文章の論理構造 や意味構造 をマー クで記述 し情報 内容 とレイアウ ト

や フォーマ ッ ト情報 を分離す る。 この ことで 、人名や タイ トルな どの主要部分の

み を後で抜 き出 してデ ー タベ ース化 した り加工す るこ とが簡単 にで きるよ うにな

る。 したが って この ような標準化 もしくは、 ソフ トのSGML方 式へ の対応 は、膨

大 な文書情報 を扱 う行政情報 を、デー タベース産業が再編 ・加工 す る際 に非常 に

効果的であ る。

(既にある電子情報の標準化について)

今後新 た に電子化 され る行政情報の標準化 と、既 にあ る電子情報 の標準化 は別

次元で考 え ざる を得 ない だろ う。そ れは既存の電子情報の再標準化 は膨 大 な手間

とコス トを要 し、現実 的 には不可能 な場合 もあるか らである。 この ような場 合 は

再標準化 出来 る もの と、 しない ものに対象 を分別 し、後者 には変 換 テーブルや ア



ペ ンデ ィクス を入 れて 自動 変換 す る方式 などで対応す ることが望 ま しい。

(g)所 在情報の体系的整備の必要性

膨大 な行政情 報の所在情報 を提供す る機能(ク リア リング機 能 ・デ ィレク トリ

機能)の 整備 も、現段 階で は民間事業者や行 政内部のユーザ ーに とって満 足 な状

態 になってい ない。幸 い 「行 政情 報化 推進計 画」では、行政情報 の クリア リング

機能整備 が明記 されているので、適切 な計画 の遂行 に期待 したい。

(h)ネ ッ トワ ー ク イ ン フ ラ の整 備

電子化 された情報 を流通 させ るため には、 ネッ トワークインフ ラの整備 が不可

欠であ る。郵 政省 は2010年 までに全国 に光 フ ァイバー網 を敷設す る計画 を5年 程

度前倒 しする意向 という。 もともとの計画で は2000年 には各 主要都 市 に、2010年

までには全 家庭 に光 フ ァイバー網 をつ な ぐものだが、 これ を5年 ほ ど早め る とい

うものである。

ネッ トワー クインフ ラの整 備は、膨 大 な投資 が伴 うものであ り、関係す る機 関

の調整 や各計 画の整合性確 保 な ど、政府の適切 な施策 ・方向付 けが 欠かせ ない。

(i)情 報産業の国際競争力の確保

討議 では、米国の議会情報 はイ ンターネ ッ トで居 なが らに して手 に入 るの に、

国会 の情報 は、ほ とん ど手 に入 らない とい う象徴的 な事例 の指摘 が された。 デー

タベ ースな どの コンテンツ ビジネスは、 日本語 という言語障壁 の問題 を抱 えてお

りマ ーケ ッ トが 日本 にほぼ限 られ る。 しか し行政情報の提供1つ をとって も、現

状で は、 日米 の格差 は大 き く、言語障壁以前 の問題 という指摘 もあ る。

政府 をは じめ、国内の各層 で、情報技術の重 要 さの認識 が足 りな く感 じられ る

こと、 とりわけその提 供内容 とで もい うべ きコ ンテンツの重要 さが認識 され てい

ない こ とは、今後 のわが国の情報産業の国際競争力確 保に重大 な支 障が生 じるだ

ろうとの指摘 が されている。

(j)民 間 デー タベー スの活用促 進

民間で 開発 され、編 集 され た情報(公 的情報 も含めて)の 活用 について、行 政

の側 では予算措 置 を含 めて、積 極的 に取 り組 むべ きである。 「行 政情報化 推進計

画」 に盛 り込 まれている外部 デー タベースの活用 はニュースな ど行 政外 の情報 に

限定 されてい るが 、民 間で開発 され た行 政情 報 を含むデータベ ースの利用 が合理

的 な場合 な ど、活用検討の余地 を残 すべ きである。



(k)「 行政情報化推進計画」の進捗状況の定期的開示

1996年ll月 、行 政改革委員会が 「情報公開法要綱案」 をまとめ た。今や 同法案

の成立 時期 に社 会の関心が移 ってい る。情報公 開法の成立 は、行 政情報 の活用 を

ビジネステーマの1つ とす るデ ー タベ ース産業 にとって も大 きな関心事 である。

討議 の中では欧米 の ように政府 は持 っている情報 は全 て公開す るべ きだ とす る

意見が 多数 を占め た。 また実際 に民 間での付 加価値付与 を考 えた場合 、過去 のマ

ス コミの例 を見て も政府 が公 開 した くない情報 ほ ど、民 間に とって付 加価値 の高

い情報 である とい う指摘 もある。業界 の早い対応 や、デー タベース産業の振 興 を

促進 す るために も、今後 の情報公 開のス ケジュールは、定期 的 に、頻度多 く提 示

して欲 しい とい うのが一致 した意見 である。

(m)国 民の情報 リテラ シーの啓蒙

情報 リテラシーは、 コ ンピュー タ リテラシー よ り広 い概 念で、情報 の活用 能力

や、情報モ ラール まで を含 んでい る。米国 に比べて 日本のデ ー タベ ース ・サー ビ

ス市場 が6分 の1で あ るの は、米国で は、デー タベースの活用(情 報 の活 用)が

日常 当 た り前 の ことであ るの に、 日本 はそ こまで に国民の情報活用 の意識 が熟 し

てい ないのではないか とい う意見 もある。義務教育 な どの教育分野 を含 め、広 く

国民一般の情報 リテ ラシーが高 まる環境 を整備 すべ きだ とす る意見 が強い。

B.主 に民間が主体 となって解決 すべ き課題

(a)情 報流通チ ャネル変化への対応

ここ2、3年 の イ ンターネ ッ トの爆発 的普及は、 これ までの電子 情報流通 の仕

組みや秩序 を根底 か ら揺 るがす ものが ある。

インターネ ッ トに関す るデー タベース産業 の見方は、大 き く3分 される。1つ

は今後 は情報の送 り手 か ら受 け手 に ダイレク トに情報 が提供 され 、デ ー タベース

産業 の ような情報 の仲介 産業 は成立 しな くなる とい う悲 観論。2つ め は、 イ ン

ターネ ッ トはまだ情報流通 の インフラ として未整備 であ り将 来的 には脅威 となる

が 、 しば ら くは さほ ど問題 にな らないので はないか とい う慎重論 。3つ めは、 イ

ンターネ ッ トの普及 はデー タベース産業 に とって市場拡 大のチ ャ ンスであ り、今

後ユ ーザーニーズに合 った付加 価値 サ ー ビス を提供 してい くこ とで産業 の活性化

が図れる とい うイ ンター ネッ ト肯定論 であ る。

確 か に現在進行 中の この現象 に明確 な判 断 を下す こ とは難 しい。デ ー タベ ース

産業 と しては、 インター ネ ッ トは情報流通 の変化 の大 きな波の一 つであ る と認識

しなが ら、慎重 に対応 すべ きだろ う。



(b)開 発 コス トの低減化

民 間が行 うデ ー タベ ース の開発 コス トの多 くを占め るの は、 デ ー タの収 集や

入力 な どの作 業 にかか る人件費 な どであ る。 したが って今後 行政 情報 が電 子化

され 、その所 在情報 や再利 用 のため の標 準化 な どが進めば 、デ ー タの収 集 ・入

力 コス トが大 幅 に削 減で き、その分 だけ事業者 は利用料 金 の値 下げ や、新 た な

付 加価値 サー ビスの充実 を図る余地 が出て くる。

(c)デ ー タベ ー ス利 用 コ ス トの 改 善

デー タベ ー ス利用 者(エ ン ドユ ーザ ー)の 利 用料金へ の不満 は依 然 と して高

い。利用 料 金が 下げ られ ない原因 の1つ に、デー タベ ース構 築 の際 の コス トが

あ るが 、 メ ンテ ナ ンス コス トもばか にで きない。 ま た、今後 一 般 の個 人ユ ー

ザ ー層の拡大 を考 えた場 合は、 これにNTTの 通信料 金の高 さが抑制 因子 と して立

ち塞が る。

これ らは、社 会全 体 の環境 基盤 の整備 と関係 す る課題 とい え、時 を待 たね ば

な らない面 もある。通信料 金の問題 は 、 インター ネ ッ トの利 用拡 大 の障壁 とい

う指摘 が され 、今後 の 日本全体 の情報化 の進展 を阻 むだろ う一番 の 問題 とされ

て いたが 、通信分野 で の規制 緩和 に と もない徐 々 に解消 に向か って い る。 問題

なの はそのス ピー ドである。

(d)サ ー ビスの付 加価値付 与努力の促進

今 回の討議 では、行政 情 報の電子 的提供 がス ムーズに実現 した際 、民 間の付

加価値付 与努 力 を促 進す るため には、具体 的に どの ような付 加 価値付 与努力 を

して い くか 、 またその努 力が 十分 に発揮 される環境 を醸成 す るに は どの ような

施 策が考 え られ るのか とい う2点 が大 きなテーマであ った。

こ こで難 しいのは 、実 際 に行 政情 報の十分 な電子的提供 が行 わ れて い ない現

状 で 、後者 の アイデ アを出 してい くこ とである。そ こで討議 も電 子 的提供 が先

決 で 、民 間の付加 価値 努 力 はそれが実 現す れば 自然 に可能 に なる とい うような

意 見 も多 く出 された。委員会 の前 半の(平 成6年 、平成7年)段 階では付加 価値

付 与 の具体 的 なア イデ アは あ ま り明確 に出なか ったが 、その 中で も幾 つ かの事

例 や、今後の方向性 を示す意見 が出 された。

(複合的な情報 を組み合わせた情報サービスの展開)

現在 の デー タベースサ ー ビスで は、特 に、書誌情報 の検索 の場 合、単 一の情

報 源 の情 報(フ ァ イル)を 指 定 し、探 索 す るサ ー ビスが まだ まだ多 い 。 しか

し、単一 の情 報源 だけで は 、 カバ レッジや更新 頻度の 問題 な どで 、検 索者 の安



心感 を得 る には十分 では ない。勢い、 フ ァイル を渡 り歩 くケースが 出て きた りし

て、結果 的 に利用者 に余計 な費用負担 を強い る結 果 となる。特定分野 の ファイル

を一括指定 で きる機能 も増 えているが、十分 ではない。

また、異 なったカテ ゴ リーの情報 を検索 し、必用 な部分切 り取 り、張 り付 ける

な どの、マ ルチ ・ソース的 なフ ァイル操作機能のサポー トや 、マ ルチ ・メデ ィア

のサポー トは まだ まだ不十分であ る。

この ような複 合的なデ ー タベースサ ー ビスの提 供は今後事業 者が切 り開いてい

くべ きサー ビス機能 の一つであろ う。

以下 に取 り上げた民 間事業者の課題 は、先の付 加価値付与努 力の課題 も合 わせ

て、それぞれ に共通す る部分が多 く含 まれ、切 りわ けが難 しい ところであ る。 し

か しここでは特徴 とな るキー ワー ドであ る、提 供側 の論理 、ユ ーザ ー イ ンター

フェース、ユーザーニ ーズな どで集約 した。

(e)提 供側 の論 理で、サ ー ビスが提供 されてい る状況 の改善

必ず しも単純 にデー タベース提供事業者 だけの問題 とはい えない と して も、確

かに利用者 とって、 もう少 しユ ーザーの視点 か らのサー ビス提供 があ って もよい

とい う指摘が ある。例 えば利用者 が どこかの企業 について知 りたい と きに、一般

的にはその企業 の財務状 況のデー タだけでな く、最 近のその企業 につ いての新 聞

記事 や、経営方針 な ど多 くの情報 を同時 に知 りたい とい うことが多い。 しか し現

状 のデー タベ ース ・サー ビスではそれぞれ を別 々に検索 しなければ な らない もの

が多い。 これは主 にサー ビスが、事 業者の持 つシステムの制約 とい った提供側 の

論 理 で構 築 されて いる こ とが大 きな原 因であ った りす る。 この ような こ とは、

ユーザーの利便性 を考 えた場合 、真 っ先に改善 されるべ き事項で あろ う。

(Dユ ー ザ ー イ ン タ ー フ ェー ス の 改善

インター フェース な ど、技術的 な使 い勝手の改善 に も、現在の デー タベ ース ・

サー ビスは必ず しも積極 的に対応 している とはいえない とい う指摘 があ る。 イン

ターネ ッ トがあれ ほ どに普 及 したのは、WWWホ ームページ とブ ラウザ ー ソフ ト

とい うユ ーザー イン ターフェースがあ ったか らであ る。

それに比べ 、現在で も多 くのデー タベースサー ビスは、 コマ ン ド検索(し か も

コマ ン ドが不統一 であ った り、統 一 した シソー ラスが無い)と い う専 門家以外 に

は馴染み に くい インタフェー スを持 ってい た り、欲 しい情報がデ ー タベー ス毎 に

分かれているためにデー タベ ースの特性 とい うもの を予め理解 しておか なけれ ば

うま く検索 で きないな どの問題 を持 ってい る。

パ ソ コンが 、 グラフ ィカル インタフェー スやヘ ルプ機能 の強化 で急 速 にユ ー

ザー フレン ドリーに なって きている状況 な どを考 える と今後事業者 の この部分 で



の積極 的な努力 が望 まれ る。

(g)マ ルチ メデ ィア などの最新 の技術動 向への対応の促進

情報 のマ ルチ メデ ィア化 が ここ まで進 む と、単 にテ キス ト情 報 だ けの情 報 で

は、一般 の利用者 は満足 で きな くなって きている。CD-ROMな どのパ ッケージ

デー タベースの急速 の伸 び も、それが 画像や音声 といった文字以 外の情報 を提供

して くれるか らとい う面 も大 きい と考 え られ る。利用者端 末 もマ ルチ メデ ィアパ

ソコンが普 及 して きてお り、これ らの状況 を踏 まえてデー タベ ースの コンテ ンツ

もマ ルチ メデ ィアな どの最新技術 に積 極的に対応 してい く必 要があ る。

(h)ユ ー ザ ー ニ ー ズ の掘 り起 こ し

ユ ーザーのニーズの問題 は、大 き く二つの方向性が考え られる。一つは既 存 の

デ ー タベ ース利用 者 のニ ーズの深化 の方 向。 もう一 つ は新規 利用 者 を獲 得 す る

(市場 を拡大 させ る)た めの全 く新 しい分野 のニーズの開拓であ る。 前者 の問

題は比較的議論 しやす いが 、後者は イメージが難 しく、本当 にそ んな分野 やニー

ズはあ るのか とい う意見 もあ る(特 に非 ビジ ネス分野 の開拓)。 ここでは この二

つに分 けて課題 を整理 してみ た。

(既存 デー タベースユーザーのニーズの深化)

既存ユ ーザ ーのニ ーズの掘 り起 こ しは、先の複 合的な情報提供 に よる付加 価値

付与 とい う課題 と重 な る部分 もあ る。 これは、デ ー タベース事業 者が、既存ユ ー

ザ ーや潜 在顧客 の声 にい ままで以上 に耳 を傾 け る とい うユ ーザー本位 の立場 に

立 った姿勢 を持つ ことで発見 可能な領域であろ う㌔

新規 事業の立地条件 な どの課題解 決 を求める顧客 ニーズに、 システム インテ グ

レータが対応 して複数 のデー タベー スを組み合わせて利用 してい る現状 など報告

されて いる。 もっ とデー タベ ース事業者 自身が こう した事例 を把握 す る努 力 も大

切 であ ろ う。

(新 しいユーザーのニーズの発見)

現在 のデー タベ ース産 業の主 なユ ーザーはビジ ネスマ ンや研究者 であ る。 しか

し、健 康、医療 、教育分野 な ど、今 まで比較 的 コンテ ンツ提供が少 な く、潜在市

場 の可 能性 が高 い と考 えられ てい る分野 は幾つかあ る。

今後 デー タベ ース産業 もハー ドの ダウ ンサ イジ ングや、廉 価なデー タベース ソ

フ トの普及で、他 の産業同様 オープ ンな市場 になって くると考 え られる。 そ こで

は、新規 参入者 が業界地図 を塗 り替 え ることもあ り得 るだろ う。既存の事業 者は



その ような変化 に対 して もっ と敏感 に対応す ることが求め られ る。



参考資料

【1】行政情報化推進基本計画

【2】高度情報通信社会に向けての基本的な考え方

【3】情報公開法要綱案

【1】行政情報化推進基本計画

当データベース検討委員会中で、行政情報の電子的提供を論じる際に、検討の基本的な資料

として参考にされたのは、総務庁が中心 となって推進 している 「行政情報化推進基本計画」で

ある。以下参考資料 としてその内容を示す。

平成6年12月25日 閣議決定

行 政 をめ ぐる内外諸情 勢 の変化 に的確 に対応 し、行 政の総合性 の確保 、 簡素

化 ・効率 化の一層 の推進 、国民 ニー ズへ の対応 等 を図 ってい くことが 要請 され

てい るが、近年急 速 な進 歩 を遂 げつつ ある情 報通信技術 の成果 を活用 し、 これ

らの要 請 に一層 的確 に対 処 す る ため 、政 府 と して、 「行 政情 報 化推 進 基 本計

画」(以 下 「基 本計画 」 とい う。)を 策定 し、行政 の情報化 を総合 的 ・計画 的

に推進 す る。

第1理 念 、計画 目標

1情 報化推進の理念

行 政の情報化 は、行 政 の あ らゆ る分野 にお いて情 報通信技術 の成果 を普 遍 的

に活用 し、行 政の質 の高度 化 、国民サ ー ビスの質的向上 を図 る こ とを目的 とす

る ものであ る。 この意味 で 、行 政の情報 化 を、効率 的で総合 的 ・対応 力 に富 ん

だ行 政の実現 、国民 ニー ズ に即 した行 政事務 ・行 政サ ー ビス体 系 の確 立及 び情

報の 共有 を基盤 とした円 滑 な国民 と行 政 との 関係 の形 成 に向けて行 政の事 務 ・

事業 及 び組織 を通 じる シス テム を改革 す るための重 要 な手段 と して位 置付 け、

その積極 的推進 を図 るこ とに よ り、国民 の立場 に立 った効率 的 ・効果 的 な行政

の実現 を目指 す。

2計 画目標

情報通信技術 の成果 を財政状況等を勘案しつつ行政のあらゆる分野に積極的



に導入 し、情報 シス テムの利用 を行 政 の組織 活動 に不可 欠 な もの と して定着 さ

せ 、行政内部の コ ミュニケー シ ョンの円滑化 、情報の共有化 に よる政策決定の迅

速化 ・高度化等行政運営 の質的 向上 と、国民へ の情報提供 の高度 化、行 政手続の

効率化等 の行政サ ー ビス の質的 向上 を図るため、セキュ リテ ィの確保等 に留意 し

つつ 、 「紙」 による情報 の処理 か ら通信 ネ ッ トワークを駆使 した電子化 され た情

報 の処理への移行 を実現 す る。

3計 画期間

平成7年 度 を初年度 とす る5か 年計画 とす る。

4計 画の対象

国の行政機関 を対象 とす る。

5共 通実施計画及び各省庁別計画の策定

基本計画に定める共通実施事項を実施するための共通実施計画を別途定めると

ともに、各省庁は、基本計画を踏まえ、各省庁別計画を策定する。なお、基本計

画及び共通実施計画並びに各省庁別計画を合わせて 「行政情報化推進計画」 と称

する。

第2情 報化推進基盤の整備方針

各省庁は、以 下の整備 方針 を踏 まえ、行 政の情報化 を推進 す る。

1情 報化の進展に対応 した行政情報 システムの整備

(1)行 政情報の電子化 と高度利用

(1)-1行 政情 報 の高度 利 用 を推 進 し、行 政 の情 報化 を 円滑 に進 め るた

め、行 政事 務処理 に伴 って発 生す る情 報 の広範 な電子 化 を行 うと

ともに、一般行政 事務 におけ る文書 の作成 ・保管 ・伝 達等 の事務

処理 について、情報 システム化 を総 合的 に推進す る。

(1).2 行 政の組 織活動 に情報 シス テムを不 可 欠 な もの と して定着 させ 、

行 政の効 率化 ・高度化 を推 進す るため 、職員一 人一人が いつ で も



パ ソ コ ン 、 ワー ク ス テ ー シ ョ ン等 の 利 用 が可 能 と な る 環 境 を整 備

す る。

(1)-3 デ ー タベ ースの整備 につ いて、外部 デ ー タベ ースの活用 を含 め効

率 的 な整備 を推進す る。

(1)-4許 認可 、登録 、給付 等各省 庁固有 の業務 に係 る定型 的業 務処理 に

つい て、進展 する情 報通信技術 を活用 し、情 報 システ ム化 と既存

システムの高度化 を推進す る。

(2)行 政情報の流通の円滑化 と総合利用

(2)-1 省 庁 間の情 報 の共有 及 び円滑 な流通 を図 るため、 デー タコー ド、

デー タ項 目等基 本的項 目について標準化 を行 う。

(2)-2省 庁 の枠 を超 えた政 策の総合 的な企 画 ・立案 を支 援す るため、情

報流 通の 円滑化 と迅 速 な コミュニ ケー シ ョンを行 う省 庁 間電子 文

書交換 システムな どの情報 システムを整備する。

(2)-3一 元 的 に開発 ・提 供 す るこ とが効率 的 なデー タベ ー スにつ いて 、

引 き続 きその整備 ・拡 充 を行 うとと もに、各省庁 にお いて個別 に

整備 され他省庁 に も提 供可能 なデー タベ ース につ いて 、省庁 間利

用 を一層 推進 す る。 また、調査研 究 報告書な ど各省 庁 が共通 して

保有す る情報 を、統一 的 な考 え方 に基づ き、各省 庁 で共 同利用 で

きるデー タベ ース として整備 す る。

(2)-4複 数 の省 庁 に関連 す る省 際行 政事務 に係 る情 報 につい て、関係 省

庁 間の調 整 を図 りつつ 、共同利用で きるデー タベ ース として の整

備 を推進 する。

(3)行 政 サー ビスの高度化

(3)-1各 省 庁か ら日々公 表 される報道発 表資料 などの情 報 につ いて、情

報通信技 術 を活用 し、時 間的 ・空間的 制約を超 え て国民等 に提 供

す る情報 システム を省庁 間の整合性 を図 りつつ整 備す る。

(3)-2公 開可能 な行 政情報 の社 会的活用 につ いて、国民 等 の ニーズ に応

じ、電子 的 な手段 ・媒 体 に よる提 供 を公益法 人、民 間事業 者等 も

活用 しつつ一層 推進 す る。 また、 この ため、民 間提 供 に係 る要 領



を策定 す る とともに、デー タベ ース などの ク リア リン グ(所 在案

内)シ ステ ム等 を整備す る。

(3)-3国 民等 との 間の様 々な行 政手続等 につい て、事案審 査等行 政機 関

内部 の事務処 理 を合理 化 ・迅速化 す る情報 シス テムの整 備 に合 わ

せ 申請、届 出、報告 、相談等 の電子化 ・オ ンラ イン化 を業務 内容

に即 して推進 す る と と もに、電子 的 縦覧 ・閲覧 を推進 す る。 な

お、 各種行 政手続 を一元 的 ・電 子的 に処理 す る行 政手続 システ ム

の在 り方 を検討 す る。

(4)情 報システム及び執務環境の高度化

(4)-1情 報通信 技術 の進歩 の成 果 を行政情報 システム に活 用 し、一層効

率 的かつ効果 的 なシス テムの整備 を図 るため、政府 全体 と して、

分散 処理 、マ ルチ メデ ィアな どの新技術等 に関す る情報収 集 ・評

価機能 を充実 強化 し、具体的 な適用 等の ためのパ イロ ッ ト事業 の

実施 等 を通 じ、 これ ら新技術等 の普及 を図 る。 また、業 務処理 等

の実態 に即 して新技術等 の積極的 な活用 を図る。

(4)-2省 庁内 ・省 庁 間で利用す るデー タベ ース な ど部 局 ・省 庁 を超 えて

総合 的に整備す る こ とが必 要 な情報 シス テム につ いて、 国際的 な

標準 に準 拠 した製品 を導入す るこ とに よ り、 オープ ンシス テム化

を推進 す る。 また、事 業別 シス テム な ど部局 内 シス テ ム につ い

て 、多様 な製 品の選択 等 に よる最適 なシステ ムを構 築す る観点 か

ら可能 な限 りオープ ンシステム化 を推進す る。

(4)-3エ ン ドユ ーザ ・コンピューテ ィングの進展 、組織 を超 えた ネ ッ ト

ワー クの広域 化 の進 展等 に対応 す るため、業務形 態等 に即 して情

報 システム面 及び施設面 での安 全性 ・信 頼性 対策 を充 実強化 す る

とと もに、外部監査 ・評 価の活用 のため のパ イロ ッ ト事業 の実施

等 を通 じ、 システム監査 ・評価機能 を充実 す る。

(4)-4情 報 シス テムの開発 ・運用管理 について 、各種支援 ツール等 の積

極的 な活用 な どに よ り効率化 ・省力化 を推進す る。

(4)-5 施設 の インテ リジ ェン ト化 な ど行 政 の情 報化 に対応 した執務 環境

の整備 を推進 す る。

(5)通 信 ネッ トワークの高度化



(5)-1省 庁内の通信 ネッ トワー クにつ いて、各省 庁や行 政機 関以外 の情

報 シス テム と接続可能 で柔軟 な情報 処理が可能 となる施設 内 ネ ッ

トワー ク、 いわゆ るLANの 整 備 を推 進す る とと もに、本 省庁 ・

出先機関等 間 を結ぶ通信 ネ ッ トワー クの整備 を推進す る。

(5)-2省 庁 間の情報 流通の 円滑化 ・高度化 を図 るため 、各 省庁 の施設 内

ネ ッ トワーク を相 互 に接続 す る省庁 間ネ ッ トワー ク、 いわゆ る霞

が 関WANに ついて、 ネ ッ トワークの運用管 理 、接 続方式等 具体

的 な検討 を行 い、円滑 ・早期 に整備す る。 また、行 政機 関の ネ ッ

トワー クにつ いて、進展す る高速 ・大容量通 信へ の対応 等 を検 討

す る。

(5)-3円 滑 な国民 と行政 との関係 の形 成、広範 な情報 流通 の実現 を図 る

ため、行政 機 関の ネ ッ トワー クと地方公共団体 、民 間等 の各種 周

辺 ネ ッ トワー ク との 間 にお け る適 切 な情報 交換 手段 の確 保 を図

る。

2情 報化に対応 した制度 ・慣行の改善

(1)行 政 内部 の意思の伝達 ・決定 にかかわる制度 ・手続

(1)-1情 報 の伝 達 、保管等 の手続 を定 めている各省 庁文書 管理規則 等 や

省 庁 間の情報流 通 に係 る取 決め な どについて、施行 文書 の公印 ・

契印 の省 略 、電子 的決裁方 式の導入 、セキュ リテ ィの確保等 の措

置 につ いて技 術面 を含 め検 討 を進 めつつ、省 庁 間電子 文書交 換 シ

ステ ムの 整備 、各省庁 におけ る文書管理 のシス テム化 な どの情報

化 の進展 に合 わせて、逐次見直 しを進め る。

(1)-2官 庁 会計事務 、人事 ・給与 関係 事務等 に係 る文書 な ど紙 に よる保

管 ・提 出が義 務付 け られて い る文書 につ いて、 これ らの事務 の情

報 システ ム化 に合 わせ て、 その電子化 を図 る こと とし、 これに必

要 な規定面の見直 しを進 める。

(2)国 民等 との間の事務 ・サー ビス手続

(2)-1国 民 等 との間 の各 種許認 可等の事務手続 につい て、紙 に よる事務

処 理 を代 替 す る技 術 の進 展 、審査 等 事務 の情 報 シ ステ ム化 の進

ち ょく状況 、国民等 の理解 を考慮 しつつ、情報通信技 術 を活用 し



た申請 ・届 出等 を行 える よ うにす るための検討 を行 い、そ の結 果

を踏 まえて各種 許認 可等 に係 る法令等 の見直 しを進 め る。 また 、

各種 申請 ・届 出等 窓口 の近隣化 ・一元化 及 び一 つの手続 で複数 の

事務手続 を可能 とす るいわゆ るワ ンス トップサ ー ビス等 の事務 手

続の簡素化の在 り方 について、調査研究 を進め る。

(2)-2国 民等 に対す る行 政情報 の提 供 、窓口業 務等 につ いて 、情 報通信

技術 を活 用 し、提供 窓 口の一元化 、取扱 時間の延 長等 を含 む行 政

サー ビスの向上 を図 るため、 これ に必要 な制度面 の見 直 しを進 め

る。

3そ の他情報化 を推進するための基盤整備

(1)組 織的基盤 の充実

(1)1各 省庁 における情報化 を組織全体 として推進す るため、省庁 内 に

連 絡会議等 を設置す る こ とに よ り、企画調 整機能 の充実 強化 を図

る。

(1)2情 報化 に関する計 画の策定 、実施等の責任者 と して 、各省庁 の組

織規模 ・形態 、所掌事 務等 を勘案 しつつ 、 トップ レベ ルの統括 責

任体 制 を確 立す る とと もに、省庁 内 に共通 す る情報 システ ムの企

画 立案、個 別 シス テムの調整等 につい て、統 括責任体 制 を補佐 す

る中核 的なス タッフ機能 を整備充実す る。

(2)人 的基盤の充 実

(2)-1限 られ た人的資源 を有効 に活用 し、円滑 かつ効率 的 なシス テム運

営 を行 うため、情報 システムの企 画立案 、開発 及 び運用 管理 の各

段 階 にお いて、業務形 態等 を勘案 しつ つ、 コ ンサ ル タン ト、シス

テム インテ グレー タ等 の外部 リソースの積極的 な活用 を図る。

(2)-2情 報 システ ム部 門の要員 について、職員研 修等 の一層 の充実 、情

報 シ ステム部 門間や情報 システ ム以外 の部 門 との人事交 流 の推 進

な どに よ り、企画 ・調整 要員、 シス テム評価要 員等 、高度 な技 術

を有 しつつ幅広 く組 織運営 の責務 を担 い得 る要 員の養成 確保 に努

める。

(2)-3 職 員の情 報活用能力 、 いわゆ る情報 リテ ラシーの 向上 を図 る観点

か ら、情 報 システ ム関 連研 修等の一層 の充実 を図 る とと もに、 セ



ミナー、 シンポジ ウム な ど種 々の機 会 を とらえて 、情 報モ ラルの

普及啓発 に努 める。 また、情報 システ ム部 門 との人事交 流 な どに

よ り、ユ ーザ ー部 門にお ける情報化 を リー ドす る 中核 的 な人材 の

養成 に努 める。

(3)予 算及び調達 の改善

(3)-1計 画 的 な取組 が必要 な大規模 システム開発 な ど多年度 を要す る情

報化 プロジェ ク トについて、 円滑か つ効 率的 な実施 を推進 す るた

め、必要 に応 じて国庫債務負担行為制度 の活用 を図 る。

(3)-2コ ンピュー タ製品等 の調達 関連業務 について、具体 的取 引価格等

に関す る情報 の把 握 ・流通方策 、ソフ トウェ アの評 価 ・見積 り方

策等 を検討 し、その一層の効 率化 ・適正化 を図 る。

第3共 通 実 施 事 項

各省庁 は、第2の 整備方針 に基づ き、共同 ・分担 して以下の事項 を実施す る。

1情 報化 の進展 に対応 した行政 情報 システムの整備

(1)行 政情報 の電子化 と高度利用

(1)-1り ん議 ・決 裁 システム 、国会関係事 務支援 システ ム等 各省 庁 に共

通 する事務処理 システムの整 備

(1)-2各 省 庁が共 同 で導 入 ・利用す る ことが合理的 な外 部 デー タベ ース

の活用方策 の検討

(2)行 政情報の流通の 円滑化 と総合利用

(2)-1省 庁 間の情報 の共有 及 び円滑 な流通 に必 要 なデー タコー ド、デー

タ項 目等基本 的事項 の標準化

(2)-2省 庁 間の円滑 な情報 流通 と迅速 なコ ミュニ ケーシ ョンを行 う電子

文書交換 シス テム、電子 メールシステム等 の整備

(2)-3一 元的に開発 ・提供す ることが効率 的なデー タベ ースの整備



(2)-4

(2)-5

白書 ・年次報告書 、調査研 究報告書等 各省 庁が共 通 して保有 す る

行政情報のデ ータベースの整備

デ ー タベ ースの省 庁 間利用 の一層 の推進 に必要 な省 庁 間利用要 領

の策定並 びに クリアリ ングシステム 及びデー タベ ース相 互利用 シ

ス テムの整備.一 』

(3)行 政 サービスの高度化

(3)-1

(3)-2

報道発表資料等各種行政情報の通信ネットワークによる国民等へ

の提供システムの整備

行政情報の社会的活用の一層の推進に必要な民間提供要領の策定
　

及 びクリアリングシステム等 の整備

(4)情 報システム及び執務環境の高度化

(4)-1分 散処理 、 オープ ンシステム、ネ ッ トワー ク、マ ルチ メデ ィアな

どの新技術 や国際 的 な標準 の普 及の ため のパ イロ ッ ト事業 の実施

及び導入指針 の策定

(4)-2

(4)-3

業務形態等に即 した情報システム面及び施設面の安全性 ・信頼性

確保方策に関する指針の策定

システ ム監査 ・評 価機 能の充実の ための外部監 査 ・評 価 を活用す

るパ イロ ッ ト事業 の実施

(4)-4行 政の情報化 に対応 した施設面の システム環境 整備指針 の策定

(5)通 信 ネッ トワー クの高度化

(5)-1省 庁 間で総合 的 に運用 す る共通事務処 理 システ ムの円滑 ・適切 な

運用が可能 となる各省庁 にお ける情報 システムの整備

(5)-2

(5)-3

各省庁 の施設 内 ネ ッ トワー クを相 互 に接 続す る霞が 関WANの 整

備

行 政機 関の ネ ッ トワー クと地方公 共団体 、民 間等 の各種周 辺 ネ ッ

トワー ク との 間にお ける適切 な情報交換 手段 の整備



2情 報化に対応 した制度 ・慣行 の改善

(1)行 政内部 の意思 の伝 達 ・決 定にかか わる制度 ・手続

(1)-1施 行 文書 の公 印 ・契 印の省略、電子的決 裁方式 の導 入、情報 の伝

達 、保管等 に係 るセキ ュリテ ィの確保等 の技術面 を含め た検討

(1)-2電 子 文書交換 システムの整備 等文書事務手続 の電子化 の進 ち 工く

に合 わせ た各 省庁文書 管理規則等 の見直 し指針 の策 定及 び省庁 間

の情報流通 に関す る取決 めの見直 し

(1)-3官 庁会計事務 、 人事 ・給与関係事務等 に係 る文書 の電子化 に対応

した規定面 の見直 し

(2)国 民等 との間の事務 ・サー ビス手続

(2)-1国 民 等か らの各種 申請 ・届 出等 の手続 について、電子化 に対応 し

た もの とす る ための見直 し指針 の策定

(2)-2各 種 申請 ・届 出等 窓 口の近隣化 ・一元化 及び ワンス トップサ ー ビ

ス等 の事務手 続の簡素化の在 り方 に関す る調査研 究の実施

(2)-3国 民 等 に対 す る各省 庁の行政情報 の閲覧 ・提 供 システ ムの整 備 に

対応 した制度 面の見直 し指針の策定

(2)-4情 報 通信技術 を活用 した行政情報提供 窓 口の一元化 、窓 口業務 の

取扱時 間の延長、休 日サー ビスの実施等 のための制度面の検討

3そ の他情報化 を推進 す るための基盤整備

(1)人 的基盤 の充 実

(!)-1シ ステ ム インテグ レー タ等の外部 リソースの活用 に関す る指針 の

策定

(1)-2情 報 システ ム専 門職 、 中途 採用 等情 報 システ ム要員 の採 用 ・養

成 ・処遇面 の検討

(1)-3各 省庁 の職員 を対 象 とす る各種研修等 の情報化 の進展 に対応 した



内容 の充実 ・高度化

(2)予 算及び調達の改善

(2)-1 コ ンピュー タ製 品及 びサー ビスの各省庁 の具体 的取引価格等 に関

す る情報 の省庁 間流通 システムの整備

(2).2 ソフトウェアの価格を的確に評価する見積 り方策に関する指針の

策定

(2).3 コ ンピュ ー タ製 品の機能 ・性 能 を比較 ・評 価す る技 術評価機 能 の

検討

第4推 進体制の充実強化

我が国内外の情報化の進展に対応 しつつ、行政の情報化を政府全体として着

実かつ円滑に推進するため、 「行政情報システム各省庁連絡会議」(以 下 「各

省庁連絡会議」 とい う。)と 情報化 に関する各種推進機関との連携を図るとと

もに、必要に応 じて有識者の意見を反映させる方策を講ずるなど、行政情報化

推進体制の充実強化を図る。

第5地 方公 共団体 との連携 ・協力

行 政の情報化 を一層 効果 的 な もの とす る とと もに国民等 に対 す る総合 的 な行

政 サー ビスを確保 す る ため、国 ・地 方公共 団体 を通 じた連 携 ・協 力 の在 り方 を

検討す る。

第6行 政情報化推進計画の見直 し及び進捗状況の公表

行 政の情報化 の進展 と今 後 の状 況変化 を踏 まえ、基本計 画 は必要 に応 じ、共

通 実施計画 は毎 年度見 直 す とともに、各省 庁別計 画は 各省 庁 が必要 に応 じて見

直 す もの とす る。 また 、各省 庁連 絡会議 は、毎年度 、行 政情 報化 推進 計画 の進

ち ょ く状 況 を取 りま とめ、公表 す る。 なお、情報 シス テム等 の実態 を的確 に把

握 し、行 政情報化 関連 施策 の充実 強化 に資 す るため、各 種調 査の充実 を図 る と

ともに、行 政の情 報化 の進度 と成果 を的確 に把握 す る方策 を検討 する。



【2】高度情報通信社会に向けての基本的な考え方

平成6年8月 に発足 した、 「高度情報通信社会推進本部」(内 閣総理大臣を本部長、内閣官

房長官、郵政大臣、通商産業大臣を副本部長 とし、内閣に設置)は 、平成7年2月 に 「高度情

報通信社会推進に向けた基本方針」 を決定 した。この後の各省庁の情報化施策はこの方針に基

づき推進 されることになってお り、当データベース検討委員会における検討結果 もこの基本方

針を前提 として取 り扱 われることになると考えられる。 「高度情報通信社会推進に向けた基本

方針」の概要は以下の通り。

1.高 度情報通信社会に向けての基本的な考え方

1.高 度情報通信社会の意義

「高度情 報通信 社会」 とは、 人間の知 的生 産活動 の所 産であ る情報 ・知識 の

自由 な創造 、流通 、共有化 を実現 し、生活 ・文化 、産 業 ・経済 、 自然 ・環境 を

全体 と して調 和 し得 る新 たな社 会経 済 システムで ある。高度 情報 通信社 会 の構

築 に向 けた動 きを加 速 ・推 進 す るため には、情 報 ・知識 の創 造 ・流通 ・共有化

を支 える情報通信 イ ンフラの早急 な整備が必要 である。

2.高 度情報通信社会実現のための行動原則

政府 は、以下の行動原則 に基づ き、高度情報通信社会の実現 を図る。

(1)誰 もが情報通信 の高度化 の便益 を安心 して享受で きる社 会

(2)社 会的弱者へ の配慮

(3)活 力 あ る地域社 会の形成 への寄与

(4)情 報 の 自由 な流通 の確保

(5)情 報通信 インフラの総体 的な整備

(6)諸 制度 の柔軟 な見直 し

(7)グ ローバ ルな高度情報通信社会 の実現

3.高 度情報通信社会の構築に向けての官民の役割

高度 情報通 信社 会の構 築 は 、公正有 効競争 の下 に基 本的 には民 間主導 で進 め

るべ きで あ り、政府 と して は、広域性 への対応 、経済 的 ・法制的 な側面 な どの

バ ックア ップ、基礎 的 ・先端 的 な研究 開発 の推 進 、基盤 整備 に対 す る公 的支援

等 の所要の環境 整備 を総合 的、計画 的に行 ってい くこ ととす る。

4.高 度情報通信社会の構築に向けての政府の取組の在り方



高度情報通信社 会の構 築 は国づ くりの基 幹の ひとつであ る とい う視点 に立 った

施策 の推進 が不可 決 であ る。政府 と しては、特 に主要地域 の 光 フ ァイバ網 整備

と、それを活用 した公 的 アプリー ケ ヨンの導 入、実用化 、及 び基礎的汎用(は ん

よう)的 技術 開発 につ いては、2000年 まで を先行 整備期 間 として進め る。光 フ ァ

イバ網 につ いては、2010年 を念頭 に早期 に全 国整備 を目指す。

ll.高 度情報通信社会の 実現 に向 けた課題と対応

当面村応すべき具体的政策課題と、講ずべき施策の基本的方向性は次の通 りで

ある。

1.公 共分野 の情報化(公 共分野のアプ リケーシ ョンの開発 ・普及 等)

公共分野の情報化 につ いては、我が 国社会全体の情報化推進 の起爆剤 と して期

待 されてい るところか ら、政府 は、国民誰 もが充実 した公共 サー ビス を享受 で き

るよ う、 自らユーザー として先進的 アプ リケーシ ョンの 開発 ・導入 な ど先導的 な

役割 を果 た してい く必 要が あるため、総合 的、計画的 に施策 を講 じてい くこ とと

す る。本基本方針 を受 けて各省庁が分野毎 の 目標 、中期 的施 策、その進 め方等 を

内容 とす る実施方針 を策定 し、明 らか にす る。

2.情 報通信の高度化のための諸制度の見直し

情報通信技術の飛躍的な進展に伴い、現行法体系自体が情報通信の利用を想定

しておらず、実行することが困難な利用形態が多く出現 している。情報通信技術

の飛躍的な進展を踏まえ、諸制度の目的に配意しつつ、どうすれば利用が可能に

なるか法制度を体系的に総点検するなど、諸制度の検討結果を踏まえ、見直しを

行い、所要の規制緩和措置を実施する。

3.ネ ッ トワ ー ク イ ン フ ラの整 備

高度情報通信社会の実現 に向けて、 アプ リケーシ ョン整備 と同時 にネッ トワー

クインフラについて も、(1)全 国的均衡 の とれた整 備、(2)地 震等 の災害 に

対す る脆 弱(ぜ い じや く)性 の克服 、(3)諸 外国の動 向 を踏 まえた整備が必要

であ る。特 に光 ファイバ網 については、交通 ネ ッ トワー クの ご とく、我が 国の社

会経済活動 に不可 欠になる ことが予想 され、経済 の持続 的発展 と国民生活 の質の

向上 と地域 間の情報格差 の是正 に大 きく貢献 す るものであ って 、早期 に全 国整備

を行 う必要があ る。 しか しなが ら、 ネ ッ トワー クインフラは、敷設 当時の需要 に



比べ相当大きな需要に耐え得る設備の敷設を行うなど大きな投資負担を負う必要

があり、短期的な立ち上げにおいては投資促進のための政策支援が不可欠であ

る。そこで、先行整備期間における光ファイバ網整備事業者への新たな低利融資

制度の創設等の公的支援措置、CATV事 業の基盤の整備等の施策を総合的、計画

的に推進する。

4.情 報化の進展に対応 した著作権等の施策の展開

高度情報通信社 会の実現 の ため には、ハ ー ド面の整備 に併せて、国民 の多様 な

ニ ーズ に応 え、新 しい魅力 あ るソフ トが積 極的 に創作 ・供給 され る環境 及 びソフ

トを適切かつ 円滑 に利用す ることがで きる環境の実現が極めて重 要で あ り、高度

情報通信社会 における著作権 等の在 り方 について、国際的調和 に留意 しつつ早急

に検討 を進め る。

5.セ キ ュ リテ ィ対 策 、 プ ラ イバ シー対 策

高度情報通信社 会 において は、地震等の災害 によ り情報 シス テムの ダ ウン等 の

障害 な どが発生 した場合 、国民生活全般 に重大 な影響が生 じるほか 、個 人 に関す

る情報が本 人の知 らない間に集収 ・蓄積 され 、あ るいは本人の予 想 しない 目的 に

利用 ・悪用 される可能性 が増 大す る。 この ため情報 システムのセ キュ リテ ィ対策

の実施や個 人情報 の適正 な保 護が極 めて重要 となることか ら各種セ キュ リテ ィに

関す るガ イ ドラ イン等 の見直 し及 び国際的 なハーモナイゼーシ ョンを図る などの

対応 を行 う。

6.相 互運用 性 ・相互接続性 の確保

相互連用性 ・相互接続性 の確保 は高度情報通信社会 の基盤 となる ものであ る。

ITUやISO等 の国際的 な標準化機i関の動 きと整合 しつつ、システ ムや サー ビスの

提 供者のみ ならず 、ユ ーザーの利便性 の向上の観点 に立 ち、 オー プンな イン ター

フェースの確 保 に重点 をお きつつ、協力 して、相互連用性 ・相互接 続性 の確 保及

び標準化 を椎 進 して い く。

7.ソ フ トの供 給

ソフ トの充実 のためには、 ソフ ト制作者 の権利 及び ソフ トの作 成の際 に利用 さ

れる既存 の著 作物の権利 を適切 に保護 しつつ、その利用が円滑 に行 われ る体 制 を

整備 、確立 しなが ら、再利用 、多面 的な利用 を確保す る必要が あ る。 また情報通

信 の普 及 を促進 しうる誰 にで も操作 で きる簡便 な ソフ トの制作 及び、様 々なニー

ズに応 え うる多彩 なソフ ト制作 に向 け、 ソフ ト産業の分野で、資 金調 達の 円滑や
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才能 開発 を含め た人材教 育な ど制作 環境整備 が必要 である。 以上の認識 に立 ち、

資金力の乏 しいソフ ト系ベ ンチ ャー企業 に対す る支援等 の施策 を講ず る。

8.基 礎的 な技術開発

民 間事 業者の創意工 夫 による新サー ビスの開発 や インフラ整備 を一層促進す る

ため、政府 は基礎研究 開発 を推進 す るとともに、高度情報通信 社会 におい て必要

となる機 器や ソ フ トの開発 に イ ンセ ンテ ィブ を与 えて い く必 要が ある。 この た

め、情報通信 の高度化 の ための各種 アプリケー シ ョンの コンセ プ トを策定 し、 こ

れに基づ き各種 アプ リケー シ ョンを支 える基盤 的な基礎技術 につ いて、長期 的視

野 に立 った取組等 を進 める。

9.人 材 の膏成

全ての人々が基礎的な情報処理 ・活用能力を身につけることができる環境の整

備に努めるとともに、高度情報通信社会の発展を支える専門的な人材の育成や、

情報通信技術に関する実務者の育成等を進める。

lll.国 際 的 な貢 献

1.世 界情報 インフラに向 けた動 き

持続 的な経済成長 、雇用 の拡大 、地球 的環境 問題へ の対応等 の課題 を解決す る

上 で、情報通信 の果 たす役割が重 要である との観点か ら、各国 において高度情報

通信社会 に向けた取 り組 みが進 め られて きてお り、最近 では、 こう した取 り組み

を世界 的な規模 で実施 しようとする世界情報 インフラ構想 の実現 に向 けた動 きが

急速 に進展 しつつ ある。

2.全 世界的 な取 り組 みの必要性

グローバ ルな高度 情報通信社会 を実現す るためには、先進 国のみ ならず開発途

上国 において も情報通信 の高度化が進 む ことが重要 であ り、先進 国政府が適切 な

協力策 を講 じて い く必要 がある。 また、各 国共通 の グローバ ルな ビジ ョンを策定

し、国内施策 に反映 させ てい くための前提 と して、関係 国際機 関 も含め、 円滑 な

政策協 調 ・情報交換体制 の整備 を早急 に行 わなければ ならない。



3.世 界的規模 の共 同プロ ジェ ク ト

国際 的 な整 備 目標 を設定 し、様 々 なアプ リケー シ ョン開発 のパ イロ ッ トプロ

ジェ ク トを世界 的規模 の共 同プロジェ ク トと して実施す るこ とを通 じて、一般の

人々に対 し、高度情報通信社会 の もた らす メリッ トを示 し、高度情報通信 社会 に

関する理 解 を深め ることは大 きな意味 を持つ。

4.情 報の適切かつ自由な流通のための環境整備

著作権等 の在 り方 に関す る国際的 なルー ルの検討 と国際 的調和 、プ ライバ シー

の尊重 ・個人デ ー タの保護 、セキュ リテ ィの確保、ハー ドウェア ・ソフ トウェア

を通 じて世界 的 な相互運用性 ・相互接続性 の確 保に関す る制度面 での国際調和の

ための検討 ・配慮が必 要 となる。



【3】情報公開法要綱案

行政の情報 をどこまで公開できるのかという点は、その活用 を論議する当データベース検討

委員会にとって、非常に重要な与件とも言える。 日本における 「情報公開法」は、まだ策定検

討段階であるが、現在その要綱案は出来上がっている。その内容は以下の通り。

目 次

第1章

第2章

第3章

第4章

総則(第1・ 第2)

行 政文書 の開示(第3～ 第16)

不服 申立 て(第17～ 第22)

補則(第23～ 第29)

第1章 総 則

第1目 的

この法律 は、国民主権 の理念 にのっ とり、行政文書 の開示 を請求す る国民の権

利 につ き定め るこ とに よ り、行政運営 の公 開性 の向上 を図 り、 もって政府 の諸活

動 を国民 に説明す る責務 が全 うされる ようにす る とともに、国民 に よる行 政の監

視 ・参加の充実 に資す る ことを目的 とす る もの とす ること。

第2定 義

この法律 において、次の各号 に掲 げ る用語 の意義は、当該各号 に定め る ところ

に よる もの とす るこ と。

1.行 政機 関 次 に掲 げる機 関をい う。

イ 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関及び内閣の所轄の下に置

かれる機関

ロ 国家行政組織法第3条 第2項 に規定する国の行政機関として置か

れる機関(ハ の政令で定める機関が置かれる機関にあっては、当

該政令で定める機関を除く。)

ハ 国家行政組織法第8条 の2の 施設等機関及び同法第8条 の3の 特

別の機関の うち政令で定めるもの

こ 会計検査院



2.行 政 文書 行政 機 関の 職員 が職 務上作 成 し又 は取得 した文書 、 図画 、写

真 、 フ ィルム、磁気 テープその他 政令で定め る ものであ って、 当該行 政機

関の職員が組織 的 に用 いる もの と して、行 政機関が保有 してい る もの をい

う。 ただ し、次 に掲げ る もの を除 く。

イ 一般 に容易 に入手す る ことがで きる もの又 は一般 に利用す るこ と

がで きる施設 において閲覧 に供 されてい るもの

ロ 公文書 館等 において歴史 的若 しくは文化 的な資料 又は学術研 究用

の資料 として特別 に保有 している もの

3.開 示 閲覧 に供 し又 は写 しを交 付す ることをい う。

第2章 行政文書の開示

第3開 示請求権

何 人 も、 この法律 の定 め る ところに よ り、行 政機関の長 に対 し、行 政文書 の

開示 を請求 す ることがで きる もの とす ること。

第4開 示請求の手続

行 政文書 の 開示 を請求 しよ うとす る者 は、行 政機関の長 に対 し、請求 に係 る

行政 文書 を特定 す るため に必要 な事項 その他所定 の事 項 を記載 した書 面 を提 出

しなければな らない もの とす るこ と。

第5行 政機関の開示義務

1.行 政機 関の長は、行政文書 の開示の請求(以 下 「開示請求」 とい う)が あ っ

た場 合は、 開示請求 に係 る行 政文書 に不 開示情 報が記 録 され てい る ときを

除 き、開示請求 を した者(以 下 「開示請求者」 とい う。)に 対 し、 当該 行

政 文書 を開示 しなければ ならない もの とする こと。

2.開 示 請求 に係 る行政文書 の一 部 に不 開示情 報が記録 され てい る場 合 におい

て、 当該 部分が 当該 部 分 を除い た部 分 と容易 に区分する こ とが で きる とき

は、行政 機 関の長は 、開示請 求者 に対 し、 当該部 分 を除い た部分 につ き開

示 しなけれ ばな らない 。 ただ し、 当該 部分 を除いて開示 す る こ とが制度 の

趣 旨に合致 しない と認 め られる ときは、 この限 りで ない もの とす ること。



第6不 開示情報

第5に 規定す る不 開示情報 は、次 の各号 に掲 げる情報 とす る こと。

1.個 人に関す る情報(事 業 を営 む個 人の 当該事業 に関す る情報 を除 く。)で

あって 、特定 の個 人が識別 され又は他 の情報 と照合す る ことに よ り識 別 さ

れ得 る もの。 ただ し、次 に掲 げる情報 を除 く。

2.

イ 法令 の規 定 に よ り又 は慣行 として公 にされてい る情報又 は公にす

ることが予定 されてい る情報

ロ 氏名 その他特定 の個 人が識 別 され得 る情報 の部分 を除 くこ とに よ

り、 開示 して も、本号 に よ り保護iされ る個人の利益が 害 され るお

それが ない と認め られ ることとなる部分の情報

ハ 公 務員 の職務 の遂行 に係 る情報 に含 まれ る当該公務員 の職 に関す

る情報

二 人の 生命 、身体 、健 康 、財 産又 は生 活 を保護す るため、 開示す る

こ とが よ り必要であ る と認め られ る情報

法 人 そ の他 の 団 体(国 及 び地 方 公 共 団体 を除 く。 以 下 「法 人等 」 とい

う。)に 関す る情 報又 は事 業 を営 む個 人 の当該 事業 に関す る情 報 であ っ

て、次 に掲 げ る もの 。ただ し、 当該法 人等又 は当該 個人の事業活 動 に よっ

て生ず る入の生命 、身体若 しくは健康 への危害又 は財産若 し くは生活 の侵

害か ら保護 す るため、開示す るこ とが よ り必要 であ ると認 め られ る もの を

除 く。

イ 開示 す る ことに よ り、当該法 人等又 は当該個 人の競争 上の地位 、

財産権 その他正 当な利益 を害す るおそれがある もの

ロ 行政 機 関か らの要請 を受 けて、公 に しない との約束 の下 に、任 意

に提 供 され た もの で、法 人等 又 は値 入 にお け る常 例 と して公 に し

ない こ ととされてい る ものその他 の当該約束 の締 結が状 況 に照 ら

し合理 的であ ると認め られ るもの

3.開 示 す るこ とに よ り、 国の安全 が害 され るおそ れ、他 国若 しくは国際機 関

との信頼関係が損 なわれるおそれ又 は他 国若 しくは国際機関 との交 渉上不

利益 を被 るお それがある と認 めるに足 りる相 当の理 由が ある情報

4.開 示 す るこ とに よ り、犯罪 の予防 ・捜査 、公訴 の維持 、刑の執行 、警備 そ

の他 の公共 の安 全 と秩序 の維持 に支 障 を及ぼす おそれがあ る と認 めるに足

りる相 当の理 由があ る情報



5.行 政機 関内部 又は行 政機 関相 互の審議 ・検討 又は協議 に関す る情報 であ っ

て、開示す る ことに よ り、率直 な意見 の交換若 しくは意思 決定 の中立性 が

不 当 に損 なわれるお それ、不当 に国民 の間に混乱 を生 じさせ るお それ又 は

特定 の者 に不 当に利益 を与 え若 しくは不利益 を及ぼすおそれが ある もの

6.監 査 、検査 、取締 り、争訟 、交渉 、契約 、試験 、調査 、研 究、人事管 理 、

現 業の事業経営 その他行 政機関の事務又 は事 業に関す る情 報であ って、 開

示す るこ とに よ り、 当該事 務又 は事業 の性 質上、当該事務 又 は事 業の適正

な遂行 に支障 を及 ぼすおそれがある もの

第7公 益上の理由による裁量的開示

行 政機 関の長 は、開示請求 に係 る行 政文書 に不開示情報が記録 されてい る場合

において、不 開示情報 の規 定 によ り保護 され る利益 に優越す る公益 上の理 由が あ

る と認 める ときは、第5及 び第6の 規定 にかかわ らず 、開示請求者 に対 し、 当該

行 政文書 を開示する ことが で きるもの とするこ と。

第8行 政文書の存否に関する情報 ●

開示請求 に対 し、当該 開示請求 に係 る行政文書が存在 しているか 、又 は存在 し

ていないか を答 えるだけで、不開示情報の規定に より保護 され る利益が不 開示情

報 を開示 した場 合 と同様 に害 され ることとなるときは、行政機関の長 は、 開示請

求に係 る行政 文書 の存否 を明 らか に しないで、請求 を拒否す るこ とがで きる もの

とする こと。

第9開 示請求に対する措置

1.開 示請求 に係 る行 政文書 を開示す る ときは、行 政機関の長 は、開示 の決定

を し、 開示 請求者 に対 し、書面 で、その 旨及 び開示の実施 に関 し必 要 な事

項 を通 知 しなければ な らない もの とす ること。

2.開 示請求 に係 る行 政文書 を開示 しない ときは、行 政機関の長 は、請求拒 否

の決定 を し、開示請求 者 に対 し、書面 で、その 旨を通知 しなければ な らな

い もの とする こと。

3.第8の 規定 に よ り請求 を拒 否す る とき及 び開示請求 に係 る行 政文書 が存 在

しない こ とその他 の理 由 に よ り請求 を拒 否す る ときも、前項 と同様 とす る

もの とする こと。



第10開 示等決定の期限

1.第9に 規 定す る決定(以 下 「開示等 決定」 とい う。)は 、開示請求 があ っ

た後30日 以 内に しなけれ ばな らない もの とす る こと。

2.前 項の規定 にか かわ らず 、行政機 関の長 は、事務処理 上の困難 その他正 当

な理由 によ り同項 に規定す る期 間内に開示等 決定 をす るこ とが で きない と

きは、30日 を限度 として、 これ を延長 す るこ とが で きる。 この場 合 にお

いて、行 政機関 の長 は、 開示請求者 に対 し、同項 の期 間内 に開示等決定が

で きない理 由 及 び延 長 す る期 間 を通知 しなけれ ば な らな い もの とす る こ

と。

第11著 しく大量な行政文書の開示請求に係る開示等決定の期限の特例

開示請 求 に係 る行 政文 書が著 しく大量 であ るため 、60日 以内 にそ のすべ て

につ いて開示等決定 をす る ことに より事務の遂行 に著 しい支障が生ず るお それが

ある場 合には、行政機関 の長 は、開示請求 に係 る行 政文書の相当の部分 につ き、

当該期 間内に開示等決定 をし、残 りの部分 については、相 当の期 間内 に開示等決

定 をす れば足 りる。 この場合 にお いては、第10第1項 の期 間内 に、同第2項 後

段 の規定の例 によ り、開示請求者 に通知 しなければな らない もの とす る こと。

第12事 案の移送

行政機 関の長 は、開示請求 に係 る行政文書が他の行政機 関に より作成 された も

のである ときその他相 当の理 由が ある ときは、関係行 政機 関 と協議 の上 、事案 を

移送す るこ とがで きる。 この場合 にお いて は、開示請求者 に対 し、その 旨 を通知

しなければ ならない もの とす ること。

第13第 三者保護に関する手続

1.開 示請求 に係 る行 政文書 に国、地方公共団体 及び 開示請求者以 外 の者(以

下 「第三者」 とい う。)に 関す る情報が記録 されて いる ときは、行 政機関

の長 は、開示等 決定 をす るに際 し、 当該 第三者 の意見 を聴 くこ とがで きる

もの とす るこ と。

2. 開示請求 に係 る行政文書 に第三者 に関す る情 報が記 録 されてい る場 合 にお

いて 、第6第1号 ただ し書 二、同第2号 ただ し書又 は第7の 規定 に よ りこ

れ を開示 しよう とす るときは、行政機 関の長 は、開示の決定 に先 立 ち、当

該 第三者 に対 し、所 定の事項 を通知 して、意見 を述べ る機会 を与 えなけれ



ば な らな い もの とす る こ と。

3.前2項 に定 め る手続が とられた場 合 におい て、当該行政 文書 を開示す る と

きは、行政 機関の長 は、開示 の決 定 と開示 を実施 する期 日 との間 に当該 第

三者が不服 申立手続 を講 ず るに足 りる相 当の期 間 を確保 す る と ともに、開

示の決定後 速やか に、当該 第三者 に対 し、所定 の事項 を通知 す る もの とす

ること。

第14開 示 の方法

行政文書の 開示 の方法 は、政令 で定 め る もの とする こと。

第15手 数料

1.行 政文書 の開示 に関す る手数料 は、実費 を勘案 し、政令 で定 め るところに

よるもの とす ること。2.行 政機 関の長は、経済 的困難 その他特 別の理 由が

あ る と認 める と きは、その手数料 を免除 し、又 は減額す る こ とが で きる も

の とす ること。

第16権 限の委任

行政機 関の長 は、政令 で定 め るところ によ り、 この章 に定め る権 限 を当該行政

機関の職員に委任す るこ とが で きる もの とす るこ と。

第3章 不服申立て

第17不 服申立てに関する手続

開示等決定 に対 して行 政不 服審査法 に基づ く不服 申立てがあ った場 合 は、次 の

各号 に掲 げる ときを除 き、当該不服 申立て に係 る処 分庁又は審査 庁 は、不服審査

会 に諮問 して、 当該不服 申立て に対す る決定 又は裁決 を しなければ な らない もの

とす るこ と。

1.不 服 申立 てが不適 法であ り、却下す るとき

2.請 求拒 否の決定 を取 り消 し、当該行 政文書の 開示 の決定 をす る とき(当 該

行 政文書 に第三者 に関す る情報が記録 されてい るときを除 く。)



第18不 服審査会の設置

第17に 規定す る諮問 に応 じ不服 申立て について調査審議 す るための合議 制の

機関 として、総理府 に、不服審査 会 を置 くもの とす ること。

第19不 服審査会の委員の任命等

1.

2.

3.

不服審査会 の委 員 は、両議 院の同意 を得 て内閣総 理大 臣が任命す る もの と

す ること。

委 員 は、職務上知 るこ とので きた秘密 を漏 ら しては な らない。 その職 を退

いた後 も、同様 とす るもの とす ること。

前 項の規定 に違 反 して秘密 を漏 らす行為 に対す る罰則 を設 ける もの とす る

こと。

第20不 服審査会の調査権限

1. 不服 審査会 は、必 要 と認 め るときは、諮問 を した処 分庁又 は審査庁(以 下

「諮 問庁」 とい う。)に 対 し、開示請求 に係 る行 政文書 の提 出を求 め、事

件 の審議 にあ たる委員 を して、不服 申立人 に閲覧 させず にその 内容 を見分

させ るこ とがで きる。 この場合 において 、諮問庁 は、 当該行 政文書 の提 出

を拒 むこ とはで きない もの とするこ と。

2.不 服審査 会 は、必要 と認 め る ときは、諮 問庁 に対 し、 請求 拒 否 の決定 が

あった行 政文書又 はその部分 と請求拒 否の理 由 とを不服審査 会 の指 定す る

方式 に よ り分類 ・整 理す る ことその他め方法 に よ り、諮 問 に関す る説明 を

求 めるこ とがで きる もの とす る こと。

3. 前2項 に定め る ものの ほか、不服 審査会 は、事件 に関 し、不服 申立 人、参

加 人及び諮問庁(以 下 「不服 申立人等」 とい う。)に 意 見書又 は資料 の提

出を求め、参考 人に陳述 を求め又 は鑑定 を させ 、その他必 要 な調査 をす る

こ とが で きる もの とす る こと。

第21不 服審査会における事件の取扱い

1。 不服 申立人等 は、政令 で定め る ところに よ り、不服審査 会 に対 し、 口頭 で

意見 を陳述す る ことを求め るこ とが で きる。た だ し、不服 審査 会 は、その

必 要が ない と認 め る ときは、そ の陳述 を聴 かず に答 申 をす る ことがで きる

もの とす るこ と。



2.不 服 申立 人等 は、政令 で定め る ところ に より、不服審査 会に対 し、意見音

叉は資料 を提 出す ることがで きる もの とする こと。

3. 不服 申立 人等 は、政令 で定め る ところ によ り、不服審査会 に対 し、不服審

査 会 に提 出 された意見音叉 は資料(第20第1項 に規定す る行 政 文書 を除

く。)の 閲覧 を求め る ことがで きる。 この場合 において 、不服 審査 会 は、

第 三者の利益 を害 す るおそれがあ る ときその他正 当 な理 由があ る ときでな

ければ、その閲覧 を拒 む ことがで きない もの とす ること。

4.前3項 の求 めに対 す る処分 につい ては、不服 申立 て をす るこ とがで きない

もの とす るこ と。

5.不 服審査 会 は、委員 の うちの一定数 の者 で合議体 を構成 し、その判 断 を不

服審査 会の判断 とす る ことが で きる もの とす ること。

6.不 服審査 会 は、事件 の審議 にあた る委員 の うちの一部 の者 を して、 第1項

に規定 す る陳述 を聴 かせ 、又 は第20に 規定す る調査 をさせ る こ とが で き

る もの とす るこ と。

7.不 服審査 会の審理 は非 公 開 とす る。 ただ し、答 申は公表 す る もの とす るこ

と。

第22そ の他の不服審査会関係規定

第18～ 第21に 規定す る もの のほか、不服審査会の組織(委 員 の 人数 、事務

局 の組織等)、 委 員の任 免及 び服務 、事件の取扱い等 について、所 要の規定 をこ

の法律又 は命令 に設 ける もの とす るこ と。

第4章 補則

第23行 政文書の管理

1。 行政機 関 は、政令 で定 め る ところに よ り、行 政文書の管理 に関す る定 め を

制定 し、 これ を公 にす ると ともに、当該 定め に従 った適切 な管理 を行 うも

の とす るこ と。

2.前 項 の政 令 にお いて は、行 政文書 の分類、作成、保存 及 び廃棄 に関す る基

準 その他必要 な事項 について定め る もの とする こと。



第24利 便 の提供 ・運用状況の公表

1.政 府 は、 この法 律 の 円滑 な運用 を確 保す るため 、総合 的 な案 内 窓 口の整

備 、資料 の提供 その他 開示請 求 を しようとす る者の利便 を考慮 した適切 な

措置 を講ず る もの とする こと。

2.政 府 は、 この法律 の運用状 況 に関 し、毎年度 公表 す るもの とす るこ と。

第25情 報公開の総合的な推進

政府は、この法律に定める行政文書の開示のほか、情報の提供その他の情報公

開に関する施策の充実を図り、国民に対する情報公開の総合的な推進に努めるも

のとすること。

第26地 方 公共団体 の情報公開

地方公 共団体 は、 この法律 の趣 旨にの っと り、情報公開 に関 し必要 な施策 を策

定 し、及びこれ を実施す る よう努 めなければな らない もの とす ること。

第27特 殊法人の情報公開

政府 は、特殊法人 につ いて、 その性格 及び業務 内容 に応 じて情 報の開示及 び提

供が推進 される よう、情報公開 に関す る法制上 の措置 その他 の必 要 な措 置 を講ず

る もの とす ること。

第28関 係法律 との調整

文書の公開等に関し定めている法律その他の関係法律の規定との間で必要な法

制上の調整措置を講ずるものとすること。

第29施 行 に伴 う措置

1.こ の法律 を円滑 に施行す るため、公布後施行 までの 間 に相 当の期 間 を設 け

る もの とす るこ と。

2.施 行 日前 に行 政機 関 の職 員が作成 し又は取 得 した行 政文書 について も、施

行 日以後現 に行 政機 関が保有 している もの につ いては 、 この法律 を適 用す

るもの とす る こと。



第1障 平成8年 度の検討内容



横言正0

「行政情報化推進計画の推進状況」

(1)は じめ に

総務庁 では行政情報 シス テムについて、従 来 は、行 政の 中の電算化 を担 当 して

きた。近年、 「電算化」 が 「情報化」 とい う言葉 に変 わ った時期 か ら、情報化 の

目的自体が単 なる行政 内部の効率化 だけではな く、対民 間 を念頭 におい た情報化

の在 り方が問 われる ようになって きた。総務庁 も広 く民 間の立場 に立 った視点が

重 要であ る と認識 して い るが、やや もす る と内側 か ら見 て しまうの で 、民 間の

方々か ら様 々 なご意見 を伺 いたい と考 えてい る。

「高度情報通信社 会推進 に向けた基本方針 について」 は行政情報化 の基本計画

であ り、1996年2月21日 に決定 され た。その中で述べ られて いる高度情報通信社

会にお ける官民の役割 については、民 間主導 で推進 し、政府 と しては環境整 備を

計画的 に進 めるこ とを基 本的考 え方 としている。具体 的に政府の役割 は、広域性

へ の対応 、経済的 ・法制 的 な側面 でのバ ックア ップ、基礎 的 ・先端的 な研 究 開発

の推進 、あるい は基盤整備 に対 する公 的支援等 の環境 整備 を総合 的、計画 的に行

うこ ととなって いる。 さらに、公共分野 の情報化が 、わが国社会全体の情報化推

進 の起爆剤 であ る と考 え、政府 自らがユ ーザー と して先 導的 な役割 を果 た してい

くことを述べて いる。 ここに言 う公共分野 とは、行政 分野 とは違 って、行政が直

接 やる部分 もあ れば民 間の活動 に よる ところ もあ り、一体 的 に行 政があ る程度 の

関心 を持 って推進すべ き分野 と考 えてい る。

(2)行 政情報化推進基本計画の概要

行 政の情報化 は、行 政情報化 推進基本計 画(平 成6年12月25日 閣議決定)に 基

づ き、平成7年 度 か ら総 合的、計 画的 に推進 す ること とな り、基本方針(前 述)

よ り若干早 く行政分野 の基本計画が策定 された。従来 、行政 の情報化 は、各省 庁

の固有 の責任 で行 われて きた。 しか し、 ネッ トワー クの発達 とともに、各省 庁固

有 の問題 です まな くな り、政府一体で取 り組む合意が成 り立 った とい う意 味で 、

非常 に重 要な閣議決定 であ った と言 えよう。

行政機関内部の情報化以外 に、教育 ・研 究 ・学術 ・文化 ・スポー ツ分野の情報

化、保健 ・医療 ・福祉 分野 の情報化 、道路 ・交通 ・車両分野 の情 報化 、気 象 ・航

空管制分野の情報化 、防 災分野の情報化等 の、公 的分野 について も指 針が述べ ら

れてい る。



(3)行 政情報化推進 のね らい

情 報通信技 術 の成果 を行 政 のあ らゆ る分野 に導入す るため に、行 政の事 務事

業 、 システム を改革 し、従 来の事務効 率 の改善のみ な らず 、総 合力 ・対応 力 に

富 んだ 、かつ各 部局 間、省 庁 間の意志決定 の迅速性 に も繋 が る ような情報 シス

テム化 を目指 している。 また、行 政サー ビスの質的向上 をあえて1項 目と して挙

げてい るの は、行 政サ ー ビスの質 的向上 自体が情報化 の目的に なってい るか ら

で あ る。従 来 も旅券 や職業 紹介 の業務 は、常 にサ ー ビスの 向上 と結 びつ いて い

たが、 「行 政の効率化 ・合理化」 が先行 し、結果的 に 「サ ー ビスの向.ヒ」 が図

れた とい うよ うな ところが あ った。 さ らに、昨今の情報公 開法の制定 議論 は、

行政 の情報化 に密接 に関連 してい る。

行 政情 報化推進 計画は、基本計画 、共通実施計画、各省庁別計画の3本 を併 せ

た総 称 であ る。 中で も共通 実施計 画 は、各省 庁 にまたが る事項 を網羅 した内容

で、計画 の要 とな ってい る。 各省庁 に またが る事項 を整理 したのが 、 「共通 実

施計画 の全概 要」 である。主 要項 目の内容は以 下の通 り。

◎情報 システムの整備___各 省庁 におい て整備す るシステ ム及 び省 庁 に また

がる システムについて

◎共通基盤 霞 が関WANに ついて

◎行政 サー ビスの高度化__行 政情 報所 在案 内 システ ム及びデ ー タの民 間提 供

要領 の策定 について

◎ 情報 システムの高度化__高 度化 の ため の基盤整 備 として、 セ キュ リテ ィー

や コー ド等 の標準 化 及 び外部 リソー スの活用 につ

いて

(4)行 政情報化の推進状況

平成7年 度における行政情報化推進基本計画の主要項目別実績は以下の通 りで

ある。

●各省庁別の情報基盤整備 につい て

パ ソコンやLANの 導入 、施設の インテ リジェン ト化 を考え る上で、各省庁 が

足並 み を揃 えで 情報化 を推進 す る必要 があ る。情 報 システム関係予 算 は年 間約1

兆 円にのぼ り、特 に平成7年 度 は1次 、2次 補 正の中で約1,000億 円の整備が な され

た。 これは新社会資本整備 の影響 で、平成7年 度 でいわゆる情報 化の ための機器

整備が飛躍的 に進 んだ と言 える。

各省庁 における行政情報化 の進捗状況 については、パ ソコンの整備状況が引 き

合い に出 されるが、霞が関界隈でパ ソコン整備対象職員3万6千 人 に対 して、約2万

8千 台のパソコ ン整備が7年 度 までに終了 し、職員1.31人 にパソコン1台 とい う状 況

であ る。8省 庁 においては職員1人 に1台 、22省 庁 でLANが 整備 されている。



また、機器 だけでな く、デー タの整備 も各省 庁別の課題 となっている。デー タ

ベ ースの構 築 も基本計画 の柱 とな ってお り、特 に各省 庁共通 に持 っている情 報 、

あるいは将来的 には民 間に も提 供 してい く情報 について は、統一 的仕様 に基づ く

整備が必要であ る と考 えてい る。 白書 、年次報告書、調査研究報告書等 の統 一仕

様 に基づ く整備は平成8年 度 よ り着手 される。

●共同 ・分担 による情 報 システム整備 について

～国会事務支援システム/文 書交換システム/決 済システム/省 令データベース～

中央省庁 の場合 、国会関係の業務の割合が高 く、かつ迅速性 を要す るので、国

会関係の事務支援 シス テムの整備が総理府内閣参事宮室 中心 に進め られてい る。

霞 が関界隈 では1日 に1～2万 件 の公文書交換があ る。最新技術 を導入 した形 で

の公文書交換 システムを平成11年 までに実現 させ ようと取 り組 んでいる。 いわゆ

るハ ンコ行政 と言 われ る中で 、職員の意識 や文化 の変化 も必要であ ろ う。稟議決

済 について も決済 シス テムの検討等 、通産省 で先行検討 してい る。実現 に際 して

は、旅費 の精算等 、定型 的な処理か ら導入 され る見込み だ。

許認可等のデー タベースについては今後の民間提供 も視野 に入れて考 えている。

●各省庁 の共通基盤整備 について

霞が関WANは 平成9年1月 より電子メ ールか ら運用 を開始す る。前述の文書公

開 システムは この霞 が関WANに のせ るシステム と して平成11年 か らの運用 予定

であ る。霞 が関WANは 霞が関界 隈の中央 省庁 のLANを 相互 に繋 ぐ構 想だが、国

会、特殊法人、都 道府県等か ら接続 の要請があ り、平成8年 度 の検討課題 となっ

ている。

すでに15省 庁が インターネットのホームページに よる情報提供を行っているが、

来年1月 か らは霞が 関WANに おいて もネ ッ トワー クオペ レー シ ョンセ ンターか ら

イン ターネッ トを通 じた情報提供や情報入手が可能 になる予定であ る。 フ ァイア

ウ ォール等のセ キュ リテ ィー措置 を行 うとい うことで、各省庁の了解 を得 てい

る。

● 行政 サー ビスの向上 について

～行政情報所在案内システム/申 請 ・届出の電子化～

行 政情報 の利用 上の課題 として上位 にあが るのが 「どこに どの ような情報 があ

るのかわか らない」 とい う点 であ る。行政情 報所在案 内 システムー クリア リング

システム ーは平成8年 度 でパ イロ ッ トシス テム を整備 し、8年 度末か らは インター

ネッ トを通 して国民 が利用で きるように試行運用 を開始 す る。

また、電子的 な手段 ・媒体 による行 政情報 の提供 も行政サ ー ビス向上 の大 きな

柱 となっている。平成8年 度では民 間への情報提供指針 の検討 に着手 した。内部 で

もまだ充分議論が な されてい ないが、各省 庁の意識統 一及び国有財 産法や著作権

法の問題 な ど、従来 と違 った発想が必要になって きている。



行 政機 関が持 ってい る情 報 は、 アメ リカ型の安 価あ るい は無償 で情報 提 供 し

て 、情報の流通 を図るの か、 または、 ヨー ロッパの一部 にある ように公 的機関が

あ る程度 関与 す る方法が よい のか、充分 な議論が必 要である。

平成8年7月 現 在の行 政情 報の電子的提 供 については 「行政情報 の電子化 等状況

調査」の調査 結果 の概要 に まとまっている。官報 の電子的提供 については、現在

目録 をフロッ ピーデ ィス クで提供 している。平成10年 か ら官報 の本 文 自体 を電子

情報 として販 売 の予定であ る。

申請 ・届出の電子化 につ いては、昨年9月 か ら今年6月 まで内閣内政審議室主催

の 「情報化 に伴 う制度見直 し作業部会」で討議 された。申告 ・申請 ・届 出の問題

と法定帳簿の問題の2つ が取 り上げ られ た。6月 末の制度見直 し作業部会で事実上

報告が まとま り、申請 ・届出 につ いては平成11年 度 までに原則実施 を、法定帳簿

については平成9年 度 まで原則実施 とい う各省庁の了解 を得ることがで きた。 法定

帳簿の 中で最 もウェー トが高 い税の問題 に も大 きな進 展があ り、平成9年 末 まで

に検討 を終えて速やか に法的措置 も含め た措置 を行 うという、政府内での合 意 も

なされ た。

●情報化 の条 件整備 につい て

セキ ュ リテ ィーの確保 はネ ッ トワー ク化 時代 を迎 えて大 きな問題 とな って い

る。霞が関 にお いて も特 に機密 を要 する重要 な ものにつ いては、ス タン ドアロ ン

の システムに なってい るが、多 くの霞が関 の情報の流 れは霞が関WANを 通 じて

行 われ るようになる。霞が関WANは 物 理的セキュ リテ ィー以外 に、その中 を流

れ る情報の暗号化 、 さらには特定 のアプ リケーシ ョンの秘密保護措置 な ど、二重

三重のセキュ リテ ィー措 置 を行 って いる。

一方
、職員研修 は始終実施 してい るが、最 近は意識改革の効果 を狙 って各省 庁

の審議官 クラスの幹部 を対象 とした研 修 を行 うようになった。

●情報 公開法 と情報化 につい て

開かれ た行 政 はこれか らの大 きな流れであ り、その中で重 要な手段 が行 政の情

報公開だろ うと考 えてい る。

情報公開法の 中で電子情報 も対象 と しようと している。行革委員 会での考 え方

と しては、電子 情報 につ いて請求 した場合 、その開示 は文書 で行 うとい う方向 に

あ る。なお電 子情報 を対象 にす るこ とで、例 えばプログラム等 の開示 に どう対応

す るか、著作権 は行 政 にあれ ばいいのか どうか、あるいはデー タベ ースに対す る

開示請求があ った らどうするか等々の問題が生 じて来 る。

また、国民 が ホームペ ージ等 にア クセスす る ことでいつで も、 どこで も、誰で

も情報が入手 で きるような、広 い意味 での情報公 開が必要ではないか と言われて

いる。 これはわが国固有 の問題 ではな く、各国の情報公 開法 を見 て もそ うい う条

項 が入 ってい る場合 が多 くな ってい る。



◆第II章

検証②

「統計情報 の提供 の多様化」

●通商産業大臣官房調査統計部調査統計企画室長 近藤正幸

(1)は じめ に

国の統計 は、一般 に、公務員 に準 じる守秘 義務 を負 った調査員 が 、調 査票 を

持 って個 別に訪 問 し、数 日後 に調査票 を回収す る とい う方法 を とっている。通産

省 の場合 は、いったん県 や出先機関 が調査票 を集 めてか ら通産省へ 郵送 し、集計

後 、結果 は刊行物 で公 表する とい うス タイルであ る。 しか し、この方法 も、世 の

中の情報化 の流 れ とギ ャップが ある と指摘 され る ようにな り、通産省が取 りまと

めている統計情報 も非常 に多様化 して きている。

(2)統 計情報の提供の現状

現 在通 産省 では、 イ ン ターネ ッ トのホ ームペー ジで統計 資料 の コーナー を持

ち、統計 の速報 を発表 したその 日にホームペ ージ上 で も情報 を提供 してい る。 た

だ し、提供 で きる情報 量が限 られるので、概要的 な部分 に限 った提 供 とな ってい

る。

特 に景 気動 向の判 断 によ く使 われるIIP(鉱 工業生産指数)は 、通産省 の統

計解析課 で無料 で配布 しているが、概 要はホームペ ージ を見 れば どうい った判断

を通産省が しているの か、全体 と しての数字等 を把握 す ることがで きる。

また、 ネッ トワー クを利用 した情 報提供 の他 に、磁気媒体 に よる提 供 も行 って

いる。 白書 や審議会の報告書 を提供 している通商産業調査 会の中 にあ る、経 済統

計情報 セ ンターが 、磁気 テープ等 の提供 をしている。 中で も産業 連関表は、調査

票 その もの を集計 した1次 統計 ではな く、加工 した2次 統計 に当 たるので特 に公

表の義務 は負 っていないが、大学 ・シ ンクタンクで多 く利用 されてい る。最近 は

日米 の産業連 関表等 、国際産業 関連 表 もニーズが 高い。 日米だけで な く、 日英 ・

日仏 ・日独 の ヨーロ ッパ関係 、 さらに はアメ リカ、EC、 アジア全部 を繋 げた推

計 も行 っている。

磁気 テー プを利用 す るこ とによ り、商 ・工業統 計の メ ッシュデ ー タや詳細情報

など、紙 媒体 では提 供が難 しい細 かいデ ー タを出す こ とがで きる ようになった。

こう した細 かいメ ッシュデー タは、商業関係 の立地調査 に役立 っている。

磁気 テー プによる情 報 は大型 コンピュー タで しか扱 えないが、パ ソコ ン利用 者

向けに、 フロッピーデ ィス クやCD-ROMに よる統計情報 の提供 も行 っている。I

IPに ついて も、その 日の うちに、顧 客 に登録 されているデー タベース業者ヘ フ

ロ ッピーが届 くようなシステムに なってい る。

省内で はこ うしたデー タがそろっているので、 デー タを自由に、 しか もパ ソコ



ンの ロー タス1-2-3や エ クセ ル に落 と して 加 工 で きる 環境 にあ る。

(3)霞 が関全 体 と しての取 り組み

霞が 関全体 と しての行 政の情報 化の取 り組 み は、行 政情報 化推進基 本計 画が

基 本 となって い る。特 にその 中で も 「行政 サー ビス の高度化」 と して統 計 の電

子化 ・オ ンライ ン化 が明記 されている。

この基 本計画 に基づ いて通産省 では通商産 業省行 政情報化推進 計画 を平成7

年3月 に決定 し、その 中に 「オ ンラ インに よる統計 データの収集 ・還元」 とい

う項 目をあげている。具体 的には、平成11年 度以降生産動態統 計等の オ ンライ

ンに よる調査 票 の収集 、デ ー タ還元 を順次 行 うべ く、平成7年 度 か ら新世 代統

計 システ ムの開発 に着 手す る と明記 され、新 しいシステム を平成7年 度 か ら開

発 に取 り組んで いる。

統計 関係 にお ける もう一 つの動 きと して、統計行 政の新 中 ・長期構 想 につ い

て統計審議会 の答 申が平成7年3月10日 に出た。 この中で、提供方法 につ いて触

れて いる。 まず 、国 内につ いては、速報分 は民 間のパ ソコ ン通信 網 や フ ァク シ

ミリを活用 した提 供 を促 進す る と し、公益 法人や商用 データベ ース等 に よる オ

ンラ イン利用 の便 を図 る とうたってい る。 また国際的 には、 インターネ ッ トを

利用 した統計 デー タの提 供 と して、国際的 な情 報発信機能の 向上 の観点 か らわ

が 国の統計 デ ー タをコ ンピュ ー タネ ッ トワー クを通 じて海外 にオ ンラ イン提 供

す る こ とに つい て検 討 す る こ とにな って いる。 さ らには、情 報 の収 集 につ い

て、通信 回線 を利用 した調査 方式、 フロ ッピーデ ィス ク等の磁気媒 体 に よる調

査方式 につ いて は月次 、四半期 の頻度 の高 い調査 を手始め に企業 や事業所 を対

象 とした調査 で積極的 な導入 を図ってい く必要があ るとうたってい る。

また、通産 省関連 では 、特 許庁の電子 出願 システムが大変進 んでい る と言 え

よう。平成7年1月 か ら9月 までの特許 出願の内訳 をみ ると、66%が オ ンライン

による出願 にな って いる。 その他 、 フロ ッピーデ ィス クに よる出願 な ど、か な

りの部分が紙媒体 で はな くなってい る。

(4)新 世代統計 システ ム

現 在 の統計 デー タは、紙 の調査票 を配 布 し、 それ を返送 して もらって 、パ ン

チ 入力す る とい う方 法 を とっている。 これが オ ンラ イン化 され るこ とで、各 企

業 の コン ピュー タの中 にデー タさえ入 っていれば、変換 のプ ログラム を一度 組

むこ とで、毎 月 自動 的 にデー タが抽 出 される。 これ を確認 して送信 す れば 、 自

動的 に通産省 の コ ンピュー タに入 り、そ れを県や各通産局 とともに審査 して集

計 す れば 、パ ンチ作 業が な くな り経 費 の削 減 に もな る。打 ち間違 い もな くな

り、集計 作業上 の転 記作業が 不要 とな る。加 えて、毎 回、事業所 コー ド、調 査

コー ド等 の記 入作 業 が省 略 され て 、 「報 告者 負担 の軽 減」 を図 る こ とが で き



る。 さ らに、入力の際、前月のデー タや全 国デー タと比較 する ことで、入力デー

タのチ ェ ック も報告者 自身が行 うこ とがで きる。 また、在庫管理 は本社が行 って

いるため、いちいち本社 に問い合わせ なけれ ば記入で きない場合 もあ るが、本社

で一括 して入力 し、デー タを送信 す るといった方法 も考 えて いる。

オンライン化 された新 しいシステムは、集計 に要す る時間 も短縮 され、速報で

一週 間程度 、確報 については二週 間程度早 く提供す ることがで き、 「迅速性の確

保」 が可能 となる。 サー ビスの 向上 と しては、全国値 に加 え、都道府県別 ・通産

局別に内容 を整理 して還 元す るこ とがで き、公表資料 の入手 にお ける地域格差 を

解消す ることが で きる。

(5)提 供形態の多様化

統計 結果 の提 供形態 も多様 化 が進 んでい る。新 中 ・長期構 想 の中 で も、ユ ー

ザーの利用の拡 大 として 、ニーズ に対応 した提供形態 の多様化 について検討 され

ている。具体的 には標本デ ー タの提供、 オー ダーメー ド集計 の2つ が答 申に うた

われている。 一

標本デー タとは 「個 票デー タか ら必 要に応 じて抽出 を行 い、地域 区分や世帯番

号 等 の個 別 の識 別 を消去 す るな ど した、個体 の識別 を不可能 に した もの」 を言

う。調査 票1枚1枚 を個票 と呼ぶが 、社名や工場名 を消 した り、住所の詳細 を明

示 しないな どして個票 に近 い形で使 う方法であ る。

.オー ダー メー ド集計 とは、個 票 その ものは守秘義務 が あるの で公 開 で きない

が、公表 されているデー タは役所 が決めた集計 方法 に基づ いた集計結果 なので、

それ以外の集計 方法に も応 じるとい う意味 である。個票か らあ らたに集計 し直す

ので、発表 してい る統 計 とは全 く違 う姿の ものが 自分用 に出来る ことに なる。例

えば数県 にまたが った集計 などであ る。ユーザー と しては、大学 の先 生、 シンク

タンク、研 究調査部 門 などを想定 してお り、産業界 に も高い ニーズがあ る。

諸外 国における標本 デー タの扱 い方 は、例 えば国勢調 査等 にお ける個 人デー タ

は、個 人名や住所の一部 を伏せ た形 に してか ら、標本の1%あ るいは3%を 抽 出

して情報提 供 を して いる国が幾 つか あ る。 オース トラリア、 フラ ンス、 ニ ュー

ジーラ ン ド、オラ ンダ、 カナ ダ、 イギ リス、アメ リカでは一部 の統計調査 につい

て行 われている。但 し、企業関係 について行 ってい るところは今の ところ ない。

標本デー タの中で も企業デー タについては、個人デー タの扱 い とは異 な り、特

定の人、例 えば大学 の先生 など特定 の 人に限 って、官庁 内で集計 した り、特別 な

機関 と契 約 して行 うな ど、条件 を付 けて行 っている国が一部あ る。

(6)個 々の調査 票の秘 匿措置

統計行政 の新 中 ・長期構想 を実現 するために推進協議会 において、研究 会の中

で大学 の先生 を交 えて、 どの ような秘 匿措置 を施せ ば個 々の調査票 が分 か らな く



な るか これか ら検 討 を始 め る ところで あ る。 この他 、標本 デー タは法律 的 に ど

の ように位 置づ け られるのか 、調査 票 の扱 い や公表 の仕方等 々が テーマ となっ

てい る。現 在大 学の先生 の学術 的 な利用 な どに限って、 目的外使 用 と して総務

庁 の承認 が得 られれ ば個 票 デー タを扱 うこ とが で きる。国立 大学 の場合 は国家

公務 員 と して も守秘義務 が あるが、私 立大学 の場 合 も守秘義務 が発生 す る。 ま

た、許可 には 日数 を要す る。

しか し、一般 に公 開す るには、標 本 デ ータ を秘 匿 したつ も りで も本 当 に秘 匿

さ れて い るの か 、責任 は行 政 が持 つ の か あ るいは第 三者機 関 が もつ の か 、 ま

た、標本 デ ー タを加工 す るのは国が行 うのか 、あ るい は特定 の公 益法 人 に委託

して行 うのか 、そ う言 った運営面 の課 題 も残 ってい る。昨今 プ ライバ シー に対

す る意識 が高 まって い るの で、国民の 理解が得 られ るか ど うか等 、幅広 く検 討

していかな くて はならない と認識 している。

オー ダー メー ド集計 は 、ニーズ に応 じた個票 の集 計分析 なので 、多種 多様 な

集 計 に対 す る秘 匿性 の確 保 を技 術 的 に どの よ うに対応 す るか とい う問題 もあ

る。 アメ リカの統 計学者 に よると、完全 に秘 匿 したつ も りで も100何 十通 りのか

集 計方法 を変 え る と、個 票が わか る とい うご とを理論 的 に証 明 され てい る ら し

い。 その ため 、多種多様 な集計 と言 って ぷ 何 らかの措置 を施 す必要 が あ る。

運用面 には技 術的 な課題 も大 きい。

(7)情 報提供 先 にお ける統 計サー ビスの価格差

統 計 サー ビスの なかで、第 三者 提供 とは、 その ままの デー タで商売 を行 う と

ころ には少 し高 めの値段 で提供 す る よう、差 を設 けてい る。 これ は審議 会 の 了

解事 項 に なってお り、 「第 三者提 供 を行 う旨 を申 し出 たいわゆ るデ ー タベ ニ ス

業 者 に対 して は提 供 価格 に差 を設 ける ことが 出来 る」 となってい る。 そ れ に基

づ いて調査 会 では3倍 と してい る。定 義 と しては 「第三者提供 とは、取 扱 機 関

か らフ ァイルの提 供 を受 けた ものが その フ ァイルをさ らに第 三者 に対 して譲渡

もし くは貸 与 また はその他 の利用 を行 わせ る ことを言 う」 とな ってい るので 、

全体 利用 か部分利 用 か につ いては触 れて いないので、部分的使用 につい て も当

ては まる。 しか し、加工 した場合 は当て は まらない と思 う。現状 として は、個

人利用 と第三者提供 の区別 は難 し く、特 に追跡調査は していない。

(8)提 供媒体 にお ける統計 サー ビスの価格差

統計 サ ー ビスの価格 はほ とん ど実費 であ る。 考 え方 としては、製造 コス トは

国が賄 ってお り、そ れ を団体等 か らエ ン ドユ ーザー に提供 され るわけで 、実費

を徴収 す る こ とにな る。 インター ネ ッ トで は無償 サー ビス、その一方 でCD-

ROMや フ ロ ッピー形態 で はこ う した値段 が付 いてい るが 、基本 的 に次 の よ う

な考 え方 をとっている。例 えば商業統計 は30億 円近 くかか り、そのほ とん どが



人件費 であ る。それ をテー プの本数 で割 る と1本 当た り数百万 となる。 国が提 供

す る上 で有償 とすべ きか無償 とすべ きか とい う区分 は、少 な くとも概要 までは国

のサー ビス と し、それ以上 の細か いデー タで、 ある程度需要が見込 まれる ものは

民間にお願 い したい と考 えてい る。

特 にイン ター ネッ トによる情報 サー ビスは、 コンテ ンツの量が大変 な量 に なる

のでプ ロバ イダーに高 い料金 を払 わなければ な らない。一方内部 に持つ場合 はセ

キュ リテ ィや職員の問題があるので、そ こまで国で行 うの は難 しい点が ある。

(9)統 計情報 リテラシーの向上

統計情報 の大衆化 に ともない今 まで統計 を使 わなか った人た ちが統 計 を扱 うこ

とも増 える と予想 され るが、デー タの定義や限定条件 を知 らない人が扱 うのは問

題があ る と考 えてい る。統計情 報の公開 と併 せて統計情報 の リテ ラシーの普 及 も

必要であ る。

デー タ収集が簡便 にな り、解析 手法 も簡便 になればなるほ ど気 をつ けな くては

な らない。調査票の記入者 には、用 語の定義 など電子 マニュアル等 を配布す る予

定で はあ るが、情報 を読 む方の人 たち、情報 の消費者 に対 しての工 夫は今 の とこ

ろ特 に考 えてい ない。

同様 の課題 として、情報の リンクの問題があ る。似 ている用 語で も多少定義が

違 う言葉があ る。今は、 どう違 うかの記載は してお らず 、その統 計 自身の定義 に

ついての記述 しか ない。以前はデー タを繋 げる ことは難 しかったので、か な り注

意 を要 したが、電子化 すれば簡便 になるので問題 は出て くるだろ う。

(10)現 行法 とのす り合 わせ

新世代の統計 システ ムを2000年 か ら開始す る場合、統計 法規 は紙 を前提 に して

い るので、電子化 に伴 い様 々な問題が生 じる ことも予想 される。実際、通産省が

先行 して取 り組 むに して も 「実験 なので超法規 的で構 わない」 とい うようにはい

か ない。総務庁 と連携 しつつ、 これか ら取 り組む段 階である。 大 きいポ イン トと

して、調査 票の概念 をどうするか、そ して調査 員の概念 をどうす るかの2つ が あ

ると思 われ る。法律 の改正が必 要 なのか、単 なる解釈 で済 むのかすべて これか ら

であ る。

統計情報 の提供の多様化 につい ては、 まず情報技術 を使 った もの をいか に活用

してい くか、いか に個 票 に近い もの または個 票 を使 って加工 した もの を どの よう

に提 供 してい くかが、ユーザーのニ ーズに応 えるポ イン トに なる と考 えて いる。

守秘義務 、料 金徴 収方法、国民 の理解 な どにつ いて推進協議 会等の場 を通 じて今

後つめていか な くては ならない。



◆第II章

検証●

「ペーパ レス計画 と特許情報提供の現状」

●特許庁総務部特許情報課長 平林好隆

(1)は じめ に

特許情報は、lll年 の歴史があ る。紙の時代 は長 く、10年 前か らペ ーパ レス計

画 に着手 し、現在 ほぼ完成 した と言 える。電子化時代 を迎 えて、1996年 の3月 に

開催 された工業 所有権審議 会情 報部会ではペーパ レス計画の完成 を踏 まえて、今

後 の情報提供 のあ り方が議論 された。

特 許庁 は、特 許の審査 を して権 利 を付与 す るところであ り、特 許制度 は権 利 を

与 える代 わ りにその代償 として技術 内容 の公 開をす ることが重要 であ る。発 明の

保護 と利用促 進 を図 るこ とに よ り、産業 の発展 に寄与 する こ とを目的 と してい

る。

(2)ペ ー パ レス 計 画 の背 景

～出願件数の増加 とコンピュー タ技 術の急速な発展 ～

技術 内容 を公開す る際 に問題 となるのが、情報 の発生量が非常 に大 きい ことで

ある。1年 間に発行 される世界の特許文献は、約115万 件 にのぼる(93年 の統計)。

うち 日本 の文献 は、特許が37万 件 出てお り、実用新案 と併せ ると56万7千 件 にの

ぼ り、世界の 半分 を占めている。旺盛 な技術 開発 を反映 して、近年 出願件数 は非

常 に多 くなっている。

海外 では年 間、 アメ リカは10万 件、 ヨー ロッパ の共 同特許は9万 件 、最近 は韓

国 も増 えて きて8万 件、中国は5万 件出てい る。毎年ll5万 件が出て くるので、 ど

うや って審査の ための調査 をするか、あるいは利用者 に どの ように使 って もら う

かは重要 な問題 になってい る。

参考 までに どの くらいの公報 を発行 しているか とい うと、CD-ROM公 報(公 益

法人が出 してい るの も含めて)だ けで20数 種類 の公報 を電子的に出 している。特

許公報 について は毎週 、そ れ以外の ものにつ いて も月 に1回 は出す など、大変 な

量 の情報 を発 表 している。

扱 う情報 量の大 きさの問題 は、昭和50年 代 か ら顕著 となっている。出願件数 は

年 々増加 し、1984年 には50万 件 を突破 した。大量 な特許文献の急激 な蓄積 は、保

管 スペ ースの不足 や、審査 の処理期 間の長期化(3～4年)と いった問題 を もた ら

した。 アメ リカか らは 「審査 時間が長 く、権利が充分 に保護 され ていない」 とい

う非難 も受 けた。

こ うした問題 を解消 するために、電子 シス テム を考えていたが 、当時 はまだ環

境 が整 って いなか った。 その後 、 コンピュー タ技術 の急速 な進展 に より、文献 の



処理 だけ でな く、 出願 の書 類が すべ て 電子 で入 手 で きる ような、 デー タの蓄

積 、圧縮 、光デ ィス クフ ァイルシステム な どの様 々 な技術 のバ ックグラウ ン ド

が整 って きた ことを踏 まえて開発 に着手 した。

(3)ペ ーパ レス計画の概要

～端末の種類と設置台数～

ペーパ レス計画 は、50年 代後半か ら着想 を温め 、198 ,4年に10年 計画 としてス

ター トした。 まず 出願 の多 い特許、実用新案 か ら着手 した。 これか ら第2期 目が

始 まるが 、第2期 目は意 匠、商標 とい った分野 に と りかか る。意 匠、商標 につい

ては図面や色 を扱 うため、若干遅れ たス ター トとなった。

ペ ーパ レス化 に向け た過去 の紙 デー タの電子化 、 さ らに検索 システムの 開発

に、 これ までに1,800億 円が投入 されてい1る。 プログラムの規模 に して800万 ス

テ ップ とい う もので、 まずは財 政基盤 の確立が大事 なので、そ れまで一般 会計

で予算化 してい たが、 これ を特許特別 会計 として新 たにス ター トした。併 せ て

LANを 整備 したイ ンテ リジェ ン トビルの新庁舎 を建設 した。

現在使 用 されてい る端 末 は4種 類 。 まず 、サーチ用 と して審査 官が使 う もの

は、高 速かつ検索 機能 が高 く、紙 をめ くるス ピー ドに匹敵 す るス ピー ドで画面

を送 るこ とがで きる。 このサーチ端末 が374台 、3人 に1台 位 の割合 で整備 されて

いる。 .

総合資料 デー タベ ースは、外国 の文献 も含めて全体 で4,000万 件 のデー タベ ー

スであ る。 この端末 は資料館等 を含めて93台 あ り、一般利用者 に も使用 で きる よ

うになってい る。,

他 に方 式 審 査 とい う出願 の書 類 をチ ェ ッ クす る機 能 の端 末 が あ る。 コ ン

ピュー タを通 して 出願 の書類 が送 られて・くるの で、 コ ンピュー タで まずチ ェ ッ

クする。 この方式審査用 の端末 は133台 配置 されている。

さらに審査官 がサーチ を した後 でOKを 出す のかNOを 出すのか起案す る機能

のV2端 末 は769台 あ り、審査官3人 に2台 ぐらい配置 されてい る。

また、事務系 の職員用 に最近パ ソコンを1,500台 整備 した。全体 では3,000台 規

模 のパ ソコンがあ り、職員2,500人 を上回 る台数があ る。

OLU、ODUと は光 デ ィス ク装置で ある。OLUは ジュー クボ ックス型光 デ ィス

ク装置 の こ とで、総 合資料 デ ー ターベ ース端 末 よ りも少 しス ピー ドが遅 い もの

で、70台 整備 されて いる。OLUは 高速ア クセス型の光デ ィス ク装置 で、審査用

に240台 整備 されている。

(4)ペ ーパ レス シ ス テ ム の全 体 イ メ ー ジ

～出願 か ら公報 まで一連 の電子化 と分類 ・検索 キー 「Fタ ーム」の開発 ～

当 初 考 え た ペ ー パ レス シ ステ ム は 、4,000万 件 の文 献 の デ ー タベ ース を ど うす



るか とい うこ とだっ た。 まず 、出願か ら特許 の内容 公開 まで の一連 の作 業の電

子化 を考 えた。特許 の出願 か ら公 開 までのおおまか な手順 は次の通 りであ る。

まず 、出願 書類 は 窓口で 内容 が書式 にあってい るか どうか チ ェ ック し、審査

を受 けて、最後 は特許 の内容 を公開 し、公報が発行 される。

現在 は法改正 に より、 オ ンライ ン出願 、 フロ ッピーデ ィス クに よる出願 と、

紙 による出願 も一部残 ってい る。それぞれの出願割合 は、オンラインは66%、 フ

ロッピーデ ィス クは30%、 紙 は4%と なっている。

チ ェ ックされ た出願 デ ー タは、出願等 管理 フ ァイル と記録原本 フ ァイルに分

かれてい る。法律 で は18カ 月後 に公 開する と定 め られてお り、 これが公報 のデー

タとなる。公 報 は従来紙 媒体 で提供 して いたが、現在 はCD-ROMで 提 供 してい

る。 この デー タは公 開す る と同時 に審査 官用の デー タベース とな る。 これは総

合資料 データベ ース と検索用 デー タベ ースの2つ に分 かれる。

総合資料 デー タベースは4,000万 件の特許文献 を扱 い、ページ数 で は約2億 ペ ー

ジ とい う膨大 な量 である。 その広報 デー タは公衆閲覧所 において年 間400万 件が

閲覧 されている。

日本の文献 だけで約1,000万 件あ るので これ をどうやってチェ ックす るか どい

うこ とで、Fタ ーム とい う分類用 の検索 キー(30項 目2800分 野30万 項 目)を 開発

した。

このデー タベ ー スは公衆 閲覧所 、例 えば特 許庁の資料館 や地方 の閲覧所 で見

る ことがで きる。全 国105カ 所の地方閲覧所 については、CD-ROMを 配備 してパ

ソコンで見 る ことがで きる。

(5)出 願手続 き以外の オンライン化

出願手続 きに加 えて、閲覧 ・証 明の手続 きについて も3割 程度 オ ンラ インで対

応 してい る。 出願人が 自分 の特許 が どうなって いるかみたい とい う閲覧 の要望

や 、海外 で出願 す る際 に 「日本 で出願 済 み」 とい う証 明書 の発行 手続 きな どで

あ る。

また、 デー タベ ース を作 る ときには、 日本 の文献 以外 にアメ リカ、 ヨー ロ ッ

パ 、 中国 な どの他 の国 の文 献 を と り込 まなけれ ば な らない。 アメ リカ、 ヨー

ロ ッパ において も同様 な計画 を持 ってお り、デー タ交 換協力 に よ り入力 の手 間

を省力化 して いる。

電子公報 の発行 については、特許実用新案関係 はすべてCD-ROMで 出 してい

る。従来 は1年 間に発行 され る特許公報 を積み上げる と霞 ヶ関 ビル と同 じ150メ ー

トルになったが、CD-ROMに よって150分 の1、1メ ー トルに省 スペ ース化 され

た。費用 につ いて も、従来1件 当 た り50～55円 で販売 して いた ものが、現在 は1件

4円 とい う低廉 な価格で利用 で きる ようになった。

セキ ュ リテ ィー につ いて は、 まず相 手 の電 子 出願端 末が何処 か ら来 て いるか

確認す るため に、870台 の端末の コー ドが登録 されているな ど、四重 のチ ェ ック



体 制 を と って い る。

(6)特 許情報サ ービスにおける基本的 な方針

～特許庁、公益部門、営利団体それぞれの役割分担～

特 許情 報 の提 供 のあ り方 につ いて は、工業所 有権 審議会情 報部 会 におけ る答

申を踏 まえて今後 の進 むべ き方向 を決めてい る。

ペーパ レスの成果物 を どうや って利 用者 に提 供 す るか 、国 、公益 団体 、民 間

の役 割分担 は ど うあ るべ きか、海外 に向 けて どの ように取 り組 むか等 々、平成

元年 に基本方針 が決 まった。その内容 は、次 の とお りである。

(a)網 羅性:す べ ての技術分野 につ いて 、全国的 に最低限必要 な利用が確保 さ

れるこ と

(b)安 定性:提 供が安定 的 ・継続 的に行 われ るこ と

(c)公 平性:受 益 と負担 の公 平性 が確保 される こと

(d)標 準化:国 際的 にデー タ交換が で きるこ と

また、実施 に当 た って は、予算 、定員 上 の制 約 及 び民 間 の情 報 サ ー ビス業

者 、情報 加工 業者 との兼ね合 い を考え、特許庁 で は、他 の部 門が 困難 なサー ビ

スに限定 し、 これ以外 は民 間に委 ね る方針 で これ まで実施 して きた。具体 的 に

はCD-ROM公 報 の発行 と資料館 、地方 におけ る閲覧 サー ビスの2点 につい て特許

庁が行 ってい る。

特許庁 、公益 部 門、営 利 団体 それぞれの役割 分担 を整理 す る と、特許庁 が取

り組むべ き方向 として、次 の3点 に まとめ るこ とがで きる。

(a)工 業所有権情報 の電子媒体 に よる提供 の推進

商標 、意 匠の電子化 。 また、審査 の上 に審判 とい う制度 があ るが、そ の電子

化。

(b)資 料館 にお ける電子 閲覧体制 の確立

資料館 の中で も総 合デ ータベ ースが 閲覧 で きる ようにな ってい るが、 まだ十

分ではないのでその完 備。

(c)地 域 における工 業所有権情 報の提供体制 の強化

これ までは東京周辺 を中心 に して提供体制 をとって きたが 、地方の活性化 、

ベ ンチ ャーの育成 のため、地方 に対 するサー ビス も充実 。現在105カ 所 の地

方閲覧所が あ るが、機能 を強化 した知 的所有権 セ ンターが設置 され る。

公益 部門 が取 り組 むべ き方向 として は、エ ン ドユ ー ザー に対 す るサ ー ビス を

実施 してい るが、特 許庁か らもっと積極的 に安 く内容 を提 供 し充実 を図 る。

営利部 門 が取 り組 むべ き方向 として は、公益 部 門 を通 じて 出て きたデ ー タを

有利に活用 す る、 とい う方向で考 えている。



(7)現 在の提供 体制

～知的所有権セ ンターの設置～

民 間に対 して情報提供 を行 っているのは、公益部門である財 団法 人 日本特許情

報機構(略 称Japio)で 、 ここには特許庁の持 っているデータはすべ て与 え られて

い る。Japioが 開発 したPATOLISオ ンラインでサ ー ビスが行 われて いる。

ユ ーザ ーで ある企業の 中でオ ンラ イン化が進み、従 来は公益 部門 であるJapioか

らのPATOLISの オ ンライン検索サー ビス を利用 していたが、企業 内でデー タベ ー

ス を構築す るニ ーズが高 まっている。 また、子会社 も従来は別会社扱 いが多か っ

たが、現在 はオ ンラ インで結 ばれている企業が増 え、デー タベ ース使用 の条件整

備 も必要だ と考 えてい る。

資料館 にお ける情報 閲覧 システムは、端末約30台 、CD-ROMの リー ダー は約20

台設置 されてい る。2000年 には閲覧室か ら紙媒体 はすべて電子化 する よう目指 し

てい る。

地 方の情報 化 の強化 と して、 これか らは県の工業技術 セ ン ター と連携 を とっ

て、知的所有権 セ ンター とい うか たちに取 り込 んで実施 して行 くよう構 想 中で あ

る。現在考 えて いるのは、分野別CD-ROMラ イブラ リーの整備であ る。CD-ROM

公報 は毎週 発行 され るので、年間で は200枚 ぐらいにお よぶ。現在 の もの とは体

裁 を変 えて、例 えば、地域 の産業 ニーズにあった分野別 に特化 した ものや、 さ ら

にこれ をデー タベ ース化 して地域 の オンラ イン ・ネ ッ トワー クにのせ る構 想 を

もってい る。 これをモデ ル事業 として予算化が進んでいる。平成8年 度予 算で 、

知的所有権セ ンターは全国で28カ 所認定 されてお り、 このモ デル事業 も10カ 所認

定 されてい る。今後一層増 や してい く予定 であ る。

(8)海 外 との連携

わが国 で もアメ リカ、 ヨー ロッパ と常 に同 じ歩調 もしくはそれ よ りも一歩進 ん

だ形で取 り組 んでいる。世界 で大 きな フォー ラム として、 日本 、ア メリカ、 ヨー

ロッパの3極 の特許庁 の会 合 と、世界知 的所有権機関(WIPO)が ある。現 在3極

協 力 を中心 にわが国で も取 り組 んでお り、 まず電子 データの標準化 に取 り組 み、

現在で は入力 が終 わ り、 デー タの交換 を実施 している。 その標準 は世界知的所有

権機関 に対 して勧告 され、国際基準 となっている。

また、国外 との公報の交換 については、現在70数 力国 と公報の交換 を している。

2㎜ 年 に向けてすべてCD-ROMで 発行するよう進めている。標準 となるCD-ROMに つ

いて もほぼ合意がで き上が っている。 また、3極 の情報協 力のなかでは、審査 につい

ての協力の可能性 について検討 中である。

さ らに、3極 共同で、特 許デ ー タベース を作 るファース トページデー タベ ース

構築 の プロジ ェク トを進 めてい る。 各国の特許公報の第1ペ ー ジ目には抄録 がつ

いてお り、英語で代表図面が 入っている。 ファース トペ ージデー タベース を作 る



こ とに よって 、英語 でか つ一つ の ソフ トウェ アで 、特 許情報 が全部 わか る よう

なデー タベ ースが今年 中に発行 され る。

特許庁では国際化に向けて、昭和58年 か ら特許公報の英文抄録 と図面 を作 って海

外 に無償で提供 している。それによって世界の90%の 特許データベースがカバーで

きる。過去 に紙媒体で作 ってきたもの もCD-ROMに 再収録 して、継続的に約80カ 国

に無償で送付 している。MIMOSAソ フ トウェア(ワ ー ドとイメージデー タが ミック

ス した とい う意味)の3極 での開発 によって この ようなサー ビスが実現 したので

ある。

今後 の計 画 と しては、 よ り使 いやすい デー タベ ース を目指 して、一 つ の端末

でサーチ、 起案等 のす べ ての作業が で きる ように計画 して いる。ま た現 在 、公

益法 人 を通 じて デー タを提 供 して いるが、 よ り安 く、 また、外 国の情報 もよ り

積極的 に入手 して提 供 して行 かな くてはな らない と考 えてい る。

●



検証0

「行政情報の民 間へのスムーズな

公開に関する諸問題」

(1)は じめ に

行 政情 報 には司法や行政 立法等 も含 まれている。国や地方 公共 団体 といった官

側 が保有 してい る情報 をス ムー ズに民 間に供給す るには、様 々 な障害 や課題 が

残 っている。

30年 近 く検察庁 に勤務 し、検事 を辞職 した後、判例 デー タベース、法令 デー タ

ベースの構築 に携 わ った。私の ところで開発 した商品 は、法令 と判例 とコメ ン ト

が三者一体 となった もので、 リーガルベ ース と言 う。63年 に行 われ た晴海 のデー

タシ ョーで、デ ータベース振興セ ンターの一画 をお借 りして展示 した ところ、大

きな反響 を得 ることが で き、実際にCD-ROMの 製作にかか った。おお むね年2回

バージ ョンア ップを行 い、現在 は12版 であ る。

(2)リ ー ガ ル ベ ース の概 要

リーガルベ ースの特徴 としては、 まず判例 にコメ ン トがつ いてい る点 である。

判例 はそれ だけ読んでいて もよくわか らない ところが あるが、その判例 は、判例

全体 の 中で どういう位置 づ けにあ るのか、重要 な点 は どこなのか、判例 と判例 の

関係 は どうなってい るのか等 々を理解す るため には、判例の コメン トが必要 であ

る。 コメ ン トは判例 タイムズ社の協力 を得 て、平成6年 か ら提供 して いる。第1

版(平 成7年)で1万3,386件 、第3版(現 在)で は1万6,000件 あ ま り入 っている。

法令 につ いては、社団法人行政情報 システム研 究所 を通 じて情報提供 を受 けて

い る。その もとは総務庁 が保有 して いる法令情報であ り、中央官庁 に流 している

もの と同 じであ る。

第1版(現 在)は 「憲法」 「法律 」 「政令」 「勅令」が4,011件 入 っお り、付 録

デー タと して規則や府省令等 を追加 してい るが、規則や府省令 は2千 数百件あ ま

りあ るので全 部追加する まで には、 まだ1年 程度の時間 を要 する。

また媒 体 と して は、最近DVDが 世 の 中を騒 がせ て いるが、DVDは 両面 で

8.5ギ ガ ぐらいの容量が あ り、CD-ROMの 約9倍 の収 録が可能 である。判例 ・法

令 ・コメ ン トのDVD版 は松 下電器 と提携 して製作 した。

(3)リ ー ガ ル ベ ー ス の実 演

例 えば 「交 通事故」 と 「交差点」のAND条 件で、 「右折」か 「左折」 のOR条



件 を入力 してみ る。画面 ひとつ ひ とつに何 件 あるかが 出 るので 、 これ をか け合

わせ る ことに よって 、全 ての条件 を満足 させ た判例 が検索 され る。 コメ ン トの

アイコンをクリ ックす ると、 この事件 のコメン トも表示で きる。

法律 の専 門家 だ けが利用 す るの ではな く、広 く一般 の方 に も利用 して も らえ

る ように、実務 分野別(大 分類 として、企 業取引 、情報 ・サ ー ビス等 、市民生

活 、不法 行為 、過失 関係 、交通 、医療 、保険 、公 害 ・環 境等 、労 働 、知 的財

産 、行政 、国際 関係 、科学 ・技 術 、名誉 ・マス コミ、教育 ・宗教等 、建築 、刑

事、第一次 産業、破棄取 消事件 、その他)か ら も検索 が可能 であ る。

さらに この デー タベ ースは 「当事者」 で検 索す る こ ともで きる。 当事者 と し

て、裁判官 別、原 告別 、被 告別の検索 が可 能で ある。例 えば 「大学 」 で検索 す

る と、大学 の名前 と件数 が一覧表で表示 され る。

次 に、法令 デー タベ ースは、法令 は行 政情 報 システ ム研 究所 を通 して総務 庁

が保有 してい るデー タの磁気 テー プを使 って、 フ リー キー ワー ド検索 で きるよ

うになってい る。2、3社 がオ ンライン提 供で この法令 デー タベース をや ってい

るようだが、1分 間300～350円 でかな り高 い利用料金 となっている。

検索 のキ ーワー ドには、任 意の言葉 を入 れ る場合 と、法令 が使 って い る言葉

をキー ワー ドとす る場 合 の2通 りが ある。以前 は、あ る言葉 を含 んだ条 文 を探

すのは、たいへんな苦労 だ ったが、今で は一瞬の うちに1つ の漏れ もな く全部把

握す ることがで きる。

また、 コン ピュー ターの表示 はだいたい横書 きで、条文 の横書 き表示 は非常

に見づ らいので 、条 文 を縦書 き表示 にす ぐ変 える こと も可 能であ る。 さらに六

法 には参照 条文 が た くさんあ り、実務家 や学者 は大 変苦労 して いたが 、 これ も

クリックする と参照条 文 も見 るこ とが で きる。

(4)判 例、法例の情報収集上の課題

判例 の収 集 において も広 い意味 の行 政情報 の収 集 と同 じように、 「どこに ど

うい う情 報 が あ るのか わ か らない」 とい う問題 があ る。 判 例情 報 に つ いて は

「どこの裁判 所 に どの よ うな判 決が あ るか」 とい うこ とが 、 まず わ か りに く

い。大 きな事件 はマ ス コ ミで報道 して くれ るが 、マ ス コ ミが興味 や関心 の ない

事件 は報 道 されない。 したが って、判例時報 、判例 タ イム ズ、その他 公式判例

集 の書籍 になった判例 集 に頼 らざる を得ないのが現状 である。

では判例時報 、判例 タ イムズ、その他判例専 門誌 の業者 は どの よ うに して集

めてい るか とい うと、裁判所や書記 官 との長年 の関係 の 中か ら提 供 を受 けてい

るので、誰 で も容 易 に得 るこ とが で きるわけで はない。必 要な人 に平 等 に情 報

を公開す るとい う意味で は問題があ ると思われる。

もう一つ従 来の コメ ン トを得 る方法 に も問題が あ る。判 決があ る と雑誌 には

当然 の ように コメ ン トが 掲載 され るが 、 この コメ ン トは 、大 きな事 件 につい

て、主任裁判官がマ ス コミ用 に10数 年前か ら書 いてい る もの だ。 もと もとは書



か なか ったが、各 社 さま ざまに主観 を交 えて記事 を書 かれる と困るので、 この判

例 は どこにポ イン トがあ って、 どの ように理解すべ きか とい うことを原稿用 紙 に

4、5枚 に まとめた もの を発 表する ようになった。諸々の事件 について各社 別々 に

裁判所 に コメ ン トをお願 い して も、その コメ ン トの内容は、A社 、B社 、C社 一 言
一句 みんな同 じである

。 こう したや り方 は非常 に問題だ と思 われる。

それか ら、判決はすべ て ワープロで入力 され るが、提供 される情報 は紙媒体 で

あ る。 これで は、利用 者 は判決文 を再 び入力 して校 正 ししな くて は な らないの

で、費用がかか る といった課題 も生 じる。

(4)国 民 に とって本 当に役立 つ判例 こそ公開 を

判例 には、解釈 型判例 と、 ほとん ど判例集 には載 ってい ないが裁 量型判例の2

種類 ある。

裁量型判例 とは、 「懲役3年 が相 当である」 「15年が相当であ る」 、あ るい は

「損害額が1億 円が相 当であ る」 「5000万 が相 当である」 とい った ことを事例 に

即 して判決 を行 う。一般 に私 た ちの興味があ るの は、 「この事件 だった ら どの く

らいの損害賠 償が取 れ るか」 、あ るい は 「この事件 だった ら私 は実刑 になるの

か 、それ と も執行猶予 になるのか」 とい うことだろ う。

実際 、訴訟 を起 こ して も実 際に取 れる金額 についての見通 しは曖昧 であ る。 と

ころが裁判所 は、判例集 に載 らない、裁量型判例 を持 っている。 この裁 量型判例

を2万 件、3万 件 と調べ る と、例 えば離婚 の慰謝料等の予測 もで きる。 こう した国

民 にとって有効 な裁量型判例 とい う情報 も情報公開の対 象にす るべ きだ と思 われ

る。

さ らに裁判結果 は、地域差がある。東京では刑事事件で懲役5年 が、地方の場合 は

懲役7年 とい うように、都会ほ ど刑が軽 い。判例データとして公開 されることによっ

て、何 か トラブル に巻 き込 まれて も、裁判のあ り方について予測が で き、一般 国

民 が法律 に明 る くな り、国民 にとって役に立つ情報 と言 えよう。

そ れか ら先 に、 「当事者 」 で検索 し実 演 したが、当事者 とい うの はプ ラ イバ

シーがあって非常 に難 しい問題 を含 んでい る。当社 で も、当事者 で検索 して も、

プ ライバ シーに関わる情報 が容易に出て こない配慮 をソフ トに してい る。

反面 これが充実す る と、例 えば どこか と取引 しようとい うときに、○○株 式会

社 の代表取締役 の個 人名 で検索す るこ とがで きる。 そ うする と過去 に民事事 件や

刑事事件、そ うい うもの を起 こ した会社 ならば、 さらに調査 した り、あるいは取

引 をやめ るこ とに よって危険 回避 も可能 となる。

(5)全 判例 のデ ータベ ース化 を

本 当に必要 なこ とは、全 判例 をデ ー ターベース化 であろ う。行 政の情報 を磁気

テープの まま提供す る とい うことは非常 に重 要であ り、行政か らの 情報公 開の第



一歩 であ る
。 しか し法令 デ ー タベ ースの場合 も、業者 に直接 提供 す る とい う方

法 は とらず に、行 政情報 システム研 究所 な どの社 団法人 を通 じて提 供 す る よう

な受 け皿が必 要になってい る。

(6)行 政 、司法 ・立 法 を含 む情報 公開全体の問題点

それ では、 こう した背景 を踏 まえて、行 政 、司 法 ・立法 を含 む情報 公 開全体

の問題点 を次の ように ま とめ ることがで きる。

平成6年 ごろ、内 閣に官民地方一体で今後 の情報 のあ り方 を考 え る 「高度情報

通信社会通 信本部」 が設立 され た。中央各官庁 の情報 の統括 、あ るい は中央 と

地方、 あるい は行政 と民 間の間 にお ける、情報 の高度利用 を検討 す る 目的 であ

る。内 閣総 理大 臣が 本部長 とな り、各省の大 臣がその委員 にな って い るが 、そ

こで議論 されて いる内容 が国民 の も とに聞 こえて こない。 こ う した こと 自体 が

問題 であ る。 どんな内容 か を明確 に し、国 と民 間が一体 となって情報 の高度利

用 につ い て議 論 す る な らば、 そ の内容 につい ては常 にデ ー タベ ー ス振 興 セ ン

ターは もとよ り、民 間の関係業者 に も十分 に周知徹底 させ てい く必要 がある。

平成7年 度か ら通産省が 中心 となって、行政情報推進5ヶ 年計 画 を推進 してい

る。総務 庁が調整役 で 、その主 た るね らいは、民 間にお ける行 政情 報 の有 効利

用 であ る。情報 の問題 は各省 の 間で様 々な利害 が絡 んで いるので その調 整 は難

しいと思 われる。

情 報公開法 について は まだ論議 の段 階で、 ま とまって はい ない。 新 聞紙 上 で

はその案 の全文 は公 開 され ている。 「国民 の知 る権利 」 一 これ も英 語 の直訳 な

のでふ さわ しい言葉 か ど うか疑 問 であ るが 一 「知 る権 利」 の基盤 の上 に立 った

情報 公開法で は ない とい う.ことで ある。今議論 されて いるの は国民 の知 る権利

とい う もの をひ とまず置 い ておい て、情報 公開 とい う ものが議論 され てい る点

は、問題だ と思 われる。

また、民 間が官側 に対 して、 「情報 を提供 して欲 しい」 と言 うのか 、 「提 供

して下 さい」 とい うのか 、 「提 供す るのが当然 であ る」 と言 うのか 、提 供 して

もらうのが 自分の権利 だ と言 うの か、色々 な考 え方が で きる。 この時 、行 政 を

含 め た官側が 、あ るい は国民 が、 どの ように説得 す れば納 得 す るのか、 その大

前提 の ところを、本音 の部分で議論 す る必要があ る。

(7)官 側 にも情 報 を提供 するインセンテ ィブや利益 を

役所 の本音 と して は、情 報 を公 開 して どん なイ ンセ ンテ ィブが あ るのか、役

所 に どうい うメ リッ トが あ るの か とい う点 であ る。何 に もメ リッ トはない じゃ

ないか と。 うま くい って もともと、上 手 く行 か なけれ ば非難 され る。 しか もそ

れ は 自分 た ちの本来 の仕事 に関係 ない。 これで はい くら行 政が取 り組 んだ とし

て も、建 て前論 では賛成 す る ものの 、本音 の部分 では なか なか同意 を得 られな



い と思 われ る。

もう一 つは、行政機 関等 の情報 の提供 は、各省庁 、あるいは地 方官庁がば らば

らに取 り組 んでいる。 どんな情報 をどの ような方法や形で提供す るかが まち まち

である。通産省 は通産省 の立場 か ら、建設省 は建設省 の立場 か らとい うのが現状

である。各省庁 を統一 した理念あるいは基準 とい うものの策定、 開示が望 まれ て

いる。 それが ない ことには現実的には進 まない と思わ れる。 さらに地 方分権 が言

われているなか、地方 には地方の複雑 な利害が絡 んで いるので、 問題 は一層複雑

である。

(8)特 定の企業 や業者 に利益 をもた らせないために

情報 の提供 の名の もとに、特定の業者や特定 の企業 に優先 的に情報 を開示 し、

特定 の会社 、あ るいは特 定の ものに利益 を与 えるこ とにならないか、 とい う懸念

もある。

ど うい うこ とか とい う と、官側が 、特 定企 業 とか業者 に情報 を優先 的 に開示

し、情報公 開の趣 旨に反す るのではないか とい うことだ。

官 と しては、仮 にこ うい う情報 を出 して、 「正 当な使 われ方が されれば良い け

ども、予想外 の使 われ方 をされて、 自分の省 や庁 に どういう不利益 が返 って くる

か も しれない」 とい うことを絶えず念頭 においているのは間違 いない。使 われ方

の想定 がで きる場合 は よいが、 「予 想 もしない ような使 われ方 にな った ら どうな

るだろ う」、 「そ ういった危 険が1パ ーセ ン トで もある情報 は、 これは開示 しな

いに限る」 とい うような ことにな りかねない。 したが って、官民 間の相 互不信 、

とりわけ、官側 に民 間不信 と、 こうい う点について検討する必要 があ ると思 われ

る。

それ か ら、 どの省庁 、 どの地方公 共団体 に どの ような情報が存 在 して い るの

か、 どこか ら入手 で きるのか とい った、情報 が不明 なので、開示 を求 め よ うとし

て も求 め ようが ない。行 政情報 システム化 の中心 に、 ク リア リングシステ ム、所

在案 内システム とい うもの を各省庁 共同で構築 中 とい うことも聞 いてい るが、 と

りあえず タイ トル程度 で も、 どこの省 に公 開で きるどんな情報が あ るのか必要で

ある。

(9)官 の情報 は本当 に役 に立 つの か

以前 、デー タベースの関係 者が集 まった ときに一部 の人か らこんな意見が 出た

こ とがあ る。 「行政情報 は ビジネスに本 当に役 に立つ のか」 とい う意見 であ る。

私 は、味付けすれば立派 に ビジネスになる と考える。

加 えて、積極 的な提案 と して、行 政情 報 を引 っぱ り出すためには、 ど うして も

間に社団法人等 の公益性 のあ る受 け皿が必要 となる。 その受 け皿 の元 に行 政か ら

情報 を入れて、 そこか ら民 間へ流す とい うシステムが どうして も必 要であ る とと



思われる。官側 と民 間側 とが定期 的 に接触 して、お互 いに忌揮 の ない意見 を述べ

合 う機 会 を定期 的 に開催 す る とい うところが重 要 で、定期 的 な会合 の 過程 を記

憶 ・蓄積す る機関 を設定す る必 要 である。

い ま橋 本内閣は情報公 開、行政情 報の公 開、 その他 いろいろ改 革的な ことをや

ろうとしている。情報公 開の一環 として様 々な提案やその実行 には、今が チ ャン

スだ と思 われ る。今 こそ皆 さん と官が一体 とな って、情報 公開 に向けて2歩 で も

3歩 で も進歩す る時期 である。 そのためにはデー タベ ース振興 セ ンターが 中心 と

なって積極的 にや って もらうとい うのが一番い いので はない だろ うか と感 じてい

る。



第川章 提 言



「

提

[1]政 府 と民間の役割 分担

次代の主力 産業 ともい える情報産業の発展 には、国民各層 の情報技術 の高度化

と一般化 が基礎 インフラと して欠かせ ない。情報技術 には、ハ ー ドウェア、通信

環=境としてのネ ッ トワー クは もちろんの こと、利用技術 としての ソフ トウェ アお

よびデー タベースに代 表 され るコンテ ンツそれぞれ も含 まれ、一体 となって有機

的 に発展すべ きものであ る。'

情報内容(コ ンテ ンツ)の 代 表 とで も言 うべ きデー タベ ースについては、公 的

分野、民 間 を問わず、近年極 めて大 きな役割 を果 た してい る。 デー タベ ースの商

用サー ビス については、先行 す る米 国の市場が 日本 の約6倍 の規模 に達 し、年 々

着実 にその成長が観測 されている。

日米の情報提 供産業の 開きを見てみ ると、情報 内容 の提供 に関 して特徴 的 な違

いが政府情報 の公 開のあ り方で見 られ る。原則 あ らゆる政府情報 は公 開 され るべ

きとして、長年 その提 供のあ り方 を洗練 させ て来 た米国 と、公 開すべ き政府 情報

に制限 を設け、限 られ た情報資源 をもとに、限定 的な情報 サー ビス を展 開 して き

た我が国 とは、政府情 報の提 供のあ り方に関 して大 きな開 きが ある。 この点、9

6年10月 に米 国で成 立 した、 「電子情報公 開法」 は、66年 に成立 した、 「情

報の 自由」 法 を時代 の要請 に合 わせ改正、提供 の よ りス ピー ドア ップを目指 した

もの といえる。

「米国 は情報 開示 と納税者への説明義務(ア カウンタビリテ ィ)と い う民主主

義の大原則 の上 に成 り立つ」 とす るク リン トン大統領の声 明は、雄弁 に米国の情

報公開の精神 を示 してい るといえ よう。

現在国内では、行 政情報 をは じめ と した公的情報 の公 開のあ り方 をめ ぐって議

論が続いている。96年12月 には、行 政改革委員会 の情報公 開部 会が情報公開

法要綱案 を総理大 臣 に提 出。政府 は97年 度 中の国会提 出を 目指 して法案の作成

作業中である。

従来、公開で きる公的情報の基準が示 され、その範 囲内で開示 されてい た もの

が、行 政機 関が所有 す る情報 は原則すべ て公開 されるべ きとす る新 しい法の精神

は、米国に30年 遅 れてや っと形 をみるこ とにな りつつあ る。

公開 され た政府 情報 は活用 され てこそ、その価値 は高 まる とい える。 こう した

情報資源 の高度 な活用 こそ、 自由 な発 想 と競争 に もとず く民間の役割が大 きい。

時系列的 な情報 の整理、横断的 な比較 など、公 開 された政府情 報 にいわゆ る付加

価値 を付 けて提供 す る工夫や、民 間サ イ ドで提 供す る際に取 り組 むべ き課題 は、

い くらで も見 いだせ よう。

もちろん、公的部 門が 、いわゆる民 間でで きる分野 に進出、民業 を圧迫す るな

ど、あ ってはな らない。



行 政情報 を始め と した公 的情報 の政府 か ら国民 への スム ーズ な伝達 は、開か

れた社 会における基本 的な機能 として整備 されるべ き領域の一つ であ る。

行 政情 報の提供 が軌道 に乗 りつつあ る現在 、残 された課題 は、 その提供 方法

のあ りか た、運用 方法 な どにその重 点が 移 りつつあ る。せ っか く、情報提 供が

決 まって も、相変 わ らず 、紙 で行 わ れた り、手続 きが煩雑 であ った り、所 在が

わか りに くか った りで は困 る。 そ うな らない ため に も、行政情 報 の提供 のあ り

方 に関 し、政府 と民 間が議論 し合 える場の設置 が望 まれる。

[2]政 府

内閣の高度 情報通信社 会推進 本部 は平成7年2月 の決定 にお いて 、公共分野

の情報 化(公 共分野 の アプ リケー シ ョンの開発 ・普 及)に つ いて以 下の よ うに

述べ てい る。 「公共分野 の情 報化 につい ては、我 が国社 会全体 の情報化 推進 の

起爆剤 として期 待 されて いる ところであ り、政府 は、国民誰 もが充実 した公 共

サ ー ビス を享 受 で きる よ う、 自 らユ ーザ ー として先進 的 アプ リケー シ ョンの開

発 ・導入 な ど先導的 な役割 を果 た して い く必要 があ るため、総合 的 、計 画 的に

施策 を講 じてい く」 と して、 「各省 庁が分野毎 の 目標、 中期 的施 策 、その進 め

方等 を内容 とす る実施指針 を策定 し、明 らかにす る」 ことを約束 した。

これ に もとつ いて、行 政 の情報化 、教 育 ・研究 ・学術 ・文化 ・スポ ーツ分野

の情 報化 、保 健 ・医療 ・福 祉 の情報 化 、道路 ・交 通 ・車両の情 報化 、防 災の情

報化 な どが具 体的 に示 されたの であ るが 、行 政の情 報化 につ いてみ ると、 「行

政 の事務 ・事 業及 び組織 を改革す る ための重 要 な手段 であ り、その積 極 的 な推

進 を図 る ことに より、国民 の立場 に立 った効率 的 ・効果 的な行 政 の実現 につ な

が る」 としてい る。 さ らには、 「行 政 のあ らゆ る分野 において、情 報 システ ム

の利用 を行政 の組織 活動 に不可 欠な もの と して定着 させ 、行 政内部 の コ ミュニ

ケー シ ョンの円滑化 、情報 の共有 化 に よる政策 決定 の迅速化等 の行 政運営 の質

的向上 と、国民へ の情 報提供 の高度 化 、行 政手続 きの効率化等 の行 政サ ー ビス

の向上 を図る ため、セ キュ リテ ィの確保等 に留 意 しつ つ、 「紙」 に よる情 報 の

処理 か らネ ッ トワー クを駆使 した電子化 された情報 の処理へ 移行 し、 「電子的

な政府」 の実現 を進 める」 と した。 また、平成8年12月 に閣議 決定 され た行政

改革 プロ グラムでは行 政 の情 報化 をさ らに具体 化 して、 「申請 ・届 出等手 続 き

の電子 化 ・オ ン ライ ン化 」 の 早期 の実施 に加 えて 「行 政情報 の イン ター ネ ッ

ト、CD-ROM等 電子 的 な手段 ・媒体 による国民へ の提供 につい ては、提供

機 関の拡大 、提供 内容の充 実 、 タ イム リー な提供等 を一層推 進す る。 また、行

政情 報の 入手 を容易 にす る ための所在案 内 シス テムについて は、政府 で決定 し

た統一 的な仕様 に基づ き、平成11年 度末 までに整備す る」 と している。 これに



併せて、霞が関WAN(省 庁 間 ネッ トワーク)の 一層 の高度利用が述べ られてい

る。一方 、米 国では本 報告書 に抜粋 が収録 されて いる 「米国行政情報提供利用調

査団報告書」が示す ように、 「電子 的な政府」が具体的 に実現 され てい る。例 え

ば連邦議会情報 をイン ターネ ッ トにおいて提 供 してい るサ イ ト 「THOMAS」 で

は、報告書 に述べ られている議会議事録、注 目法案 に加 えて現在で はサー ビスが

多様化 している。今 日では、 「今週 の議会」 「法案」 「議 会議事録」 「委員会情

報」 「歴史的資料」 「立法過程」 「政府 インター ネッ ト情報 」 「議 会図書館 ウェ

ブリンク」 な どの豊富 な内容 を もって、国民 か らの アクセスに迅速 に対応 してい

る。

この ような電子的対応 は、1995年 に制定 され た 「文書業務 削減法」 に もとつい

て策定 され た情報管理政策 のガイ ドラインの前提 と して規定 された 「連邦 政府 は

米 国内 において最 大かつ単一の情報生産者 であ り、情報収集者 であ り、情報 消費

者 であ り、情 報提供 者 であ る。 政府情報 は価値 あ る国家資 源 であ る。 政府情報

は、国民 に過去 、現 在 、未来 にわた る米 国政府 、米 国社 会、米 国経済 に関す る知

識 を与 え、 またそれ 自体が市場 において経済的 な価値 を持つ商 品 となる」 とい う

認識 に もとつ くものであ る。政府 情報が価値 ある国家資源 であるばか りか 、その

情報が市場 において経 済的 な価値 をもつ とい う認識 は非常 に大事 であ り、 この よ

うな認識の もと、既 に インター ネッ トな どを利用 して電子的情報が広範 に提供 さ

れている ことに注 目 しなければ ならない。高度情報通信社会 の実現 をめ ざして策

定 された我 が国政府 の施策であ るが、デー タベ ース産業の育成 とい う観点 か ら米

国政府 の現実 の行動 を参照す ると、政策課題 として以下の ような点 に留意す る必

要があろ う。

1.様 々な行政情報の電子的提供 の予定表 ・プログラムの具体的開示

平成7年 度か らの5カ 年計 画 「行 政情報化推進計画」 によ り設置 され た平成9

年か らの霞 が関WANの 始動 を始 め、 白書 、審 議会答 申、統 計情報 の電子 化 な

ど、行政情報の電子 的提 供計 画が具体化 しつつあ る。そ こで政府 に期待 したいの

は、行政情報の電子 的提 供指針 であ る 「基本計画」 「共通実施計画」 「各省庁別

計画」 な どの 「行政情報化推進計 画」 の進捗 ・改訂状況 を定期 的に明 らか に し、

「基本計画」 に盛 られた内容 の うち前倒 しが可能 な もの は どん どん前倒 しを行 う

とともに、遅 くとも計 画終了年度 までには全 てのプログラムが完 了す るこ とが望

まれ る。

2.情 報 の提供基準 ・ルー トの明確化

行政機 関な どの情報 の提供 は、従来、各省庁 、あるいは地 方の行政機 関がば ら



ば らに取 り組 んでい た。 その基準 も、いか なる情報 をどの ような方法や形 で提供

するかが まちまちであ った。平成7年 度 か らの 「行 政情報化推進計画」 では、各

省庁 を統一 した理念 と して国民への提供の高度化、電子的提供が うたわれてい る

が、平成9年3月 末の実施状況 を見 る限 りでは、必 ず しも全省庁が足並み をそろ

えて進 んでいる とは思 われ ない。 また,現 時点 では提 供ルー トもインターネ ッ ト

あ り、パ ソコン通信 あ りと足並みが揃 ってい ないばか りか、その資料 の全 てを、

提供す るのか、その一部 なのか に関 して、は っき りとした基準が見 えて こない。

ここで、望み たいのは、計画 に盛 り込 まれた各 々の項 目が計画年度 のいつ までに

実施 されるのか 明 らかに して もらいたい。

また、行政情報 の提 供 に際 して は、特 定の機関や企業 に優 先的に情 報 を開示す

るので はな く、公平 に行 われる必要があ ろう。

3.様 々な行政情報の分野別所在案内の充実強化

現在 、膨大 な量 と種類 の政府 の情報 に関 して、その全 部の所在 を明 らかに して

くれ るク リア リングの システムや、統一 した案内窓口 とい うものが存在 しない。

今後官 の情報 のデ ジ タル化が進 んで も、この よ うな機 能が存在 しない と民 間での

政府情報 の活用 は進 まない。行政情報の提供 をは じめ とした公的情報の提供過程

にお いて、 これ ら情報 の ア クセ シビ リテ ィーに関す る機能 の整備 は不可 欠で あ

る。

さらに、 どの省庁 、 どの地方公共 団体 に どの ような情報が存在 して いるのか、

どこか ら入手 で きるのか といった、行政情報の クリア リング ・システム、所在案

内システムの早期 完成が望 まれ る。行 政情報化推進計画 で構築が うたわれ ている

総務庁 のパ イロッ トシステムが現在整備 されてお り、97年 度 の完成予定 とされて

いる。行政改革 プ ログラムで もうたわれてい る通 り、全省庁 をカバーす るシステ

ムの開発 も遅滞 な く進 めて もらいたい。

4.行 政情報 の民間企業 への合理的手段 ・料金 での提供

(1)政 府 か ら民 間へ の提供料金

日本 にお ける経 済統計 など行政情報のデー タベースに関 して、民 間への提供 価

格は海外 に比 べ て、一部 で2～3倍 の料金が設定 され ていると言 われてい る。 日

本では主 として ヨーロ ッパの実状 を参考 に1986-7年 頃、民間事 業者への情報提供



は、その業者が第3者 提 供 を前提 にデ ータ(情 報)を 購入 す る場合 は、当該業者

の社 内使用の3倍 とい う基準が定め られてそれが現在 も継続 してい る。 また、印

刷物 の例 でみ ると、 レポ ー トや報告書 は無 料 なの に、白書 などの印刷 物 は有料 で

ある。 同様 な情報で も媒体やそ の種類 によって価格は まち まちであ るとい う現状

は、民 間が政府の情報 を活用す る上で好 ま しい とは言 えない。米国 を例 に見 る と

民 間事業者であ るLEGI-SLATE社 が政府印刷局 に支払 って いるの は年 間お よそ

6600ド ル という低料 金であ る。 ア メ リカでは法律(文 書 削減法 な ど)や 通達で政

府の情報 の提供 に際 してはデー タベ ースの作成や、その加工 再編 にかか った費用

までは請求 しない こ とになって いる。

今後 はこの ような諸外 国の状 況 も考 えて、 より低廉 な提供料 金体系 を決 める必

要があ る。

(2)行 政情報の デジ タル化の推進

根本的 な問題 であ るが、政府 か ら民 間へ の情報がデ ジ タル化 されて提 供 されて

いる ものが少ない ことが 、 これ まで、公 的情報提供 に際 しての民 間のサ ー ビス コ

ス トの改善 や、情 報活用 に大 きなブ レーキ となっていた。 政府 内部 での情報 収

集、活用のデジ タル化対応 が遅 れてい たことが大 きな原因 であるが 、行 政情報の

デジタル提供 を含 めた 「行 政情 報化推進計画」 や、 「行政改革 プロ グラム」で言

及されて いる行政情報 のデジ タル化 を、着 実に実現 して もらいたい。先行 して整

備が進 んでい る白書 な どのCD-ROM化 は まだ一部の省庁 に限定 されてお り、

インター ネ ッ トで の公 開 もまだ限 られ てい る。提 供機 関 の拡 大 、提 供内容 の充

実、 タイム リーな提 供な ど一層 の推進が望 まれる。

(3)デ ー タの標 準化 に関 す る問題

情報の整備

民間での情報活用を視野に入れた政府の

政府 が政府内部でデ ー タベ ースを構築す る際、民間での活用 を視野 に入 れた基

準整備が望 まれ る。 アメ リカの国立医学 図書館のデー タベースの よ うに、政府 サ

イ ドでのデータベース構 築 に際 して厳密 な取 り決めが徹底 されてい る ところは、

利用が スムーズ にで きる。今後政府 の情報 を公 開す る際ぜ ひ見習 って もらい たい

ところだ。

国勢調査 な どの ように調査業務 に基づ く情報 は一般的 に標準化 されやすいが 、

行政業務 に付随 して発生す る情報 はその性 質上標準化が難 しい面が残 り得 る。 し

か しなが ら、今後政府 内部 だけに とどまらず、民 間を も含 めた情報 の共有化 を前

提 に した情報 の高度利用が求 め られ るようになる と、原 デー タの標準化 が欠 かせ

な くなって くる。

また情報その ものの標準化 の他 に、 コー ド体系の標準化 な ど、情報内容の統 一

的扱 いに関する基準設定 も必要 だろ う。



産業 コー ド、住所 コー ド、図書 コー ドな どの コー ド化 の際 、政府機 関、民 間

などそれぞれ の現 場 でば らば らに取 り組 まれ、結果的 に整 合性 のあ る統一 的 な

取 り扱 いで無 用 な混乱 を招 い たケースが ある といわれ てい る。 こう した、政府

と民 間での共通利 用 が見込 まれ る情報 は 、関係 者の協議 の場 を設 定す るか、 関

係 団体 な どを通 じた事前打 ち合 わせが望 まれる。 さらに、SGMLな どの ような

記述形式 の標準化 も今後重 要 な課題 になって くる。

(4)個 票 な ど原 デー タの提 供の問題

個 票 デー タは、1次 情報 と して公 開 されれ ば、それ を集計 した統計 の原典 に

あた るとい う意 味 で非常 に利 用 価値 が高 い もの である。 しか しなが ら、わ が国

では特 にプ ライバ シー の問題 な どと も関連 して取扱 いが難 しい問題 であ るこ と

も事実 であ る。 本 問題 につい ては、統計審議 会 で審議 が進 め られて いる 「提 供

形態の多様化」 に関す る結論が速やか に得 られ ることを期待 したい。

5.民 間で加工 され た情報 の政府 にお ける積極 的活用

民 間で開発 され 、編集 された情 報(公 的情報 も含め て)の 活用 につ いて、政

府 の側 で は予 算措 置 を含 めて 、積 極 的 に取 り組 むべ きであ る。 「行 政情報 化推

進計 画」 に盛 り込 まれ てい る外 部デ ー タベ ースの活 用 はニ ュース な ど政府 外の

情報 に限定 され てい るが 、民 間で開発 され た政府情 報 を含 むデー タベ ー スの利

用が合 理的 な場合 な ど、活用検討の余地 を残すべ きである。

[3]民 間

我 が 国では政 府 の電子 化 の進 行 に並 行 して、 イ ンターネ ッ トな どの急 速 な普

及に よ り民 間 での電子化 が加 速 してい る。 そ こでは 、社 内業務 の か な りの部 分

が電子 化 され る と同時 にデ ー タベ ース も構築 され、 また同業種 ・異 業種 間で の

商取 引 もネ ッ トワー ク を経 由 して行 なうこ とが 国際的 に も具体 化 しつ つあ る。

そ れに伴 い、信頼 で きるデー タベ ースの構 築が求 め られている。米 国 の情 報管

理政策 で は、 「政府 情報 の電子 フ ォーマ ッ トを含 む幅広 いメデ ィアで の情 報流

通 は 、政府 機 関 お よび国民 が 情報 利用 す る上 で大 きな柔軟 性 を与 え る」 と し

て、民 間 にお け る政 府情報 の積極 的活用 を推 進 してい る。 だが イ ンターネ ッ ト

を利 用 した情報提 供 と情報収 集 は、 日々増 殖す る情 報量の増 大 に よって検索 の

困難 さを増 しつつあ るこ とも事実 であ る。 先述の 「米国行 政情報 提供 利用調 査



団報告書」 は民 間にお け る政府情報 の利用 について、 「インター ネッ トに よる政

府機関の直接的 な情報提 供拡大 に よ り、政府 の情報提供 と民 間のサー ビス との競

合関係 が生 まれ」 ている ことを指摘 しているが、民 間のデー タベ ース作成者 は、

「システムの使 い勝手 、索 引付 け、遡 及 レコー ド、ハ イパー テキス ト ・リンク」

などの付加 価値 に よって 「政府情報 と差別化 を図 り、情報の速報性 ・幅 ・詳細 さ

の面 で政府情報 より質 の高 い製 品を提供 し、学生や研 究者 を含 む幅広 い層 のユ ー

ザーに利用 されてい る」 としてい る。

公的情報資源の利用 に関 して30年 以上 も先行 し、情報技術の高度利用に関 して一

歩 先 をい く米国の動 きは、これか らの我が国の情報提供のあ り方 に多大 な ヒン ト

を与 えて くれ る もの と思 われ る。

公的情報 を情報源 とし、商用サ ー ビスをす る事業者は、提 供内容へ の付加 価値

の付与、ユ ーザー インターフースの高度化 あ るいは市場 の実態 に合 わせ た利用 し

やす い価格設定 な ど、 自 らの技術 を高 め、市場 の拡大 に向けた環境の整備 に努力

する必要があ ろう。 また、国民の情報技術 の高度化 、情報 リテ ラシー向上 は民 間

側 だけの努力では限 りがあ り、官 民一体 となって取 り組む課題 であろ う。

1.ユ ーザ ーのニーズ に対応 した価値 ある情報 の提供(い わゆ る付加価値 の つい

た情報提供)

今後、行政 を始め と とした公的機 関の情報公 開が進 むにつれ、い わゆる公的情

報の原デ ー タをその まま提供す る形態での、情報提 供のあ り方は通用 しな くなっ

て くる。あ らゆ る付 加価値 を付 けて、政府情報 と差 別化 を図 り、情報の速報性 ・

幅 ・詳細 さの面 で政府情報 よ り質の高 い製品 を提供 し、学生 や研 究者 を含 む幅広

い層のユ ーザー に利用 され るように しな くて ならない。 そのため 、データベ ース

ユ ーザーの拡大 や利用 を促進 す る ためには、民 間事業者 はユ ーザ ーのニ ーズ を

もっと探 る必 要性 があ る。ユーザの視点 に立 った情報 内容 の提 供が これ まで以上

に求め られている。

インターネ ッ トの急速 な広 が りは、今後のデー タベース産業 に大 きな影響 を与

える もの と考え られる。特 に公的情報が インター ネッ ト上 で無料 で提供 される と

い う事 態 は情報提供 をビジネス とす るデー タベース産 業には大 きな脅威で ある。

しか し情報の質や、ユーザーの利 便性 とい う面で は、現状 の イン ターネ ッ ト上 の

情報提 供 は必 ず しも充分 とは言 えない。 またインター ネ ッ トの仕組み 自体が これ

らをユーザーに保証 す る仕組 み となっていない以上、情報提 供 ビジネスが本 来の

付加価値 サー ビスに特化 す ることで成立 し続 けることは十分可能 である。今後 は

インター ネ ッ トを一 つの メデ ィア としてそれ を取 り込んだサー ビス(複 合 的な情

報提供の ための インフラ としての活用 な ど)に デ ータベース事業者 は積極 的に取

り組んでい くこと大事 だ。



2.ユ ー ザ ー の求 め るデ ー タへ の ア ク セ スの さ らな る容 易化

インター フ ェースに関 して も、現状 の ようなテキス トベ ース での コマ ン ド検

索 な どでは 、特 定の専 門家以 外が デー タベ ース を活用 を しようの もハ ー ドルが

高す ぎる とい う印象が残 る。 デ ー タベー スの提 供者 は、これ まで以上 に、提供

シス テムの改良 ・高度化 を通 じて 、利用 者 に よ り使 いやす い環境 を提 供 すべ き

であ る。 例 を あげ れ ば、複 数 の デ ー タベ ース を統 一 的 に扱 う機能 や検 索 した

デー タを利用 者が独 自に加 工 を出来 る ようにす るな ど、使 う側 に よ り一層 配慮

した シス テムの提供 が望 まれ る。 また複合 した情報 を再編 して付 加 価値 の高い

情報 を得 たい といっ た高度 なニー ズを持 つユ ーザーへ の個 別 の対応 も今後必 要

になって くる と考 え られ る。

さらに情報 内容 のマ ルチ メデ ィア化 に関 して も、ユ ーザー の希 望高 い分野 で

あ り、今後民 間事業者が積極 的 に取 り組むべ きであろ う。

3.コ ス トダ ウンを図 りコンペテ ィテ ィブプ ライスでの情報提供

エ ン ドユ ーザーの デー タベ ース に関す る利用料 金の割高感 は根 強 く残 ってい

る。 これ を解決 す るため には、電話料 金 、デー タベー スの入力 コス トに含 まれ

る人件費 な ど、容易 には解決 しに くい要素 も含 まれ る。 しか し、 あ らゆる分野

で市 場経済 を前提 と した価格 の合 理化 が進行 している社会の趨勢 か らす れば、

デー タベ ース産業 も価格競 争へ の対応 は避 け られない。 この こ とは、結果 と し

て市場 の裾野 の広が り、新規 ユ ーザ ー層 の拡大 な ど結 びつ く可 能性 に もつ なが

る。

4.価 値 ある情報(有 料)に 対す るユーザ ー(国 民)意 識の高揚

イ ンター ネ ッ トの普 及 もあ って 、デ ー タベース な どの コンテ ンツの著作権 や

有益 な情報 の利用 に対 す るユ ーザ ーの コス ト意識 を本格 的に論 議 しなけれ ばな

らない段 階 に来 てい る。 また情 報化教 育 の一環で、エ ン ドユ ーザ ーの情 報 リテ

ラ シー向上 に向 けた取 り組 み を官民共 同 で行 うこと も急務 であ る。 これ は単 に

コ ンピュー タが使 え る とい うような コンピュー タリテ ラシーの向上 に とど まる

のでは な く、情 報 の活用能 力 の高度化 まで を含 めた もの でなけれ ば な らない。

こ う した活 動 を通 じて 、情 報技 術 の 国民 へ の広範 な伝播 ・浸 透 は結 果 的 に 、

デ ー タベ ース産業 な どの コンテ ンツ ・ビジネスの裾野 拡大 につ なが る ことにな

ろう。



㊥



第IV章 資料編



「データベース検討委員会 討議意見集」

委員意見集 は、議事録か ら討議 内容 の部分

のみ を、発言順序等 をその ままに無記 名式

で作成 した。 また討議 は1994.12～1996.3に

行 われ た ものであ り、現 状にそ ぐわない意

見 も含 まれる

データベ ース検 討委員会

平成6年 度第一回委 員会 日時1994.12.22

(発言者A)
・本委員会は、事務局側で叩き台を用意 しその

内容に皆 さんのご承認をいただ くといった従

来型の委員会活動ではな く、自由討議を中心

としてた課題抽出型の委員会活動 としたい。
・議題は行政情報の問題に特化 しないが、時期

的に行政の情報化は本格化 し始めているため

重要。
・より広い範囲の情報化の問題は、本委員会と

は分け、ユーザー専門委員会の方 で扱 いた

い 。

(ユ ー ザー専 門委員会)
・デー タベースに話 を限 らず

、イ ンフラな ども

含め、国民全体の情報化 問題 を考 えたい。

・一応 デー タベ ース と話 を関連付 けなが らも
、

専 門委員会 とい うよ りは、並行 して同時 に進

める独 立委員 会 と して考 えている。新 年度

か らは、通 産省直 轄の別 委員 会と してい きた

いo

・当面の メンバーは
、主 にデー タベースのパ

ワーユ ーザ ーを中心に選考 中。

(発 言者B)

・デー タベ ースは大型/汎 用機 の時代 か ら
、個

人のパ ソ コン/ネ ッ トワー クなどによる利用

へ、大 き くその利用形態 を拡げてい る。

・その拡 が りと同時に
、 「高度」 な情報流通の

仕組み を作 ってい くこ とが、産業 と しての活

性化 にも繋がるのだろ う。

(発言者C)

・デ ー タベースの構築 には大変 な人手がかか っ

てお り、作る側 と して は情 報 を高い値段 で提

供 したい。 しか しユーザ ーの立場 か ら見 る と

その逆であ り、提 供側の論理 と市場 の論 理の

間で揺 れているのが現状。

・一方 で、NTTの 通 信料 金の高 さなども、デー

タベー ス利用 普及 をめ ぐる一種の阻害要因に

なっている と考 えられ る。

(発言者D)

・本 来、情報化の原点は供給 側ではな く、 シス

テムを使 うユ ーザー側 にあ る。 しか しこれ ま

では作 り手の論理 で進 め られて きた ことが、

現 在、様 々な問題 を引 き起 こ している。

(発言者E)

・情 報の鮮度 はそ こか ら出て くる成果 を左 右す

る。 デー タベ ースは価値 ある情報収集 に大 き

な役割 を担 ったこ とを、 日頃の業務 を通 じ実

感 している。

・しか し今年 のデー タベー ス白書 を見て も、国

産 データベ ースの数 はアメ リカの五分の一。

国の情報資源の整備 を、 それを国民 が どう利

用 するか まで含めて検討 してい くこ とは、時

宜 を得 たテーマ だろ う。

(発言者F)
・パ ソコン通信のユ ーザ ーは非常 に増 えてい る

が、以前 のユ ーザーほ どデータベ ース を利用

しない傾向が見 られ る。

・メデ ィア技術 が進 化 してい く中 で、 デ ー タ

ベ ースの作 り方 も変 わ ってい くだ ろ う。 また

ユ ーザー側 のデー タ処理 能力 も、パ ソコ ンの

普及等 向上 している。今後は これ までのデー

タベ ースの形態 にこだわ る必 要 もないのだろ

う。

(発 言者G)

・外 資系 デー タベースが、 日本市場 に攻勢 をか

けて きている。

・ユ ーザー側 に してみれば情報は限 りな く無料

に 近 い方が い いの だろ うが 、作 る側 と して

は、 コス ト価格 とマ ーケ ッ ト価格のバ ラ ンス

をどの ようにとるかが最大 の悩 み どころであ

る。

(発言者H)
・デ ィス トリビュー ター としては

、高 く売 りた

い作 り手の気持 と、安 く買 いたいユ ーザ ーの

気持が どち らもよ くわかる。
・デ ー タベ ース はようや く社 会に定 着 して きた

と思われる と同時に、 インターネ ッ ト、マ ル

チ メデ ィア等 、情報のあ り方が 問い直 され始

めてい る中で、従来のデ ー タベ ースサー ビス

とは違 った形で再 び注 目されて いる。

・行 政情 報 は民 間デ ー タベ ース の更 に元 とな

る、加工前 の情 報 と して重要。そ れに どん な

付加価値 を付 けて提 供 していけ るか、考 えて

い きたい。

(発 言者1)
・日本の某政府系機関の情報提供料 は

、海外 の

同等機 関の二 ～三倍 。 この事 実の 中に も多 く

の問題点が含 まれてい ると思 う。

・著作権 のあ り方 も、今後のデ ー タベ ースでは

再検討す ることが必要。
・情 報の内容 が良 くて も、提供のデ ザイ ンが良

くない と片手落 ちだ。 この委 員会で は、情 報

の 「流 通」 の 問題 まで含め て検 討 して欲 し

いo

(発 言者J)
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・情報化投資が公共投資 の一環 とな りつつ ある

が 、この分野 にお ける 日米格差 は依然 として

拡が って い くばか りに感 じられる。

・当委員会で、そ れ らのギャ ップを埋 めてい く

対策 を検討で きないか。

(発 言者K)

・本委員 会及び専 門委員 会で、具体的 に どの よ

うなテ ーマが討議 されるの か?

・本 日の出席者 間で アンケー トを取 り問題点 を

洗い出 し、事 務局 側の視点 とも擦 り合 わせ た

上で、今後の議論 の焦点 を明確 にされた い。

(発言者E)
・この種の問題 は これ までに も誰 もが重視 して

きたが、具体 的な着 手の方法が わか らなかっ

た。本委員会 で答 まで出せ ない まで も問題 の

所 在 を明確 に し、ある種の ガイ ドライ ンの作

成 までは行 うべ き。 ・まずはデ ー タベ ースを

め ぐる諸問題 を、細 かい もの も含め、あ げつ

らってい くのがい い。

(発言者A)

・全 く同意見。

・ア ンケー トの実施 も構わ ないが
、今 回の議論

は事務局側か らの案 は白紙 で、 メンバ ーの討

議 を中心に進 めたい ことを理解 してほ しい。

(発言者M)

・本 委員会 の課題 は、行 政情報化 に対す る対応

検 討なのか。そ れ ともその枠 を外 れ、デ ー タ

ベース産業 全体 に言及する ものなのか?

(発言 者A)

・過 去の経緯で は行 政情 報へ の民 間対 応が課題

だったが、現在は官対民の 問題 だけでな く、

デー タベース全体の討議 を行 いたい と考 えて

いる。

・しか し過去三十年 間近 く討議 されて きた行 政

の情報化 が、 ようや く本格化 しつつある機会

で もあ り、その辺 りの視点 は当然 入れてい く

べ き。

・また
、そ こで扱 い きれ ない ような、 より広 く

基本的 な問題 についての議論 はユ ーザー専 門

委員会で と考 えている。

(発 言者L)

・本 委員 会の検討 項 目は大 き く三点 に分け られ

てい る。

・1)行 政 か ら民間への情報提供 につ いて

2)民 間 が作成 した情報 の行政 での利用 につ

いて

3)個 人 及び地域での情報利用促進 につ いて

・これ らを
、提 言 的 な形 で ま とめ てい くこ と

が 、本委員 会の 目指 す成果であ る。

(発言者N)

・こ こ1～2年 、行政 の情 報化には新 たな動 き

が あ り、各官庁が努力 を重 ねてい る。 この情

報化 は、民 間デ ータベ ース産業に よる付加価

値付与 によっては、新 たな産 業振 興に もなる

の ではない かと考え られる。 ・また同時 に、

デ ー タベ ース産業その ものに内在する様 々な

問題点 につ いて も、新 しい環境 変化に対応 し

て どの ような解決を図るべ きか検 討 してい き

たい。

・切 り口の違 いこそあれ、 これ らの二つの課題

は 同 じフ ィール ドに重 なってい くものだ と思

われ る。

(発 言者E)

・ブ レス トか ら始めて意識合わせ を しなが ら、

問題の所在の掘 り起 こ しを し、今後討議 を進

めてい く上での見取 り図の作成 を行 うことが

必要だろ う。

(発言者A)

・知 的資源 利用調査研 究委 員 会で の若手 メ ン

バ ーとのや り取 りの経験か ら も、あ らか じめ

フレーム を与えるのではな く、 自由なブ レス

トを中心に意見を出 し合 ってい く形態 を取 り

たい。

(発言者J)

・ビジ ネス型のデー タベ ース は、利用料 金があ

る程度かか って も使 われてい る。そ れは明確

なニーズがあるか らだが、行 政情報 に民 間は

何 を求めているのか、具体 的 なニーズが まだ

不鮮 明だ。

(発言者A)

・情 報の流通 におけるシーズ とニーズの両面 か

ら討議 し、問題 を整理 してい くことが必 要だ

ろ う。

(発言者B)

・デ ータベー スを利用す るユ ーザ ーにとって、

官/民 とい う区分はあ まり意味がない。以前

研究職 にいたが、研 究情報 は必 要に応 じ随所

か ら確保 されていた。

・官/民 を意識 し過 ぎると、逆に問題が わか り

に くくなる部分 もある。官民

・諸外 国等 々の枠 をはめずに、情報の活用 とい

う視点か ら議論 を進め るべ き。

(発 言者E)

・確 かにユーザーの視点か らする と、品質保証

は必要 だが、 デー タベースが どこで作 られた

ものか は ブ ラ ックボ ッ クスであ っ て問題 な

いo

・一方 アメ リカでは、国立医学 図書館 やNASA

等 、 国の情報が民間デー タベ ー スに よって活

性 化 させ られ るな ど、提供サ イ ドで官/民 が
一体 とな っている

。
・この よ うな情 報提供の 仕組 み を

、 プ ラ イバ

シーやセキ ュリテ ィの問題 まで含 みなが ら考

えてい くことが、当委員会の重 要な課題 では

ないか。

(発言者F)



・国の情報公開は これ まで にも努力 されて きて

いるが 、問題 は情 報が全 く未加工で面 白 くな

いこ と、事業者 としては商品化の イメー ジが

湧 かない こ とだ。

・また これ らの情 報 は、細 か い単位 で は無料

(税 金)で 入 手で きるが、それ らが まとめ ら

れ分析 の加 え られた印刷 物 とな った時 点で

は、受益者負担 として有料化 されている。

・事業 と しては、ある程度加工 しない と使 える

デー タにな らない。国の情報 のどこまで を公

開するのかは、その情報の整備作業段階 まで

含めて検討 される必要が あるの では ないか。

(発言者A)

・学 術情報 セ ンターで も同様 の議論 があった。

一次情報への付加価値付与 の問題 は
、掘 り起

こされるべ き重要 な問題 だろ う。

・行 政側 で加工 しす ぎる と、事業側で使 いに く

くなるという問題 もある。例 えば環境 問題か

ら河 川の デー タを集 めたい場 合、地域毎に加

工 されて しまった集計情 報は使 えない。河沿

いの地域のみでの集計 が必 要になる。

・この問題は、情報加工再編の技術、あ るい は

制度の問題で もあ る。

(発言者E)

・調査 会社の立場か らは、 国や 自治体の一次情

報 には大 きな価値 がある。ユ ーザ ー側の処理

能力 もパ ソコンな どの道具に よ り向上 してい

る。国の情報は、加工度 が低 い方が 良いので

はないか。

・またアメ リカの議会 の情報 は 日本 か らで もす

ぐ入手で きる。 しか し逆 に日本の こ とは、同

じ国内にいて もほ とん ど手 に入 らず わか らな

い とい う不思議な現状が ある。 これはひ とつ

の象徴的な例 にす ぎないが、 日本 の国のデー

タベー スが、頼 り甲斐の ある情報 源にな って

いない要因の一つ で もあるだろ う。

デー タベ ース検討委員会
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(発言 者0)

・本 委員会で は前 回の説明 どお り、官庁 での情

報整備 に対 し民 間側で望 むこ とを まとめ、 ま

た民 間 デー タベ ー スの官庁 での利 用 を検 討

し、あわせて地域等での デー タベ ー スの在 り

方 を考 えていきたい。

・個 々の これ まで の経験 に照 らし合 わせ 、問題

点等 を自由 に討議 し合 ってい く中か ら、課題

を抽出 し深 めてい きたい と思 う。

(発 言者E)

・当 社の業務 には、デー タの持 つ実証性 とそれ

に対す る付加価値付けが重要。

・実証性 とい う側面では、統計 デー タ/業 務 実

績 とい った個別 のデー タを、 なるべ く加工度

の低 い状態 で、網羅的 に使 える必要が ある。

・しか し日本の実状は米国 に比べ て遅 れてい る

と言 わなければな らない。デ ー タを社会資 本

やス トックとして認識す る意識が 日本では低

いが、 まず意識 を高めて い くこ とが 重要な課

題 だ と思 う。

・地方 自治体 も、 その意識 を持 って情報提 供 を

考 え、進めてほ しい。

(発言者P)

・国 と民 間が それぞれ整備 した情 報間の、整合

性の問題 を感 じる。 ・例 えば住所 コー ドや企

業 コー ドな どの コー ド類 は、現 在政府/民 間

と も独 自の整備 を してお り、利用 上の統一が

図 られてい ない。

・営 業戦略の一環 として独 自の コー ド表 を持 つ

ケース も多 い と思 うが、ユーザ ーに とって は

不便 で、 コス ト負荷 も大 きい。複雑 なマニュ

アルや コンバー ターに よって アクセスの可 能

な例 もあるが、本来情報の差別化 は別 の側 面

で行 われるべ き。

・官民一体 となって、例 えばコー ド類 な ど標準

化 で きるものは して、各種利用基盤 整備 が進

め られるべ きだ。

(発言者B)

・デ ー タベ ース普及 の為 に、その扱 い方 をで き

るだけ統 一化す るこ とは重要 。

・ただ しフ ォーマ ッ ト化 の中で、情報の内容 ま

で画一化 して しま う可能性 もあ り、気 を付 け

る必要があ る。

(発言者E)
・デ ー タベースが単なる情報の山で終 わって し

まうか、使 われ活 か される もの になるか は、

情報整備時の約束事 によって決 まって くる。

・例 えば アメ リカの 国立医 学 図書館 の デー タ

ベ ースは、厳密 な索引の付け方が決 め られて

いる結 果、大 変 スムーズ に利用 で き、英語 と

い うハ ンデ ィを越 えて 日本 から も多 く使 われ

ている。

・ユ ーザーには、情報整備上 の統 一感す らあ ま

り意識 されないのが理 想的。

・ただ しこれ らは、今後 これか ら整備 してい く

デー タベ ースに向 けた話 であ り、既 存のデ ー

タベ ースを椰楡 してい るわけではない。

(発 言者K)

・日本の産業デ ータベー スを英文化 し提供す る

際 、産業 分類 の コー ドは米国の標準分類 に準

拠 させ たが、企業の英文名称の統一 された リ

ス トがなかった。登録時 にこの よ うなデー タ

を取 ってお くこと も、基盤整備 の一環 として
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考 えるべ きだ,
・民間デ ー タベ ース産業 の運営基盤 を安定 化 さ

せる為には、民 間でペ イ しないデー タベー ス

サー ビスは国が担 当 し、ペ イす る ものについ

ては民 間に委 譲する ような計 らい も必 要だ。

・例 えば国会図書館 の司書 デー タやJICSTの 科

学技術 デー タ等 は、現在 は国のデー タベー ス

だが、 これ らは商業 的に もベ イ しやすい もの

だ と思われ る。 これ ら情報 リソー スを、民 間

が より自由に使 える構造が必 要だろ う。

・アメ リカのある利用頻度の高 い医薬品デ ータ

ベースは、当初 国が 管理 していた もの を十年

前民 間 の情 報サ ー ビス 会社が 落札 した もの

だ。 アメリカには逐次公聴 会等 の場で、官民

の役割分担が検討 される仕組 みがある。情報

の共通化/規 格化 と同時に、役割分担 の原則

を検討するべ き。

(発言者E)
・官/民 のす み分 けは非常 に重要なテーマであ

る。

・またその際、デー タベー スのオ ンライン化 な

どにおい ては、ネ ッ トワークの提 供 をどの主

体 が行 うの か とい う問題 も避 けて通れ ない だ

ろ う。 ・例 えばイ ンター ネッ トも、いつ まで

も安 定的 に利用 で きる インフラである とは 、

誰 も保証で きない。

(発言者A)
・ 「商品力 のあるデー タベー スを国が運営 して

いる」、 とい う指摘 に始 まる官/民 の役割分

担 の問題は、既 に十 年以上交 わ されて きた難

問、

・公共財 としての一次 情報整備 は、民間側で担

当 しきれ ない。 それ らを編集/加 工 して付加

価値 を付け経済財 に転化 してい く段階で、民

間の役割が明確化 して くるのだ と思 う。
・ネ ッ トワークでデー タベ ース供給 を行 う際の

利用 基盤 整備 の 問題 も、民 間には担 い きれ な

い課 題だろ う。 イ ンターネ ッ トの現状 も、商

業ベー スで利用 してい くには まだ安定 面か ら

の保 証性 が十分 でない。議論 もない まま安易

に始 めるべ きでない と思 う。

(発言者M)
・前 回い ただいた資料 を読 んだ限 りでは、官か

ら民 への情報公開 は既 に進 め られてい るよ う

だ。その実態/利 用状況 を教 えてほ しい。

'ま た、既 に進め られてい るものが、なぜ ここ

で改 めて討議 されているのか?

・行政情報が ビジ ネスにな るのな ら
、 どう して

これ まで進め られて いないのか。 おそ ら く、

本 質的に ビジネス化 しに くい ものなのでは な

いか?

(発 言 者A)

・通 産省 の情報公 開は商業統計等始 まってはい

るが、統計法 によって個 人 レベ ルのデー タが

守 られているため、詳細 な内容 の情 報が公表

で きず、精度 の高い分析作業 には使 えない状

態 である。

・ここでは 、個 人のプ ラ イバ シー保護 の判 断

と、個票 を公開す ると皆が本 当の ことを書か

な くなって しまうの ではないか とい う判断が

錯 綜 している。企業側 で も、自社 のデー タを

提 出先 に合わせ て数種類用意 している事実 な

ど、単に役所 だけの問題 とも言えない事実が

ある。

・また特許情報の電子 公開化 と民間ユーザ ーに

よる加工再 編の自由 は先行 的に進 め られてい

るに も関わ らず 、そ れを利用 し付加 価値競争

に出て くる企業が見 られない。

・どち らにおいて も問題 な のは
、エ ン ドユ ー

ザーが情報整備 の議論 に積極 的に参加 して こ

なかったことにある と思 う。

(発言者N)
・通 産省で既に進め られている情報化の実態 を

紹介する。
・各種統計や審議会要約

、政策等の プレス発表

情 報 をイ ンターネッ トで公 開 してい く。既 に

試 験的には始 めてお り、新年度 より正式 に始

める。

・通産省の通産 白書、中小 企業白書 の二つの 白

書を、来年度 よ りCD-ROMで 提 供 し始め る。

分野 間の 検索 や過去 に さか のぼ った検索 な

ど、横断性 のある多様 な情報 活用性 を目指 し

ている。

・藤沢 に行政情報デー タベー ス化のための実験

セ ン ター を作 ってお り、今年 夏 頃 に完成 す

る。文章 のSGML化 、 市町村統計の500mメ ッ

シ ュ化 をは じめ と し、横 断 的 なメ タデ ー タ

ベースの利用実験な ども行 う予定 。

・これ らの プ ロジェ ク トや実験 を進め る作業

も、ユーザーの方 々の声 を聞 きなが らや って

い きたい。

・また通産省関連の280く らいの団体 の内、50

団 体 程がパ ソコン通信 による情報提 供 をは じ

めて い る。 これ らも また別 の動 き としてあ

る。

(発言者A)

・行 政情報 デー タベースの実験 セ ンターの役割

は、民 間側 が負担で きない部 分にある。 これ

を活かすために も、ユ ーザー側 も共 に問題点

を整理 してお く必要があ る。

(発言者M)

・行 政 の情報公開は、霞 が関内部のユーザ ーに

向けては、既 にユーザーオ リンエ ンテ ッ ドで

ある と思 う。

・しか しその ままの状態 では民 間や家庭に は伝

わ りに くい情報を、新聞 やテ レビ等 のマ スメ



デ ィアが加工再編 して ビジネス化 して きた。

・行政情報の電子化 をひとつの契機 に
、行 政情

報の公開 をめ ぐる議論 が再燃 しているのだ と

思 うが、具体 的にこれまで以上の市場 が民間

/個 人側にあるかは疑問だ。

(発言者A)

・確 かに具体 的な利用 形態 は見 えていないが
、

これ らの1青報公開 には大 きな価値 があるはず

との予感はある。

・新 しいパラダイムを、民 は官に任せ す ぎる き

らいがあ る。官/民 のバ ラ ンスの とれた 日本

の情報化 には、一緒 に議論 を重 ね関わって行

く必 要が ある と思 う。

(発言者C)
・行 政情報 と言 えるのかわか らないが

、例 えば

今回の阪神大 震災 に於て 国民が最 も必要 とし

た情報 に、被災者 リス トが あると思 う。

・この データは手書 きの情 報を元 に
、各 メデ ィ

アがそれぞれ再度 タイ プ して電子化 して いる

と思 われる。最初か ら電子化 されて 、ネ ッ ト

ワークで供給 され ることで作業 ロスが な くな

り、逆 に数多 くの メリッ トが生 まれる事 例は

多 いはず だ。
・最近で は地価公示価格情報 の電子化 も進め ら

れている。記 者 クラブ等で伝 えられ るような

情報 の他に も、国民が必要 とす る情報は数多

くある と思 う。

(発言者Q)

・官 の情報化の問題 は、 ど こにどんな情報が あ

るのかが 価格等 も含 み よ くわか らない こ とだ

(特許庁 は例外的)。

・また官は 、情報公開 と言 いなが ら も、現 在は
一部 の大 手デ ィス トリビューターのみ を対象

としている。

・先ほ ど出 された、官/民 にお けるデー タベ ー

スの役割分担 も含 め、双方の代 表が話 し合っ

て行 く場づ くりが必要だ ろう。

(発 言者N)

・情 報の 内容 や在 りかが わか らない とい うの

は、 ご指摘 どお りだ と思 う。

・通産省 の情報 について は関係団体 も含め 、情

報所 在 の デー タベ ース の構 築 をア クシ ョ ン

プログラムの～環 と して進めている。

(発 言者P)

・日常 業務の中で、個 々の細 かい情報(例 えば

税務署 で公示 される情 報 など)が 電話等 で も

得 られないため、現地 に赴 き調査 しなが ら集

め て い るよ うな ケース が 数多 くあ る。 ユ ー

ザ ーが使 いたい情 報は、提 供サ イ ドの想像 を

越 えて数多 くあ ることを実感する。
・行政は

、ユ ーザ ーや民 間が どんなデー タな ら

使 えるの か、必 要 と して い るのか を明 確化

し、提供可能 な範 囲の もの を用意 して い く努

力 をす るべ きだろう。

(発 言者A)

・そ の ようなニーズ を具体的に擦 り合 わせ る場

が 、これまではなかった。行 政の情報化 は現

在急 ピッチで検討 されて いるが、単 に行政 が

情報 を公開す るのではな く、官/民 相互 に話

し合い、検討 し合いなが ら進 めてい くことが

重要だ。
・例 えば最近痛 感するのは

、一 つの情報 では価

値が よ く見 えないが、複数情報 の複 合的な利

用 によって潜在的 な価値 が浮 かび上が る情 報

が多い とい うこと。 この ように高度 な情報 の

活用形態は、行政側が単 に一方 的に所 在情 報

の公開 だけ を した ところで見 えて こないだ ろ

う。

(発言者N)

・藤 沢 の実験 セ ンターで は
、システムだけで な

く、ニ ーズや使われ方 を含め て調査研 究 して

い くことを一つ の目標 に して いる。

(発言者F)

・以 前 、.シベ リア拘留者名簿 を ネッ ト上で提 供

したが、一件 もアクセスが なかった。新聞 な

どのメデ ィアと異な り、 デー タベ ースでは具

体 的に どの情 報 に どれだ けの ア クセ スが あ

り、利用価値が あったのか わかる。

・今 回の震災 に関す るフ ォー ラム には
、昨 日6

時 間の間に6万 回、時 間に して17万 分 の アク

セ スが あ った。 これ はパ ソコ ン通 信 業者 に

とっては驚異的な数字だが 、新聞 やテ レビに

してみればたい した ことの ない数字 だ とも思

う。

・行政の情報 も
、一 日待て ば翌朝 の新聞で解説

も一緒 に読む ことがで きる。情報 の電子化 や

公 開 をあ ま り一方 的 に考 えな くて も、ユ ー

ザー側 は既 にそれな りに メデ ィア を選び利用

してい る。そのニーズの態様 を認 識す る必 要

がある。

・また
、情報がユ ーザ ーの手 に うまく行 き届か

ず 、国全体の情報化 が遅 れて いる と した ら、

それは国の問題 とい うよ りも串間で媒介 して

いるデ ィス トリビュー ターの 問題 ではないか

と反省 する部分 もあ る。

・例 えば情報検索時 に一番多 いキー ワー ドは企

業 名だが、私達は 「企業 デー タか記事デー タ

か」 「どの新聞か」 とい ったこ とを先 にユ ー

ザーに選択 させてい る。 これは供給 側の シス

テム的 な都合 をユーザー に押 しつ けている わ

けで、困難ではあ るが供給側 でやるべ き課題

は まだ数多 くある.

・情報 の電子化 を個 々のプ ロデ ューサーが行 う

ことで、相当 な人件費負担 を強い られてい る

はず。その負担が なければ、情 報の加工再編

等 の付加価値付与 にエ ネルギー を使 えるはず
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だ。

・国 はあ まり無理 をせず 、全 ての情報提供 を電

子化 して くれるだ けで 良い。 その情 報が儲か

るか儲か らないかの判断は、商 業化 してい く

中で民 間が行 な う。

・も し国が情報整備ノ 提 供の川下 までお りて く

るこ とになる と、官/民 のデー タベースのす

み 分 け問題 に、再 度 つ なが って しま うだろ

う。

(発 言者M)

・今 回の行政情報化 は、 まず霞が 関内部の 情報

化/高 度利用 のみ を目指 したもので、一般 の

利用 を想定 した情 報整備 は考 え られていない

の で は ないか?民 業 圧迫 には な らな いだ ろ

う。

(発 言者A)・ 今 回の行 政情報化 は、霞が 関に

限 った もので はない。

・個 人的に問題 祝す るの は
、情報 の高度化 、加

工再編 に よる付加 価値 付与に向 けて、民 間側

の方 に主体性が欠 けて いると思 われ るこ と。

・官 だけが情報 化 を進めて も
、民がそ の役割 を

自覚 しなが ら官 の動 き とう ま く連動 しな い

と、両輪の動 きが達成 されない。

(発言者M)

・プ ラス αの ような加工は なされ ない だろ うと

い う意味だ。

(発言者N)

・藤 沢 の実験 セ ンターに して も、対象 を通産省

に限 った もの ではない し、霞 が関 に限 った も

ので もない。

・国全 体 の情報 の 、高度 利用 を対 象 に してい

る。

(発言者H)
・民 間プロデューサーが行 政の1青報化 にお いて

担 う役割は、大変大 きい と思 う。

・行政 は個票の 問題 があるが
、な るべ くサマ ラ

イズせず素材 に近 い レベル の情 報 をデ ジ タル

で提供 してほ しい。

・民間 プロデューサ ーは
、情 報へ の付 加価値付

与 に ク リエ イテ ィビテ ィを発揮 し、 売 れ る

デー タベース に仕立 ててい く努 力が必 要だ ろ

う。

・特 許情報 に関 して、民 間プロデューサー によ

る付加価値付与 が進 んでいないが 、CD-

ROMな どに よる商品化等検討課題が多 く、

これか らだと思 う。

・行 政は、 どこにどんな情報が あるか とい った

デ ィレク トリ情 報の整備 をなるべ く迅速 に行

い、民 間か らのニーズ を素早 く取 り込 む機能

を整 えるべ き。

(発言者K)

・各 自治 体は情報の宝庫 だが 、これまでは情報

の在 りか等がユ ーザーにわか りに くかった こ

となどか ら、 うまく活用 されて こなか った。

・米国の場 合には、政府機関の提 供情 報 に関す

る月刊の カ タログがあ り、情 報の コス トや中

身 まで調べ ることがで きる。 ものによ っては

サ ンプルテープ まで入手で きるもの もあ る。

・各省庁 全てを取 りまとめ るのは難 しいだろ う

が、通産省及 び280の 関 係団体について、 リ

ソースやスペ ックまで含 んだク リア リング情

報づ くりの試 みをお願い したい。

(発 言者B)

・デ ー タベ ースに関 しては、使 いやす さ と同時

に、高度 利用に向けた活用 の しやす さの仕組

みが必 要だ と考 える。

(発言者O)
・デ ー タベ ース をめ ぐる問題 は

、十年来繰 り返

し言われて きたことで はあ るが、検討す るべ

き課題は まだ数多 くあ る。 ・情報の多重活用

に向けて、情 報の性質、政策上の問題、流通

の問題、利用 の促進等 を含んだあ らゆ る角度

か ら、問題提起 を進めてい きたい。

平成6年 度第三回委 員会 日時:1995.2.16

(木)

(発言 者O)

・前 回までに出 された問題点/ご 指摘 を、事務

局 のほ うで大 き く三つ に整理 した。

・一番 目は 「情 報の整理 の状況」 、二 番 目は

「情報 サ ー ビスの役割 ・分担 」 、三番 目は

「情 報の円滑 な流通」等 、制度 的な点 も含め

このよ うに まとめた。本 日は更に これ につ け

加 えるべ き問題 について、徹底 的に議論 し追

加 していただ きたい。

・最初の 「デー タの共通化の問題」につい ては

どうか。

(発言者M)

・た とえば新 聞記事 の よ うな テキ ス トデー タ

ベースにつ いては、分類語がついてい る。 こ

れ も共通化の問題 に含 まれ るだ ろう。

・省 庁 間デ ー タベ ースの フ ォーマ ッ ト標 準化

も、共通化の テーマに含 まれる と思 う。既 に

なん らかの基準 はあるのか も知 れないが 、企

業 コー ドや住所 コー ドに とどまらず、 フォー

マ ッ トの標準化 も考 えるべ き。

(発 言者A)

・各省 庁毎にそれぞれ調 査 目的や事務処理 に応

じ独 特 の フ ォームがあ る ため、 その よ うな

フォーマ ッ トの標準化は無理な話だろ う。

・作業分類や商標分類な どの整理について は必

要 である し、現在既 に整備 されている、 ただ

し、そ れが 守 られてい るか どうか は問題 有

り。運用上の問題 としては指摘 してお く必要

はあ ると思 う。



・例 えば東販 や日販が 、書 籍のジ ャンル コー ド

に つい て助 成 金 を得 なが ら整 理 を進 め てい

る。その一方、国立国会 図書館 も同様 の整備

をゆっ くりと進めてお り、二 つの動 きが全 く

別 々な ため、結果的 には使 えない ものになっ

て しまうのではない かとい う指摘 もされてい

る。

・全て役所 でや らなければいけないわけで もな

い。民 間で行 った方が遥 かに能率 が よい こと

も多いので、 これ まで別 々に行 っていた こと

については相互 に話 し合 い、調整 する機会 を

用意す る必 要が あるだろ う。

(発 言者E)

・書 籍分類については、国会図書館 が国際標準

を参考 に しなが ら日本の 図書 の書 誌情 報 を決

め、そ れにもとつ いて東 販や 日販 がデー タを

作成 している。 この基準 を決めたのは国会図

書館 だが、 なおかつ 国会 図書 館自身 もデー タ

を現在作成 してい る。 しか し、デー タの作成

につ いては東販や 日販の 方が素早 く小 回 りも

利 くの で、東販や 日販が 作成 したデー タを国

会 図書館が使 って もよい のではないか とい う

意見 も出ている。実 際その通 りだ と思 う。

・デー タの標準化 は、ある限定 した分野や会社

につい ては行われ るべ きだ と思 うが、あ らゆ

る分野 に共通 した標準的 な ものは難 しいだろ

う。

・特に統計 デー タの類 は、用途や作 り方が 目的

に応 じ多様 な為 、オリジナルの段 階での標準

化 はまず難 しいだ ろう。 む しろ、 どのデー タ

で あ って も標 準 的 に使 え る ようにす るこ と

が、民 間側 の知恵 の出 しどころではないか。

(発 言者A)

・標 準化/共 通化 問題 に関 しては、デー タの中

身や記述方法の問題 につ いて も付 け加 えた方

が よいだろ う。

・例 えば 、社内 の 各分野 で の職務 記述 を整 理

し、原材料管理や製造工 程管 理、製品の在庫

管理、輸送 に至 るまで正 確な記述 方法 で残 さ

れ てい なければ、契約が 出来な くな って しま

う事態 に まもな くなる。

・これ までは、JISな どの ように品物の規格だ

け で貿易が可能 だったが 、規格 だけでは通用

しな くなってい く事態 に向けて、各社 と も予

算 と時 間 をか けて取 り組 んでい るの が実 情

だ。 ・同 じ意味 で、デー タの発生要因につい

て各省庁が明確 に説 明で きる ように してお く

必要があるだろ う。

・デー タの素性 をユーザーが辿 って確認で きる

こ とも大事 なの ではないか。物でな く情報 に

つ いて の品 質保証が可能 な記述性 のデザ イ ン

が重要、

(発 言者H)

・例 えばSGMLの ような もの も必要 だというこ

とか。

(発言者A)

・SGMLの よ うな記述 も利用 してい くべ きだろ

う。

・しか し、単にSGMLが 大 事 ということではな

く、SGMLと は どのような もの で、 どの よう

なこ とを行 うときに大切 なのか とい う形で 、

着 目す る必要があ る。

(発言者V)
・官 の行政情報 に関する民間のニ ーズ とい う形

で議論が進 んでいるが、一方で我 々が要求 し

てい る小 さい政府 とい う問題が気になる。

・規制 緩和 や届 け出や許認可 などの見直 しが進

み、 それ らが 減る ことに よって、必然的 に同

時 に出て くる統計 デー タも減 って しまうだ ろ

う。

・行政 が持 って いる全ての情報 を電子化 し公開

して ほ しい、 とい う要求 を徹底 す るあま り、

逆 に行 政の仕事 が増加 し小 さい政府が うま く

現実化 しない ようでは意味が ない。

・行 政 目的の情報は、効率的 な行政の運営 や政

策立案 に きわめて高度に利用度の高 い ものを

まず 中心 に考 え、 しか る後 にそ れが どのよ う

に他 の人 々に も効 率的に利用で きるのかとい

う話 を してい くべ きだ ろう。

・また、 これ までの仕事の範囲か らいえば、会

計 年度 と歴 年 で の仕事 の仕 方 に よ って、他

デー タとの比 較が う ま くい かない もの が あ

る。

・役所 自体が会計年度で仕事 を してお り、ある

期 間 まではデー タは溜め られて いるが集計 は

行 われないな ど様 々な問題があ ると思 う。

・出すべ き項 目を明確 にす ること以外 に も、 ど

の ようなサ イクルで集計 されて デー タが 公開

されるのか、 また リリース時期 はいつなのか

といった ことを明確 にしておか なければ、実

際 には うまく活用で きない とい うこ ともある

だろ う。

・行 政活 動 にお いて戦 略 的か つ上手 にデ ー タ

ベ ースが利用 されていれ ば、民 間側 に も、景

気予 測な どに使わ れる指標 的な情報 デー タは

当然 同 じもの を利用 したいとい うニーズが生

まれだろ う。 この ようにニーズ が絞 られた形

になれば、我 々もデータの問題 について考 え

やす いのではないか。

(発言者A)

・同感 。行 政情 報化 の際 に、あ らゆ る仕事 を情

報化の対象 にす るのはナ ンセ ンスであ り、 当

然整 理 され て よい事柄 が た くさん あ るはず

だ、全 て何 もか も情報化 の対 象に して いたこ

とは、逆 に問題 も生んでいた と思 う。

・また、デー タの発生の条件 と利用 目的が必ず
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しも一致 しない場合 もあるわけだか ら、一次

情報 に まで遡 って加工 ・編集 がで きる ような

条件 を整 える必 要があるだろ う。

・発生の条件が異 なるデー タを別の 目的で使 う

場 合、一次 情報 まで遡 らなければ ならない こ

ともあ る、 これ を加工 ・再編の技術で うま く

使 える ようにす るこ とは、非 常 に大事 なこと

だ。

・この問題 は、各 省庁間だ けで な く官民の 間で

もお こってい る。

(発言者R)

・官 情報 の民 間利用だ けで な く、逆 に民 間の情

報 を官が ど う利用 していけ るか というこ とも

あ る。

・企 業や個 人が情 報 を利 用 す る場 合 とは異 な

る、官 としての民間情報の利用法 もあるだろ

う。 この点 につ いて 、日本で は まだあ まり議

論が なされてい ない と思 われるが。

(発 言者O)
・これについては 、 「情報 サー ビスの役割 ・分

担」の項 で考 えてい きたい。

・とりあ えずは、情報の整備状況/目 的/共 通 の

基盤/調 査 の前 提や標準化 などについて、論

点整理 に書 かれて いる内容 をよ り補完 してい

きたい。 このほか に足 りない部分について さ

らに指摘願 いたい と思 う。

(発 言者K)
・国 が標準化の ガイ ドライ ンを作成 し、行政指

導 的 に使 わせ る とい った考 え方 で はな く、

ユ ーザーにたいへ ん便利 である とい う理由か

ら、 自然 とそれが選 ばれ使 われてい くような

形態が望 ましい と思 う。

・またあ る単独企 業の コー ドの採用 は、他企業

の不要 な反発 を招 くだろ う。企 業間で協議の

上 で方 針 を決め るべ き。 これに よって、他の

企業 は余 計な ことは考えず準拠 し、本業 に集

中で きるだろ う。

・マ ークの標準化 について事例 を述べ ると、ア

メ リカでは五年 ほ ど前 まで議 会図書館 と非営

利機 関のOCLCと い う ところが それぞれ独 自

のマー クを作 ってお り対立 関係 にあ った。 し

か し、既 に多 くのユ ーザーがお り問題 な く使

われてい るので あればそれ を採 用 しようとい

うことで、OCLCマ ー クが一つ の標準的 な も

のになっていった とい う経緯 があ る。

・現 在全 く白紙 の ものについては関係機関が協

議 の上 で決めて いけば よい と思 うが、既 に運

用 されてい るものについては どこかで調整 し

てい くことが現 実的だろ う。

・また、利害 関係 はあるだろ うが、実際 にサ ー

ビス提 供 してい る組 織同士 が話 し合い協調 し

合 うこ とが大切 だ、

(発 言者A)

・標 準化に固執することで、逆 に面 倒な事態 に

なって しまうこともある。

・二つか三つの標準が既 にある場合 には、 それ

にアペ ンデ ィクス を入れてお くことで 自動変

換 してい く方法 もある。標準 化について は、

柔軟 な方法 を考 えてい くべ き。

(発言者E)

・官 の デ ー タには二種類 ある と思 う。 ひ とつ

は、国勢調査 や統計調査結 果の ようにデー タ

の収 集その ものを目的 とした もの。 もうひ と

つは、官庁 それぞれの固有 の許認可業務 や住

民 基本台帳作成 といった業務の副産物 として

集 まったデー タ。

・これ らを同列 に並べ、ひと まとめ に考 えるの

は難 しい。二種類 のデータを分けて考 える必

要がある。

・前者 のよ うなデータは、で きるだけ標準 化 を

推 し進め、誰 もが使 えるように して い くこと

が必要。

・しか し、後者 の業務付 随型 デー タは、各 省庁

や地方 自治体の本来の行政事務の 円滑化 が優

先 されるべ き。従 って、 発生 したデ ー タの

フォーマ ッ トや書式の違い はや むを得 ない と

思 う。

・むろ ん標 準化 の努力 はすべ きだ が、 国民 に

とって も業務処理の方 に重点が置 かれるわけ

だか ら仕方が ないだろ う。

(発言者M)

・情 報の整備 の前 に、行政情 報の性格 の うち、

誰が どのよ うな目的で使 う ものなのか とい う

ユ ーザー像/利 用状況像 を明確 に してお くこ

とが大切 だ。

(発言者A)

・業 務遂行 に付 随 して発生 した副産物 デ ー タの

ほ うが、統計 データよりも利用 価値 が圧倒 的

に高 くデー タ量 も多い。これ らのデー タに関

して基本 的な考 え方 を整理 してお く必要が あ

るだろ う。

・また、それ を基に民 間側が再加工 したデー タ

は、更にそのデー タの発生元であ る官庁側 で

の利用価値 も高 くなる。実 際、民間 デー タに

は官庁側で作成 してもの よ りも、は るかに多

くの付加 価値 がつ いている ことが多 い。 この

現状 につ いて も認識 してお く必要が ある。

(発言者E)

・業 務遂行付随型デー タのほうが利用価値 が高

いのが現実 である。

(発言者M)
・官 による整備範囲は一次情報 までで、そ こか

ら先の加 工は民間企業側、 と ドラステ ィック

に割 り切 った理解 をしていいのだろ うか。

(発言者K)
・例 えば、アメ リカの国勢調査 のデー タは 、細



かい家財等 の所有 状況まで詳 しく調べる こと

がで きる。

・行 政側は蓄積 されたデー タを出 きるだけ未加

工の まま提供 し、 その中か ら必 要な ものにつ

いて民 間側が加工 して付加 価値 を付 け提 供 し

てい く、 とい う捉 え方 で どうだろ うか。

(発言者A)

・十年 ほ ど前 に、一橋大学 の今井教授 が 「情報

の経 済学」 とい う本 を出された。

・官 か ら出 されるデー タは基 本的に公 共財 であ

り、付 加価値が付 与 され た時点 で経済財 化 し

競争原理が働 き始 め るとい う論考 を展 開 され

ていたが、 この考 え方 を基本 的な視座 として

今後 ともに共有 して もいいの ではないか と思

う。

(発言者H)

・行 政 内の そ れぞれ の 目的で 作 られ るデ ー タ

を、多 目的利用で きるように してい くこ とが

必 要だろ う。

(発言者E)

・現 在の有価証券報告書 か らは、各企業 の研究

開発費投 資や分野 別売 上高 といった細か い動

向情報 を得る ことがで きない。 データの取 り

方 自体 を考 え直す必要があ るのではないか。

(発言者A)

・複 数 に分 かれてい る調査 票 をひとつ に してい

くこ とは非常 に難 しい。出来 ない ことをや れ

と言 って も無理だ。

・む しろそ れを再編 してい く技術が
、民 間に問

われ るものだ ろう。

・ただその ため には
、調査 の範囲 などが明確化

されてい る必要がある。

・官 側で準 備 したデ ー タを利用 しよ う として

も、内容 自体が不徹底 のためあ ま り魅力的 な

情報 にな らないこ ともある。現 存す るデ ータ

の在 り方 を、情報 の価値 の視点か ら見直す必

要があるのだろ う。

(発 言者0)
・次 に情 報サー ビスの役割 ・分担 について

、官

民のデ ー タベ ース の在 り方 や情 報の付加 価値

の問題 な ど、補足するべ き論 点はないか。

・民 間は、役所 にはない高付加価値のデー タを

持 ってい ると思 うが、 その.ヒ手な官での利用

について も何 かあれば。

(発言者M)

・民 間デー タベー スの官 利用 に関 して
、一般の

マー ケ ッ ト同様 、自由競争 である と言 って し

まって もいいのだろ うか。

(発言者R)

・一般 のデー タベース顧客 と政府では立場が異

なる と思 う。
・日常 的な行 政業 務上の利用 だけで な く

、政府

業務の簡素化 を目的 として利用 な どもあ りえ

るだろう。

・また全省 庁 を統合 した情報 システムが 出来上

が れば、そこに うまくまとめて提供す るこ と

もで きるのでは ないか。

・政府 は 国家予 算 を使 って 運営 される のだ か

ら、 自由競争 とい う考え方は可能 であるに し

て も、何 らかのルールが あ って しかるべ きで

は ないか と考 える。

(発言者1)
・一般 のデー タベース顧客 と政府で は立場が異

なる と思 う。

・日常 的な行政業 務上 の利用 だけで な く、政府

業務の簡素化 を目的 とした利用 な どもあ りえ

るだろ う。

・また全省庁 を統 合 した情 報シ ステ ムが出来上

がれば、そ こにうま くま とめ て提 供す ること

もで きるのではないか。

・政府 は国家 予 算 を使 って運営 され るの だ か

ら、 自由競争 とい う考 え方 は可 能であ るに し

て も、何 らかのル ールが あって しか るべ きで

はないか と考 える。

(発言者1)
・我 々デ ィス トリビュー ターでは、官ユーザ ー

に対 して も既 にこれ まで民 間企業 同様の対 応

を して きている。

・ただ しユーザーの9割 方 は民 間企 業である。

(発言者0)

・官 の方 から声 を掛 けたが 、民 間側か らは何 の

反応 も無 か った とい う指摘 も当委員 会 にお い

て以前 あった。

・デ ー タに付加価値 を付 け分析情報 を提 供す る

のは民 間の役割だ と思 う。そ の ような多 目的

利用 に向けて、何か意見 はないか。

(発言者H)

・情 報が公共財 や経済財 であるな らば、デ ィス

トリビュー ター を経 由 しない と入手 で きな い

のは変 だ。 その考 えか らいけ ば、官 が積極 的

にサー ビス してい って も構 わないのではな い

か と思 う。

・ただ し、同様 の もの を我 々に も提 供 してい た

だ きたい。我 々はそれ を更 に高付加 価値 化 し

て商品提供 してい くこ ともあ るだろ う。

(発 言者A)

・政 府で調査 をす る場合 、法律 に よる指 定調査

以外 の ものに関 して は民 間会社 に依 頼 し調査

を行 なわせていた。 これが結果 的に民側 にか

な りの迷惑 を与 えた ため 、統計報 告調整法が

定 め られ官 内部 で規制 されるよ うになった。
・この よ うな指定統計法以外 での任 意調査 形態

をやめ、最初 か ら民間 にどの ようなデ ータが

あるか を調 べ適当 なデ ー タを買 う方が、予算

の節約 に も人手 の節約 に もなる。

・しか し官庁 では
、シ ンク タンク等か らの高付
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加価値 デ ータベ ース買 入れ等 の予算措 置はほ

とん どな されて いないのが 問題 。 これ らの点

について も、官民 間のデー タベ ー スの在 り方

を考 えてい く際 には、デー タ購 入費 とい う名

目で一度予算計上 され前 例が認 め られれば 、

その後は一般化す る。

・役所 側 で もデ ー タの加 工 は既 に行 われ てい

る。

・例 えばエ ネルギー関連 をめ ぐって、各省庁が

それぞれ の立場 に立った分析 を行 ってい る。

しか し元のデ ータ リソースは、IAEAの もの

だ けで 内容 的 な広 が りが ない とい うこ とが

あ った。

・この ようなケース において も、民の デー タを

入れ てい くこ とで多角的に情報 を再編成 して

い くことが可能 なはずだ。

・個票 に関 しては、 日本の場合、必要以上 にプ

ライバ シー保 護 を専守 しす ぎる傾向が ある。

アメ リカやオース トラリアでは その ようなこ

とは な く、個 々の情報がセ ンターで整理 され

てい るようだ。

・今後、国際比較 を行 なってみ る必要が あるだ

ろう。

(発 言者D)
・先 ほ ど行政の情報 を二種類 に分類 されていた

が 、これ らの中か ら公開可 能な ものが選択 さ

れて い くとき、利用面 まで考 え られるだろ う

か とい う不安が ある。

・情報の利用価値 を基準 に、情報整備 は考 えて

い くべ きだろ う。

・アメリカの優れ た研究開発用デ ー タベースの

事 例 を見 て も、 当初 国が作 って い たデ ー タ

ベ ースの有効性 が利用者に よって加速 され、

同時 に運営 が民 に移行 す る中 で 育て られ て

いった経緯が ある。

・デー タベ ースの育成 は、や は り官 ではな く早

い時点 か ら民 が手掛けてい くこ とが必 要なの

ではないか と思 われる。

(発 言者K)
・今 後の行 政情報化 において

、非 公開の情 報に

つい ては、その存 在の告知 や公 開時期 の周知

等、 どの ように対処 してい くの か。
・アメ リカの場 合全 て リス ト化 され、公開時期

等の情報 も記載 されて いるが。

(発言者N)
・現 段 階ではア メリカに対 して遅 れている。

・今後の方針 と して は、既存の公 開情 報(プ レ

ス用広報資料/白 書/統 計等)に ついては、 イ

ンター ネ ッ トやCD-ROMな どでの情報提 供 を

行 う。同時 に藤沢実験セ ンターで は、500m

メ ッ シ ュ情 報 の デ ー タベ ー ス化 な ど を行

う。 ・基 本的 に全て公開情 報に関す る もので

ある。

(発言者D)
・情 報の中には、国か ら公開 を義 務づけ られて

いる情報 や、特 に義務 はないが民のニーズか

ら公開 されてい く情報 、公 開で きない種類の

情報等 、いろいろある と思 う。

・これ らを一括 りに しないで、それぞれ分 けて

考 えるべ きで はないだろ うか。

・更 にそれ を商業化 していけるか どうか は、 ま

た次 の段階の問題 であ る。

・また、官情報の電子化/デ ー タベ ース化 は、

官民の コミュニケーシ ョン手段 を紙ベ ースで

は な く電子 メールベ ー ス に してい くこ とを

きっかけに、自然 と整 ってい くもので はない

か と思われる。

(発言者J)
・海 外 に比べ、 日本のデー タの公開 はシュ リン

ク しす ぎている。

・非公 開のデ ータであ るほ ど価値 は高 い とも言

える。政府 としては公開 しづ らいデ ー タもあ

る と思 うが、 どのよ うにすれば公開 していけ

る のか とい う点につ い て も考 え るべ きだ ろ

う。

・例 えば、民 間の プロデ ューサ ーにある種 の守

秘義務 を負わせるな どの方法 によって も、か

な りの デー タが公 開 して いけ るの で は ない

か。

(発 言者P)
・今 回の議論 を経 て、 プ ロデ ューサ ー と して

は 、未加工 な一次情報 の加工 の方法 に よって

デ ータの価値 はかな り高 まる とい うこ とを感

じた。

・しか し公開/非 公開 に関 して言 えば、加工 情

報 しか出てこない ように思 われる。
・する と、官 はデー タを提供 しているのに民は

利用 しない とい う議論 に戻 って しまうのでは

ないか。

・現 実的に、一次情報が どこ まで公 開可 能 なの

か を明確に しておかない と、議論 は堂 々廻 り

になって しまうと思 われる。

(発 言者N)

・確 かに観念 的な レベ ルで議論 を繰 り返 してい

て も、 らちはあかないだろ う。

・総務庁な どの意向 もあ るので個 人的な意見 に

過 ぎないが、公開で きる情報 は出 来るだけ多

い方が よい し、特に差 し支 えなければ公開す

る量 を増 や して い く、 そ して そ れ をデ ー タ

ベ ー ス化 してい く方向 で考 え るべ きだ と思

う。

・ど こ まで公開 で きるか とい う基準 値 につい

て 、具体的 に話 し合 っていか なければ ならな

いo

(発言者M)
・行政情報を民間企業で利用 してい くことをイ



メー ジ しようと しても、 その用途が あ まりに

も漠然 としてお りよくわか らない。

・アメ リカには官情 報の民 間利用 に よるデー タ

ベー スの成功事例がい くつ もある ようだが、

日本にはほ とん どないのはなぜ なの か。

・アメ リカの先進 的な事 例 を、 ケー スス タデ ィ

的に紹介 して もらえないか。

(発言者K)

・ア メ リカ もヨーロ ッパ も、政府が持 っている

情報は全て公開 しなけれ ばな らない とい う原

則があ り、公開出来 ない もの まで含 めてマ ン

スリーカ タログに記載 されてい く。

・大学等 の機関で もその台帳 を利用 して、各種

研 究活動 を進めて いる し、それ らを利用 して

少な くとも30は 加 工サー ビスが行なわれてい

る。

・FDAの 出 している規制情報のデー タベース

は、 アメリカの基準 をク リアー しない と販売

がで きない などの理由 か ら、 日本の化学/製

薬会社等 も真剣 に利用 している。
・例えば医学情報のMedlineな どは、 日本側の

利用 度 で も上位 三位 に 入 る。 また農務 省 の

デ ータベ ースも優 れて いる。 この ようなデー

タベー スの事 例はた くさんある。

(発言者A)

・先 例があるに も関わ らず、 日本ではなぜ 進 ま

ないのか と点 につ いて、 今後政府に も本格的

な検 討 を重ね て欲 しい。検 討材料 として、本

委員会報告書 の補足資料 では アメ リカな どの

状況に関する情報 もまとめてお く。

・国際的に見る と、コ ンピュー タの設置 とネッ

トインフラの敷設 の次 ぎに来 るコンテ ンツ を

め ぐる部分で ある.様 々な規制が阻害要因に

なってい る。

・これ らの問題 については 、まだ アメリカも十

分 に う ま くい ってい る わ けで はな い。 日本

も、急い で十分 な検討 を行 えば手遅れにな ら

ない領域 だ。

(発言者D>

・知識系 だけでな く、先端 技術 に関するデー タ

ベー スの利用が、 イン ターネ ッ トな どを介 し

米国 にお いて急速 に進 んでい る。開発中の技

術のチ ェ ックや開 発テーマ設定に、それ ら先

端技術 デー タベースの利用が必要なのだ。

・これは、今後の 日本の先端技術 ノウハ ウが ど

こへ流 れてい くの か とい う日本産業の問題で

あ り、次代 を考 える上 で重要 な動向である。

(発 言者E)

・日本において進展が見 られない原 因 として 、
一つ には

、情報化 に対 す る日米の官 レベ ルの

認 識の 差異 が非 常 に大 きい こ とが 挙 げ られ

る。

・例 えば 日米間の 人口差は 二倍 ほ どにす ぎない

が、デ ータベ ース数 には五倍 ほ どの開 きが あ

る。 日本ではデ ー タベ ースを作るため にこの

ような委員会が開 かれるが、 アメ リカでは そ

の前に早 くデ ー タベ ース を作 って提 供 しよう

とい う具合ではないか。

・デー タベ ースに対す る国民 意識の違いが、現

在の大 きな差 を生 んでいる。 ア メリカでは 、

デ ータベース を利用す る ことは非 常 に日常的

な ことなのだ。

・デー タベ ースは重要 な社会資 本であ る。社会

資本が なければ需要 と供給が成 り立 たないの

と同様 に、情報の断絶が あれば 日本の経済 や

産業は成 り立たない。

・これは誰 もが わかっている ことだが 、これ を

整備す る部分 にうま くお 金が使 われて いな い

ことが問題 である と思 う。

・日本 は、国策 としてデー タベースの整備 を進

めていかなけれ ば、欧米 に取 り残 され、 アメ

リカをは じめ とす る海外 の情 報ばか りを輸 入

し利用する ことになるだろ う。

(発言者A)
・八 年前 に ヨーロ ッパで ウォー リック という会

議があ り、その場 でアメ リカか ら日本 の情報

が海外 から利用 で きないのは アンフェアだ と

い う指摘 がな された。

・二 回目のベ ル リンの会議 では、 ドイツか ら議

長国 に対 し、 ア ンフェアだ と責 め るのではな

く原因 は何 にあるのかを調べ ようという提案

が なされた。 その結果 、 ランゲー ジバ リアが

原 因で ある とい う結論が 出 され、 それを克服

す るため に各国のユ ーザが母国語で情報検索

で きるシ ステ ム を開発 し よう とい うこ とに

なった。

・しか し実際には ランゲージバ リア以上 に、情

報 に対す る 日本 政府 の非 公開性 とい う本 質的

な問題があ る。

・情報に対す る社会資本 と しての認識 を、今 後

よ り真剣 に深 めていかない と、先 の会議 を越

えた形 で報復措 置 を取 られか ねない。例えば

イ ンターネ ッ トな ども日本 に対 して切 断 され

かねないだろ う。

(発 言者C)

・新 聞社の立場 か ら言 う と、新聞記者 の取材 は

政府 や役所 が外 に出 した くない情 報 をいかに

手 に入れ、それ を特 ダネ として報 道するか と

い うこ と。

・政府が情報 を提供 して きたに もかかわ らず、

民 間はその高度利用が できていない とい う意

見 もあ ったが、民 間が利用 したい情報 を政府

が提供 していない と思 う。

・政府 は情報 に対 し、 もっとオー プンでよいの

ではないか。

・常 に新 聞の特 ダネ として登場す る情報は 、隠
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されている もの を無理や り探 り出 して報道 し

ている。民 間側 が欲 しい利用 しがいがあ る情

報 を政府 が出 してい な い とい う こ とだ と思

う。

(発言者A)

・一 次情報 を提供す るのが 良いのだろ うが、官

が所 有 しているデ ー タには加工 された ものが

多 いため うま く提供 できてないのではないか

と思われる。

(発言者D)

・デ ータベ ースを育 てる過 程では、人 ・時間 ・

金な ど多岐に渡 るプロデューサーの負担が大

きい。が、それ らに対す る戦略性 が感 じられ

ない。

・これまでの状態 は、一方 はニーズ さえ示せば

必 要な もの を作 ると言い 、 もう一方はそれ以

前 にどんなデー タを持 っているのか示せ と言

いなが ら、互い に見 合っている状態では ない

か。

・状 況 としてはこれ以上待 てない ところまで来

てい る。通産省 などが音頭 をとって、明確 な

戦略論議 を行 ってい くべ きだろ う。

(発言者U)

・ア メ リカの情報化事 例を眺めてい る と、ヘル

プデス ク等、サ ポー ト情報 とい う新 しい デー

タベース リソースが 目につ く。

・システムを利用 するユ ーザの質問 に即答する

ことが、その システムの利用 を活性化 させ る

必 要不可欠 なインフラ となってい る。 これか

らのデ ータベース を考 える ときにも重要 な利

用 支援 デー タベースだろ う。

・質疑の実 例が増 えるほ ど、デー タベ ース全体

の1青報資産価値 は向上す る。デー タの収集が

加 速 したのは、 イン ターネ ッ トとい うインフ

ラとcc:Mailと い うメール ソフ ト利用へ の統
一だった

。

・この 事 例 か らは こ れ まで の 、 内 容 を プ ロ

デ ューサー側が一所懸命作 る とい うスタイル

を越 えた、質問 とい うユ ーザの参加性 を基軸

に据 えた新 しいデー タベ ー スの可能性が見 え

る ように思 う。

平成7年 度第一回委員会 日時:1995.9.19

(火)

(発言 者E)
・デ ー タベ ースの流通 ルー トが この半年で随分

と多様化 して きた とい う気が す る。特 にイ ン

ターネ ッ トの出現が かな り大 きな影響 を与 え

ている。

・今 まで は官で作 ったデー タベー スは民でサ ー

ビスをする とい う暗黙の 了解 があ ったが、 イ

ンターネ ッ トではデ ー タベ ース を作 ったの と

同時 に流通 市場 に流 れて し まう。 また イン

ターネ ット上で無料 でサ ー ビスす る とい うこ

とも増 えて きている。

・そ うなって来 た ときに既存 の情報産業 の流通

秩序 とい った もの と、税金だか ら無料 で提供

す るべ きだ とい う論 議 の 間の整 合性 を ど う

とってい くのかが難 しい問題 になって くる。

・また作る者=サ ー ビスす る者 という時代 をど

う考 えてい くか とい うことが もう一つ新 しい

課題 として出て きてい る。一部 には作 った人

が直接サ ービスする方がいいのだ とい う意見

もあ る。 この点 をまず議論 す る必要があ るの

では ないか。

(発言者B)

・昨 年に比べ て今年 の方が デー タベ ースに関 し

て切迫感があ るように感 じてい る。秋葉原 な

どの市場 を見 て もす さ ま しい勢 い でデ ー タ

ベ ース ソフ トが流通 している。

・したがって何 をデー タベ ース化す るか、 して

はいけないとか とい う時代 では な く、官の役

割 もこの ような民間の大 きな動 きを後押 しす

る とい うように変わ って きてい るように感 じ

る。

(発 言者G)

・デ ー タベースを作 る人間 とサ ー ビスす る人間

が一緒で、 しか も無料 とな ると我 々の ような

ディス トリビュー タの事業内容は根底か ら変

わ らざる を えないの か とい う恐 怖 感 を感 じ

る。

・こ の辺 の新 しい動 きに対 して通産省の内 部で

は どの ような議論 が され て いるの か聞 きた

いo

(発言 者N)

・確 かに インターネ ッ ト等が普及 して 、情報が

安 くかつ オープンに流れ るとい う点 は大 きな

環境変化 として認識 している。

・7年 度の第一次 補正予算 で、21億 円 の補助事

業 を獲得 して、電子出版、 オンラインシ ョッ

ピングな どのインターネ ット等の ネ ッ トワー

クを使 ったニュービジネスに対 して助成 して

いる。 この助成 は提案公募型 で、先 月締 め切

りして多数応募があ ったが 、委員会 にかけて

今 月中には対象事業 を決定 する運 びになる。

・また イ ン ター ネ ッ トに関 して は、 オー プ ン

で、規制が な く、便利 であ る反面 、認証 、セ

キュ リテ ィの問題が解決 しない とエ レク トロ

ニ ック

・コマース などの新 規事 業や公的分野 での利用

は進 まないという問題 意識 を持 っている。

・したが って7年 度の先 進的 アプリケー ション

の開発事業 はこのような問題意識 に沿って実

験事業 を行 うものであ り、イ ンター ネッ トを

使 った新規事業 や、アプ リケーシ ョン開発の

環境整備 に力 を入れている。



(発 言 者D
・既存のデー タベース事業 は

、流通情報の品質

管理 とい うものが行 き届 いてい る。 しか しイ

ンターネ ッ トなどでは誤情 報の流通 など情報

のクオリテ ィが懸念 される。

(発言者D)
・私 もインター ネッ トのデ ータベ ース事業全体

に及 ぼす影響 は大 きい もの と感 じてい る。 し

たが って先 々イン ターネ ッ トが どう展開 して

い くか ということに具体 的な視点 を持 ってお

く必要 を感 じる。

・インター ネッ トに して も光 と陰が ある
。例 え

ば今 のよ うな利用環境 での ネ ットワーク全体

のキ ャパ シテ ィの 問題 。 また課金 をどうす る

かな ど。

・た しか に中間報告にあ るように電子媒体化 さ

れた情報 が自由に生 産 され、 自由 に流通 し、

自由に消費 されるため の諸課題 を今か ら考 え

てお く必 要が あるだろ う。イ ンターネ ッ トは

その課題の一つ と考 える。

・しか しここではあ ま り先 走 らず に本来 の議論

を先 に進めてい くべ きでは ないか。

(発言者O)
・た しか にインターネ ッ トは無視 できない存在

である。我 々が これまで努力 して確立 してき

た 「情報 は対価 を払 う必 要があ る」 という認

識に対 して、情報 は タダだ とい う認識 を強め

てい る とい う懸 念 もあ る。 なぜ な ら、 イ ン

ターネ ッ トで提供す る情 報はほ とんど無料 だ

か らだ。

・ここでは官の情 報、行 政の情報 といったもの

を どう利用 、活用 してい くか とい うこ と、 ま

たその場 合の官民 の役割 分担 は どうなるかと

いう点 に関 して さらに検討 したい。

(発言者R)

・デー タベース事業 の考 え方 と しては、情報 は

メ ンテナ ンスや見 やす く加工 され なけれ ばな

らず 、そのため に業者 はかな りの労力 を払 っ

てい る。

・しか しインター ネッ トで はその辺が まだ検証

されてお らず 、た だ情報 発信 者が出 したい情

報 を出 してい るだ けの段 階であ る。言 ってみ

れば宣伝 のよ うに出 し手 の都合のい い情報 だ

けが流れている状態。

・したが って この ような イン ターネ ッ トで流通

している情報 内容 と今 までのデ ー タベ ース事

業 とを一緒 に議論 す る と間違 うの で は ない

か。

・やは り情報は対 価 を払 って得 るもので、 タダ

の1青報 には良い ものは無 い。

(発言者H)
・官 庁が情報 を作 って発信す る ときに

、 どうい

うルー トで流すかが オー プンで ない。官 庁 と

その外郭団体 との間で何 とな く決 まって しま

う。 この点 で きるだけオー プンに流 してほ し

い とい う要望がある。

・民 間側 か らする と官 の情報の うち商売 にな る

情報 という ものはそ う多 くない。 したが って

最初か ら官 の情報が 商売 にな るか な らないか

で情報化 を考 えるよ り、官 は官庁の情報化 の

中で出来 るだけ多 くの情 報 をデ ジタル化 して

も らって、民が必要 な時 に民 の工夫 でいつ で

も流せ るとい う環 境でや ってい きたい。

・つ まり官庁 の情 報のデジ タル化 は儲か るか ど

うかは別 に して大 きな流 れで進めて、 ここで

はその情報 の種類 や内容 、所 在等 を分 か り易

くし、民 間が取 り出 しやす くす る環境 を一 緒

に作 っていただ きたい。

(発言者0)
・要 するに流通 可能な行 政情報 はど うい うもの

が あるか という事 を、提 供者 や一般利用者 に

明確かつ迅速 に知 らせ るシステ ムが作 られな

い と情報の利用が進 まない。

(発言者H)
・現 状 、紙 の メデ ィアにおいて もそ うなってい

ないの で困 っている状況であ る。 ま してデ ジ

タル化 されれば、その情 報に対す る利用 ニー

ズ は高 まるこ とが予 想 される。 したが って情

報が どこに存在す るのか とい うこ とは、 もっ

と積極 的に民 間にア ピールす るように してほ

しい。 また流通 ルー トをオー プンに し、制 約

しないでほ しい。

(発 言者N)
・役 所 の方 も、情 報 をオー プンにす るこ とや、

PRす る とい う事業 を進め ている。

・通 産省 では今年4月 か ら、 インター ネッ ト上

にサ ーバーを設 けて、審 議会答 申、白書 の概

要 、通産省の組織等の情報 を発信 して いる。

・また藤 沢の情 報基盤 セン ターでやろ うとして

い る事業 は、 とりあ えず通産省 中心 の白書 、

審 議会 答 申、統 計 の デー タベ ー ス化 を行 う

が、補正予算等 で予算が確保 されれば将来的

に対象 を広げてい く。

・実験 内容 は将来的には文書情 報のSGML方 式

でのデ ータベ ース化、500mメ ッシュの詳細

統計の デジ タル化、 またJIS関 係 のデー タ

ベ ース化 とい うことを考 えている。 これは単

に広報 だけでな く、情報 の再利用 の しやす さ

を意識 した実験 である。

・さらに通産の関係団体(通 産調査 会、JETRO

等 約200団 体)の 情報デ ジタル化 を図 って積

極 的に提 供 してい こ うと、現 在関係 部局で努

力 している。 またこれ らのク リア リングシス

テム を藤沢 のセ ン ター等 を使 って開発 してい

くことも計画 してお り、 さらにゲー トウェ イ

サー ビスに関 して も検討 を進 めてい く。
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・実験に関 しては、(課 金等 に問題 があ り、)

最 新版 を使 った実験 を行 うと現 状の通 商 白書

等 の販売 に影響が出 るの で、古 い 白書 を使 っ

た実験 を行 うが、将来的 には課金の システ ム

も合わせて検討 していかなければ ならない と

考 えている。

(発言者S)

・こ れか らも本→CD-ROM→ オ ンライ ン→

インターネ ッ トとい うように情報 の流通機構

は どんどん変 わって行 く。 しか しこれを タダ

で提供す る民 間会社 は無 い。 当然課金 してい

る。 これはメー カーか らユ ーザ ーに直接流 れ

る場合 でも変 わ りない。

・また官 がや る場 合 も、国民 の税金 でや ってい

るのだか らタダでい いとい う事 にはな らない

だろ う。アメ リカなどの場 合は税 金でデー タ

は どん どん作る一方 、民 間には対 価 を取 って

渡 す。民 間は同 じデ ー タをそれぞれ独 特の ソ

フ トで デー タベ ー ス化 し、流 通 させ て成 り

立 って い る。 この よ うな こ と も官が もっ と

オープ ンになって くれない と議論 で きない。

(発言者P)
・官 の情報 を探 して もその窓口 になかなか到達

で きない。 また窓口が見 つか って も、電子媒

体 と して提供 して もらえるか どうか、 その場

で判断 して もらえないケー スが よ くあ る。結

局面倒 だか ら自分 た ちで、 コス トをかけて紙

か ら電子化す る作業 をお こな うこ とになる。

・これでは国がせ っか く情報 を公 開 して もそれ

を使 えるよ うな環境 にな って いない とい うこ

とで あ り、官全 体 の情 報 の窓 口 の一 本化 を

図って ほ しい。

・また情 報の公開の可否 について も判断で きる

窓口機能が必要。

(発言者0)

・官 は情 報 の メー カー として、素 材 と しての

デー タのデジ タル化 を行 い、 どん どん オープ

ンに提供 してい く。民 間はそれ を工夫 して付

加 価値 を付 けて提供す る。 これが一つのあ り

方 ではないか。

・また素材面 だけで流す とな ると官が その まま

流 した方が安 くな り、民 間が流す となる とコ

ス ト負担 分 プラス適 正利潤 を加 えなけれ ばな

らず、提 供価格が高 くなる とい うク レームが

出て くる。その よ うな問題 をどう解決す るか

とい うことも重要な点であ る。

(発言者A)

・官 か ら提供 されるデー タにまだ制限が ある と

い うことに問題 があ る。

・インター ネッ トの インパ ク トは利便性 に関わ

ることが注 目されるが、デ ータに関す る事 業

が成 り立つ か どうか とい うのは 、利便性 の競

争 と、情報 の内容 の競争(付 加価値競争)の

二つ を考 える必 要が ある。

・この2種 類 の違 った競争次元 の うち、一方 の

利便性 の問題 は確か に目立つが 、内容 の問題

(付 加 価値 競争)に つ い て は実 はあ ま りク

ローズ アップされていない面 がある。

・イン ター ネッ ト問題 は この利 便性 の問題 を越

える問題が あるのか ないのかを一回議論 して

みない と、結局利便性の 問題 だけに振 り回 さ

れて、 もうひ とつの付加価値競争 の問題 を議

論 しないままになる可能性 があ る。

・実際今 までは内容の競争 についてあ まり議論

されていない。

・例えば地図情報な どは利用の 目的別のデ ータ

の組 み合 わせ で 、大 変価 値 あ るデ ー タにな

る。 こうい った付加 価値 を どう加 え るか と

い った コ ンテ ンツ問題 を議論 す る必 要 があ

る。

・アメ リカでは本 当によ く公開 してい るの で、

む しろ一般ユ ーザー は 目的 に沿 って デー タ

ベ ースを使 うことに労力 を要す る。 アメ リカ

の民 間デー タベースはそれ に対 して様 々に付

加価値の付 いたデー タを出 してや る とい う形

で成 り立 っている。

・先ほ どのSGMLで デ ー タを提 供するテス ト

と、メ ッシュ統計 を提供す るテス トとい うの

は、それを使 った付加価値競争 のチ ャンスで

ある。であるか ら高度加工 とか付加価値 競争

な どの議論 は、 もっ とや ってみ る必 要が あ

る。 またそ うい う面で のアメ リカとの比較は

非常 に意味 ある作業である。

・またデー タベ ースが中核である コンテ ンツ産

業 をどう育ててい くか とい う議論 もこの委員

会では相 当詰 めてや ってみ る必要があ る。

・官民 の役割分担 も道具建て をどう使 って 、 ど

こが どう出すか とい う問題 では な くて 、規制

撤廃の問題 と、民間の付加 価値競争の力 と意

気込み を問 う議論 とも言 える。

(発 言者N)
・(P氏 の 質問について)今 年3月 総務 庁で政府

全体 の行政情報の5カ 年計画 をま とめ た。そ

こでは通 産省が藤沢セ ンターでやる事業 を参

考 に して、 総務 庁の ほ うで 各省庁 には か り

デー タベ ースのフォーマ ッ トその他 の共通性

を確保 し、官 の各種デ ー タのデジ タル化 を図

る とい うこ とになっている。

・公的 なデ ータベー スが民 間へ移管 されて い く

とい うことは、アメ リカの方 が進んでい るこ

とは確かにあ る。アメ リカではサー ビス部門

の競争が進 んでいて、経験豊富 なデー タベ ー

スの提供が行われている とい うことだが 、そ

うい った ところに 日本 のデー タベース事業 も

進んでい くのか どうかについて も議論 してい

ただ きたい。
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(発 言者D)
・官 民の役割 分担 とい う点 に もいろいろ なケー

スがあ る。紙ベ ースの官情報 の公 開に して も

政府で直接刊行す る もの もあれば、民 間に委

託 される もの もある。

・政府で公開 した情報 を自由に加工 して付加価

値 を付けて流 してい く場合 は、民 間の事 業 と

して 自由にする必要が ある。

・またこれはケースによって も、課 金や、役割

分担な どが違 って くるの で、 もう少 し具体性

を持 った議論 の整理が必要 になって くる と感

じる、

・ク リア リング機能 につ いては是非 整備 してほ

しい(こ れ 自体 で も事 業 に な るので は ない

か)。

(発 言者Q)
・全 国的な基礎デ ータは官の方が優れている

。
・統計 デー タ(紙)は 毎年6月 発行 で約300

ペ ージ位 の クリアリング情報が提 供 されてい

るが、 これに付加 価値 を付 ける能力 は現状 の

ところ残念なが ら我 々に はない。 ただ今後 、

官が情報の内容 とその流通の仕方 を示 して も

らえるな らば、当社 と しても協力 して付加 価

値 を付 けていきたい。

・イ ンターネ ッ トについて は、課 金等 の研究 的

な段 階である。

・地 図情報 につい ては 、膨大 な費用 がかかる と

い う認識がある。以前 防衛庁 で、公共施設 の

位置等の情報について災害時活動 で必要 とい

うことを知 ったが、その時今後 デー タベ ース

は 目的を持 って整備 してい く必要 を感 じた。

・また官 の方 で出せ る範囲 のデー タベースは公

示 していただきたい。

(発言者J)

・当 社 の顧客 ニ ーズ と しては 、複数 の デ ー タ

ベース を組み合わせて解 を得 るよ うな ものが

多い。(新 規事業 の立地条件 など)こ の よう

な観 点か ら、これか らは顧 客のニ ーズ に合 わ

せて様 々な情 報を組み合わせ提供す るよ うに

なる と考 える。

・官の役割 はインフラと してのデー タを整備 し

てい くとい うこ とになるので は。 その意味 で

官 は持 っているデー タを民間が使 いやす い よ

うに出 して、ク リア リングをきちっ と整備 し

てほ しい。

・ただ情報公開 とプライバ シーに関 しては事前

に きちっ としてお く必 要が ある。

(発言者S)
・書 籍で は大蔵省印刷局、官報取扱所 で白書 類

を扱 っていて、ルー トが ブロ ック されている

印象 がある。 今後 官情 報のデ ジ タル化が進 ん

だ場 合、官報取扱所 の ような もの を作 らない

で民 間に まかせてほ しい。

(発 言者O)

・既 存 の媒体 と新 しい媒体、既存の団体 と新 し

い企業の既得権 の問題 な ども含めて 、情報 流

通 の秩序づ くりや、情報 が円滑 に流 れる形 に

つ いて他に意見 はないか。

(発 言者P)

・一次情報 では プライバ シー等の問題が絡 んで

くるので、 どこまで公 開で きるか ど うかが重

要な問題。
・またあ ま りに古 いデ ー タは意味 が な く、 か

えってデー タの誤更新(新 旧入れ違 え)等 の

事故につなが るの で、 もし公開 して もらえる

と した らそ の タイ ミングが 重要 にな って く

る。

(発言者E)
・今 、電子商取引 、CALS、EDIと い うも

のが どん どん進 んでお り、一方で官庁のOA

化(行 政情 報化)が 進 んでいる。そ うなる と

これ らの膨 大 な情報 をどの ような条件で公 開

す るか とい う、電子時代 における行政情報公

開についての ガイ ドライ ンが必 要に なって く

る。そ うい った ものが無 い と統 一的 な行政情

報の提供 とい うこ とにはなかなかな らないの

ではないか。

(発言者R)
・通 産省以外の省庁 はど うなのか。例 えば全省

庁一括 して意 見 を聞 くとい う場 がな い。通産

省 と我 々は理 解 した が そ れで終 わ りでは 困

る。この辺 はど う考 えているのか。

(発言者A>
・官 営の ガイ ドライン とい うのは時間がか かっ

て もいつ かは出来 る。

・一番の ポイン トは受 け皿 と しての民 間が 、再

編 加工 、組 み合わせ利用 の可能性 に対 して意

欲 を持 っているかで 、ガイ ドラ インはそれに

対 して官の方は こういう体 制を とってほ しい

とい うもの でない と意味 がない。

・官か ら出 る公共財 としてのデー タ と、民 で加

工 した経済財 と しての デー タのあ り方 とい う

根 本的な問題 をきちん と整理 して置 いて 、ま

ず通産省 にいろいろやって もらう。SGMLで

の デー タ提 供の実験や 、メ ッシ ュ統計の デー

タ提 供の実験 は大変画期 的であ って 、これが

うまくい った ら、総務庁 で もどこで も乗 って

くると思 う。 またそれに説得 され る省庁 は十

数省 庁ある と期待 していい。それ をやってみ

せ るとい うところに藤沢 セ ンターの大 きな意

味 があ る。そ う してこ うい うように使 うのだ

と示す必要 もあ る。 そ うす るとそれが ま さに

新 しい産業分野の創 出に もつなが り、 日本 産

業全体 の活性化 につなが る。
・手順 として は、この委員会 で多面 的な高度利

用のための再編加工 、新 しいデ ー タの組 み合
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わせ利用 とかの議論 や、その受 け皿の民 間の

意欲が どうである とい った議 論 を し、情報格

差 が国力 の格 差 にな る とい う論 理 を準備 す

る、 またさらに藤 沢セ ンターの実験 を生 か し

て こ うな って ほ しい とい うあ るべ き姿 を描

き、 ガイ ドライ ンの雛形 を作る。 そこ まで出

した らあ とは総 務庁中心に各省庁 で話 し合い

を進め て もらう。 ・で きあが ったガイ ドラ イ

ン を最 初 か ら考 える とどう も絵 が描 け な く

なって しまう可能性があ る。

(発 言者T)

・官 の情報 に もい ろいろ な種類 が あ る。一番

かっち りしてい るのは統計法 に基づ く統計。

・しか し統計法 自身が、 コンピュー タ化が進 ん

だ状態 を想定 していない。例 えば鉱工業 生産

統計 は景気判 断に重要な情報で速報性が 求め

られる。 このデー タ収集に一番 良いのは企業

か らオンライ ンでデー タを もら うこ とだが、

今 の統 計法 で は必 ず 申告用 紙 を出 して受 け

取 った とい うことに しない と統計法違 反にな

る。(こ れはセキ ュリテ ィの問題=悪 用 され

る とい う問題)そ の辺 も総理府統計局 あた り

で議論 されてい るが、法制度が情報化 時代 を

想定 していない ことに対 して問題提起 を して

い く必要 はある。

・個票 も名前 を除 いてアメ リカ と同 じように公

開 して くれ とい う要望 もあ ろう。 しか しそ こ

までの一次情報 の公開 とな ると制 度論 に まで

議論が いって しまう。

・ただ制度上出来 ない問題 もこ うした らよい と

い う提案 は していったほうが いい。

・現状の問題点 と
、望 ましい姿 は どうなのか。

望 ま しい姿 に もって い くにはど うい う対 応の

方法が あるのか。 とい うこ とを官 の情 報の種

類毎 に整理 し、 ケース を分 けて議論 した方が

いい。 また民 がや るべ きこ との 責務 もおお き

いのではないだろ うか。

(発 言者0)

・民 間 として情報の利用 を促進す るために こう

してほ しい とい う方向で ま とめ てい きたい と

考 えている。その ため には多岐 に渡 る問題 を

類型 化 し、 き ちっ と整理 しなけ れ ばな らな

い。次 回か らその方針で議論の収敏 をしてい

きたい。

平成7年 度第 二回委員会 日時:1995.11.16

(木)

(発 言者0)

・今 回は資料2の 表(第 一回デー タベ ース検討

委員会 ・概 要整 理)の 、主 に民 の側の要点 を

さらに多 く出 してい くことを中心 に議論 した

い;

・官の情報 を受け取 る民 側に現在欠けてい るこ

と、 これか らしなければな らない ことは どの

ような事が あ り、 またそこにいかな る問題点

があ るか。まずはユ ーザー側か ら見 た ときに

デー タベ ースサー ビスが どの ような現状であ

るか とい うこ とか ら検 討 してい きたい。U委

員に口火 を切 っていただ きたい。

(発言者u)

・現 在 、パ ソコンの接続 テ ス トなどを行 う会社

を第三セ クター事業 としてや ってい る。その

中で最近非常 に多い仕事 と して 、Windows95

上 で の 各 ソ フ トの稼 働 チ ェ ッ クが あ る。

Windows環 境 では、(ア プリケーシ ョン)ソ

フ トも、デー タベース も、CD-ROMも 、 操作

環境 としては同 じで 、非常 に便利に なって き

た とい う感想 をもってい る。

・ユーザー側か らデー タベー スを見て感 じる点

が2点 ほ どある。一つ は、デー タベ ースの提

供形態に関 してだが 、デー タベ ース を使 う側

か ら見る と常 にその時 点での流行 りのス タイ

ルでデー タベースを使 いたい とい う要望があ

る。技術 的な制約 はいろいろあ るだ ろうが、

その ような環境 に早 く変わ って ほ しい と感 じ

る。(例 としてはCD-ROMと 組 み合 わせ

たデ ータベースの提供 や、 インターネ ッ トで

ネ ットサー フィンす る形 での各種デ ー タベ ー

スへのア クセスなど)

・もう一点 と しては、MSN(マ イ クロソフ ト

ネ ットワー ク)の ような ものが出て くると、

Windows環 境 では、 ネ ッ トワークへの

アクセスは、ユーザが意識す るこ とな くそこ

経 由になり、デー タベー スの アクセス も同様

となる。 この ような事 は、 ネ ッ トワー クへの

アクセスルー トのデ ファク ト ・ス タンダー ド

化 を感 じさせ るが、(そ うで あって も)結 局

は便利 な方 をユーザーは選択す るだろ う。 こ

の様 な情勢 に対 してデ ータベ ースを提 供する

側 としては どうしてい くのか とい うこ とがあ

る。

(発 言者0)

・今 の意見 は、現状の デー タベースの提供 環境

がユ ーザ ーに使いやすい ようになっているの

か どうか とい う問題 で、仮 にそ うなっていな

い となるとこれか らユ ーザ ーフ レン ドリーに

していかなければな らない、

(発 言者V)

・広 い意味 でのユ ーザ ーの立場 か らする と官の

持 って い るデ ー タは 、果 た して宝 の山 なの

か、ゴミの山 なのか判 らない とい うのが実際

の ところだ と思 う。

・官の側で も、自分の持 っているデー タを政策

立案 や行政の検証に利用す る ようなシステム

になっていない。 もし官 に非常 に優れ た戦略
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的なシ ステムがあ り、有効 なデー タをそ れに

使 っている とい うことに なれば、当然民 もそ

のデー タを欲 しが り、公開 の要求 も出て くる

だろ う。 しか しその ようなサ ンプルや、 モデ

ルは まだは っきり しない。 また民 の方で その

ようなデー タを作れ とい って もそれだけの能

力や、パワーはない。
・であれば官 と民の 間に、大 学 とか研究機 関 と

い った学 を存 在 させる とい うのは どうか。 そ

こで政府のデー タを利用 した政策立案や 、景

気予測の シミュレーシ ョンな どの戦略的 な情

報 システ ムのモデル を作 り、育 てればその過

程でデー タその ものの有用性 の検証 も行 える

だろ う。 こうなれば民 も別 な視 点でデー タの

商用活用の アイデ アを出す ことになる。現実

論 と して はそ うで も しなければ、なかなか前

には進 まないのではないか。

・一方 、今 後の収集 したデー タは、一部(外 交

の秘密、企業の営業上の秘密 、個 人のプ ライ

バ シー)を 除いて全て公 開(情 報公開)す る

とい う世の中 にな ると思 うが、仮 にそ うな ら

なければ この議論 は意味 をな さない とい うこ

とになる。

・また白書 を出す まではデー タは提 供で きない

とい った、官側の勝手 な理論 でデー タが 適時

提供 されず に、デ ータの鮮 度が落ちる とい っ

た問題 もある。

・しか しこれ らの問題が 、解決 されて もなおか

つ残 る問題は 、や は りデー タを宝 の山にする

モデルが無 い とい うこ とであろ う。

(発 言者0)

・基 本的な政府 のデー タや情報が、民間で提 供

す るに足 るもので あるか どうか とい うことだ

が、その辺について他 に意見はないか。

(発言者B)

・今 の意 見に賛 成だが、情 報の公開 には二つの

意味合いがあ ると思 う。 一つは財 として市場

価値 を持つ よ うな情報 の公 開 とい う面。 もう
一つ は特 に官の情報の よ うに市場性に関係 な

く、必要 な ときに閲覧す ることがで きるとい

う意味 での公開。 ここでは主 に前 者の公開 を

官 に求め る議論 を してい るような気がす る。

もしそ うであ るな らば、官民 を区別 しない別

の視点 での議論 も必要 では ないか という気が

す る。

(発言者O)

'情 報 の種類か らすれば
、数値 で書 かれた一次

情報 と言 われる もの、そ れを分析 した結 果の

レポー ト(白 書、 分析 報告書)、 商 品の動 向

な どのア ンケー トデー タ、 またこれ らについ

ての所 在 と内容が 簡単 に分 かる情報(ク リア

リング機 能で提 供 され る情報)、 各 役所 の通

達 やお知 らせ とい った情報 がある。 これ らそ

れそれに、統 計法、情報公開法 、提 供 タイミ

ングの問題 が あ り、 これ らが 解 決 され た上

で、ユ ーザ ー フ レン ドリー の問題 が 大事 に

なって くる と考 える。

(発言者T)

・官 の情報で統計法 に基づ く統計情 報(鉱 工業

生産統計 な ど)に ついて は、 タイム リーに出

されている と思 う。 ・問題 は この ような経 済

統計 を、民間が付加価値 を付 けてユーザー に

使 いやすい ように提供 しているのか どうか で

はないだろ うか。 この現状 につ いて教 えて ほ

しい。

・また特許情報 な どの既 にデジ タル化 されて い

る情 報において も、うま く活用 してい るの か

どうか知 りたい。

・一方 これら公開 されている情 報の活用 にお い

て、制約があ るのであれ ばそれについて も、

この場 で深掘 してみて もいい。

(発言者O)

・民 間が うま く使 っているか とい うことは、逆

に言 えば提供者の方 で付加価値 が生み 出せ る

ような形で情報 を提供 しているのか という こ

とになる と思 う。

・その場合以下 の ようないろい ろな面 の検討 が

必要である。

・分析 もで きる よ うな使 いやす いソ フ ト

が 開発 されているか。

'情 報利用 のため の コ ンサ ル テ ィング機

能(問 い 合 わせ に対す る応答 も含 む)

が あるか。

・料金的 にも安 く提供 されているか。

・情 報 の分析 能力 な ど情報 を う ま く活 用

で きる 人材が 育成 され て いるか(米 国

と比較 した ときに)

(発 言者S)

・以 下の ような財団や公益法 人が作 られてそ こ

か ら民 に情報が提 供 されて しま うとい う官の

構図の問題 もあ る。

・特 許 庁 の 日本特 許 情 報 機 構 の デ ー タ

ベ ース(200憶 円 以上売 っている)

・日本 科学 技術 情報 セ ン ター(JICS

T)の 科 学技術情報。

・文部 省 のNACSISで の 学 会 デー タ

ベ ース(

・通 産省 のIPAで の 慶 応 藤沢 の デー タ

ベ ース。

・こ ういったこ とはデー タベースの オープ ン性

に相当影響があ るの で、 この辺 も考 えてい く

べ きだ。

(発言者G)

・S氏 の意見 は、我 々の リアル タイムデー タ

ベ ースの分野 で も感 じてい る点 である。取 引

所 自体が 、会員業者 向け に有料 でサー ビスを
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提供 していて、我 々もこれ を入手 して商売 を

して い る。 取 引所 は原 料 コス トが タ ダで あ

り、民 に とっての競 争条件 は不利 である。 こ

の ような官民競 合実態 をど うす るのか とい う

こ とは 、常 々問題 になる。

(発 言者O)
・つ まり商業的に成 り立つ ようなデー タベー ス

は官 の方 で既 にお さえてお り、それ以外 を民

間に どうにか しろ とい う事 になっている とい

うことか。

(発 言者T)

・今 のは重要 な問題提起 である。確 かに理 想論

としては採 算性 の悪 い部分 を官が やるべ きだ

とい うこ とにな る。 であ る か ら分野別 に ブ

レーク ダウンして この ような問題 を洗い出 し

て、整理 して考 え方 を打 ち出 してい くことが

必要 である。実 際将来的 にはで きる ところか

らデー タベースの民営化 を図る方 向になるだ

ろ う。

・しか し一方 、民 の努力 の問題 もあるのか どう

かの議論が必要 である。資料2で も現 状の問

題点 、あるべ き姿は、官 は埋 まってい るが民

は まだ少 ない とい うこともある。

(発 言者O)

・S氏 やG氏 の意見は確実 に踏 まえた上で、 さ

らに別 の観点 の意見 は無 いか。

(発 言者S)

・一 度公益法 人の やっているデー タベースの種

類 やそれぞれの売上 を調査 しては どうか。

・また民の問題点 をさ らに言 えば、構 築 コス ト

不 足、著 作権 、倫理観、公正 な競争 な どがあ

げ られるだろう,

(発 言者O)

・さ らに コマ ーシャルベ ースで成 り立つ ような

民 間の付加 価値 努力 とか 、ユ ーザー フレン ド

リーの問題 点に関す る議論 を していただ きた

いo

(発 言 者P)

・や は り民 と官が一緒 になってのデー タベー ス

の基盤整備が重要 である。

・例 えば産業分類の見直 しを しているが、詳 し

い業態 を分類 の中に入れて欲 しい とい うユ ー

ザ ーの要望が あ り、担当であ る総務庁 に問い

合 わせ る と産業 分類 はあ くまで も統計 法に基

づ く統計 を とる問題 だか ら、 そこ まで関与 し

な いの で 自由 にや って欲 しい と突 き放 され

た。 しか し、これで こちらが開発 する と、実

は別の ところにあった り、官が その後 で開発

した りして、後 でそれに合わせ るために手 間

がかか る とい うことが往 々に して生 じる(図

書 コー ドのJIS化 な ど)。 この ような事 を

防 ぐため にはあ らか じめ官民協力 して共通 の

もの を作 る とい う基 盤整備 の場が必要 にな っ

て くる。

・郵便番号7桁 化の問題 では、現在郵政省 は郵

便番号マス タの提供や、 タイム リー な変更情

報の提供、郵便番号のバ ーコー ド対応 につ い

ての具体案 を持 ってい ない。郵便番号 の よう

な社会全体 に共通性 の高い もの につい ては、

官民共 同で開 発検討す る場が当然必要 ではな

いか。

(発 言者0)
・P氏 の意見はいろいろ示唆 に富 んで いる。確

かに産業 デー タ、企業分類 コー ドな どに関 し

て もいろい ろ存在す る。 これな どの共通基盤

整備の場 を設 けるとい った指摘や、民 間共 同

で コー ドコ ンバ ータを整備 して付加価値 を付

けてい くといった意見 もあ るか と考 える。他

の付 加 価値努 力 につ いて は ど うだ ろ うか。

(文字情報 と数値情報の組み合 わせ提供 のア

イデ アなど)

(発 言 者R)
・イ ンターネ ッ トな どで、アメリカの よ うに政

府が税金 を使 って数値デー タを無料で提供す

るよ うにで もなれば、我 々の ような数値 デー

タベ ースサー ビスの会社 は滅 んで しまう。

・現状の政府のデー タ公 開が省庁毎 に縦割 りで

バ ラバ ラなの で、 これ を民間が うま く組 み合

わせ て付加価値 を出す とい う可能性はあ るだ

ろ う。 しか しこれ を逆 に政府が 一本 でや っ

て、 それ をまた特殊法 人などに任せて しまっ

たら、民間は生 きていけない。

・情報公開 とい って も情報 を民間のデ ー タベー

ス業者 に向 かって公開す るとい うの と、最終

利用者 も含め て広 く一般 に公開す る とい うの

ではだいぶ意味が違 うと思 う。デー タベ ース

業者 に生の デー タ(一 次情報)を 渡 してこれ

を うまく加工 しなさい とい うのであれ ばわか

るが、先 ほど来 からの話の印象では、 そ うで

はな く政府関係の団体 を成 り立たせ るために

また何か をや り始めた とい う感 じがす る。

(発 言者P)
・私 どもと競 合する政府 関係 のデ ータベ ースに

中小 企業 事 業 団 ・中小 企 業情報 セ ン ターの

デー タベ ー スが あ る。 今 まで は地域 毎 で ク

ローズ されて いたが、 これが全国 ネ ッ トワー

クになる と民 間の もの と同等の機能 にな り競

合す る。 しか も元 々あ ったデー タベ ース を集

め るので はな く敢 えて構築 してい る。 デー タ

提供 は無料で 、宛名 ラベル も出せ るとい うこ

とになれ ば民がやれ ることは無 くなって しま

う。

(発 言者T)
・そ れは提 供 される情報 の中身も全 く同 じと言

うことか。

(発 言者P)

㊥



・製造業 を中心 に登録制でや ってい るが
、ほぼ

同 じであ る。

(発 言者T)

・ス マ イルズ とい う中小企業事業団の システム

が あ り、それは全 く機 能 しな く、かつ ク レー

ムが多 いため、今廃止 を含めた全面的 な見直

しを してい る。今のP氏 の話 は私が聞 いて い

るこのような情報 と違 うので驚いてい るのだ

が、P氏 の話 はスマ イルズの ことでは ないの

か。

(発 言者P)
・ス マイルズ と重 なる部 分 もあるのか も知れ な

いが、私の述べた事例 は個 々の中小企 業情報

セ ンターに予算 を渡 して地域毎 に構 築 してい

るシステ ムの ことであ る。(た だ し全国統一

フォーマ ッ ト化 されている もの)

(発言 者R)
・個 別 の中小企業 のプロフ ィールのデー タベー

スの ことではないのか。

(発言者P)
・そ うであ る

。

(発言者T)
・官 の作 る ものは中途半端 になる とい う気 が し

ていたので、P氏 の発言は意外 である。 しか

し一般 的に言 って地域毎 とい って もそれぞれ

熱 意が異 なるので、都道府県毎の レベ ルにば

らつ きが あるので はないか。

(発言者P)

・確 か に県 によってば らつ きはある
。

(発言者T)

・であれば帝国デー タバ ンクのデー タベ ースの

方が全 国的に均 質な情 報提 供 をす るとい う点

では競争力は高いであろ う。

(発 言者P)

・私 の心配 してい るのは
、今 まで は地域毎 にク

ローズ されている ものが、全国 ネ ットワーク

化 されて、かつそ れが無料 で提 供 され るとい

う点であ る。

(発 言者0)
・付加 価値 を付 ける と言 って も

、方法論、分析

手法 などいろいろ難 しい面 もあ る。実際 に各

種の分析 ソフ トや、表 とグラフの連動 ソフ ト

などが作 られてい て も、それが本当 に企業の

デシジ ョン ・メイキ ングな どに大い に活用 さ

れて いるか という と現状 ではそ うとも言 い切

れ ない気がする。

(発 言者G)
・我 々が官 の基礎デー タに技術的 に出来 るとこ

ろか ら付加価値 を付 けなければ、市場原理の

中で淘汰 され るの は当然 な ことであ るが 、付

加価値 を付 ける方法 を一般論 として明文化す

ることな どは不可 能ではないのか。

・民 一般 に言える ような現 状の問題点 や
、ある

べ き姿 とはT氏 の意 見 と しては どの ようなも

のがあるのか聞 きた い。

(発言者T)

・ア メ リカは どうなのか。 イ ンターネ ッ トも普

及 していて、一方 でデー タベ ース産業 の市 場

規模 も日本の5～6借 位 あ るという。この点

で単純 にアメ リカにあって 日本 にない民 間の

課題があ るような気がす る。

(発 言者R)

・一 部の話ではあるが 、 アメリカの政府 のデー

タは、割 とアバウ トで、民間がそれ を正確 な

数値デ ー タにす る とい うことはそれ だけで付

加価値 を生 むこ とになる。 しか し日本政府 の

デ ータはこれ 自体が充分 に正確 であ って、そ

の程度 では付加 価値 を生 む ことにな らない。

(発言者G)

・本 当にアメ リカのデー タベースの市場規模 は

日本の5～6倍 なのか。 また本 当にアメ リカの

状態はユ ーザ ーフ レン ドリーで、市場開拓 が

行 き届 いた状況 なのか。

(発言者S)

・電 子 ジ ャーナル(オ ンライ ンジャーナル)を

ア メリカで作 ってい るが 、コーネル大学 、ス

タンフォー ド大学、出版社 のエルゼ ビア、 ア

メ リカのネ ッ トワークのOCLCと い うと こ

ろが入 ってJVで デ ータベ ースや、 ソフ トの

開発 を行 ってい る。 しか も同 じ様 な もの を競

争 で作 ってい る。そ こに国の機 関が入 って く

る とい うことはあ ま り聞 かない。 日本で言 え

ば講談 社 と早稲田大学 と どこかの メー カー と

い った ものの 組み 合 わせ が どん どん出 て き

て 、 競 争 して い る とい う よ う な もの だ ろ

う。 ・自社の ことを例 に取 る と、国会図書館

のジ ャパ ンマー ク(JAPAN/MARC)

とい う新刊 書籍の 目録情報 デー タベー スが あ

るが、当社は8年 前早稲 田大学 とジ ョイン ト

してその情 報 と早稲田大学の蔵書情 報 を組 み

合 わせ て提 供す るというサ ー ビス を始めた 。

これは提 供ス ピー ド等で差別化 を図 って成功

してい る。 またNACSISと の競争 で も良

い勝 負 をしていた りす る。 こ うい った こと も

あるので民の方 ももっと元気 を出 して もい い

のでは ないか、 また こうい うこ とをや って い

くとその うち官 も少 しつつ分 かって くるだ ろ

う。 したが って もう少 しアメ リカ的に学校 と

組 んだ りして民 どう し競合 してい くとい うや

り方 もある と考 える。

(発言者0)
・基 本的 には 自由競争が原則 とい うことだ

。

(発言者w)

・一 番 の問題 はデー タベー スの利用 が高 くつ く

こ とで はないか(安 ければ もっ と使 われ るだ

ろ う)。 その ひ とつ の原 因は電話料 金で 、 こ
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れ をもっ と下 げる必 要がある。 また入力 に コ

ス トがか か りす ぎるので、官 は基盤 を整備 し

て民 の この コス トの低減 を図ってや る必要が

ある。 これ らが実現 した らもっ と日本の デー

タベ ース市場 は拡 大するだろ う。

・また アメ リカの市場が大 きい理 由 と して はパ

ソコ ンの普及があ るだろう。 日本 もこれか ら

パ ソ コンが年間500万 台 規模 で増 えていけ

ば当然 デー タベ ースの市場 規模 も大 き くな る

はず である。

(発 言者0)

・デ ー タベ ースの開 発コス トや維持費 がかかる

というこ とはまさ しくその通 りだと感 じる。

・料金 をタダにす ることは出来 ないが 、世 の中

の趨勢 として価格 破壊 がす すん でお り、 デー

タベ 三ス ビジ ネスの競争 もこれ をまぬが れな

い だ ろ う。勿論 品 質 を落 とす とい うこ とは

あ っては ならないが。

(発言者H)

・先 ほ どの 日本 の2千 億 円 とアメ リカの1兆 何千

億 円 とい う数字 につ いて専 門家(事 務局)に

その内容 を聞 きたい。

(発言者L)

・日本の は通産省 の特定サ ー ビス産業 実態 調査

統計 の数字 で、アメ リカのはLINK社 調 査か

ら取 った数字 である。

(発 言者H)
・ア メ リカの数字 はア メ リカ以 外 の世 界 中の

マ ーケ ッ トか らの売上が入 った ものではない

の か。

(発 言者L)

・確 認は していないが、そ うだろ う。

(発 言者H)

・日本の ものは、 日本語 とい うことで 国内 の売

上だけが反映 された もので、数字はその差 も

含んで考 えるべ きだろ う。 ・特許情報 でいえ

ば、紙の レベル では、付加 価値 を付け た民 の

情 報サ ービスとい うのは既 に行 われてい る。

しか しデ ータベ ースでは、網羅性 や、遡及 さ

れる範囲 などが膨大 なの で労力 の問題な ど も

あ り、そ う簡単 に付加価値 を付 ける とい う訳

にはいかない、特許情報の例 で言 えば、CD

-ROMで 出 てい るもので も過去3年 分 しか

デー タが無 いので、サー ビスを行 える ように

なるには さらに3～4年 位の デー タの蓄積 が

必要 になる。 またそれが揃 ってか らマー ケッ

トニ ーズ に対応 する とい うように時間がかか

るので、単純 に(付 加価値 を付 ける)能 力の

問題 に してほ しくない。
'ま た通 産の藤 沢の実験では

、古 い白書 で実験

を行 ってい る とのこ とだが、それ で本 当に顧

客 ニーズ とい う ものが掴 めるのか ど うかは疑

問である.こ の よ うな例を見 る と、官 にお け

る基本的な議論の不足 を感 じて しまう。

(発言者T)

・こ れは白書の版権 の問題 を整理 する までの一

時的 なサス ペ ン ド状態 と解 釈 した ほ うが い

い。(将 来的 には最新の もの を使 うこ とにな

るだろう)

(発言 者H)

・しか しこのよ うな問題は 、官の情報 をデー タ

ベ ース化す る際にこれか らも出て くる問題 で

もあるだろ う。 したがってこれ も(テ ーマ と

して)検 討す る必要があ るだ ろう。

(発 言者T)
・藤 沢の実験は

、 まさ しくその ような問題 に結

論 を出 してい く場であ ると考 える。

(発 言者H)

・デ ー タベー ス化する際に、既存 の出版 サー ビ

ス との競 合をど う調整す るか とい う問題 は、

民で も官 で も同 じように存在す る とい うこと

だろ う。

・この資料2で は、デー タベ ースの流通 に関す

る こ とは多 いが 、構 築 に 関す る こ とが 少 な

い。これは今 まで構 築に関 して官 と民が接点

を持 つことが少なか った ことが原因 と考 える

が、議論 を構築に絞 る ともっと課題が出 て く

るかも しれない。

(発言者P)

・資料2を 見 る と官の情報 を民が あま り使 って

いないとい うような印象 を持 たれやす く感 じ

るが 、実態(自 社 のデー タベースに官の情報

が どれ くらい採 り入 れ られているか)を 各社

は把握 しているのだろ うか。 当社の例で言 う

と公示物 か ら写 して来 て入力す るので(デ ジ

タルデー タでの授受が記録 に残 るわけで はな

いので)そ の実態があ まり公 には分か らない

と思 うのだが。

(発言者0)

・分野 によってはそ うだろ う。 日経 は経 済 デー

タな どは、速報 などを含めて その ような形で

情報 を入手 して、結果 として経済 の多 面的な

デー タを網羅的 に、過去何十年 に渡 って蓄積

しファイル化 してい る。 また他方分析用 ソフ

トを作成 して時系列分析 や、構造分析 がで き

る ように して いる。 しか し特許 などの分 野で

はなかなか思 うよ うにな らない。

(発言者P)

・当社の法 人申告所得 なども、公示 してある も

のを毎 月写 してそれ を既存 デー タと合 わせ て

過去何十年 と蓄積 している。個 人の高額納税

者 も同様 にして集めて きてい る。当社 の調査

レポー トには この二つ のデー タは付加価値情

報 と して入っている。
'で あるか ら使 える ような官の情報は そんな形

で 、既 に民の 中で使 わ れて い るの では な い



か。 またその辺 の実態 を調べ なけ れば資料2

の民 の箇所 は埋 まらないのではないか。

(発言者O)

・デ ー タベース台帳か らも相 当分か るのでは な

いか。(事 務局 に)

(発 言者L)
・デ ー タベー ス台帳か らだ と内容 まで は分か ら

ない。

・この4月 に産業構造審議会 に提 出す る レポー

トの中で、官(の デー タ)が どれ位商用 デー

タベ ースの中に入 ってい るか をカウン トした

が 、その結果は統計 を含め て約100で あ っ

た。 ただ しどれは国の機 関、外郭団体か ら出

ているもの につ いての調査 である。

(発言者G)
・先 の価 格破壊の問題 、イ ンターネ ッ トの問題

等 は、 日本 の情報産業の秩序が 、揺藍期 にあ

りなが ら早 くも異質な次元 に突 入 した とい う

ふ うに捉 えるべ きでは ないか。 デー タベ ース

の価格破壊 、情報流通業者 の存在 意義 の問題

は、 これか らの ソフ ト産業 の地 図が塗 り変わ

るほ どの問題であ る。 これは政府の産業 政策

ビジ ョンに盛 り込 まれ る くらいの問 題 で、

デー タベース振興で官民 の役割 をうんぬ んす

るレベル を越 える ような問題 ではないか。

(発言者T)

・確 かにイ ンターネ ッ トが今後産業構造や、情

報産業 にどん な影響 を与 えるのかは、 まだ分

析 しきれてい ない状況 である。 しか し個 人的

には精査 され たデ ー タベ ース とインター ネッ

トは併 存 してい くと予想す る。

(発言者G)

・しか し一度 タダで提 供 され た もの を、途 中か

ら有料化す るのは難 しい。情報の発信者が、

コス トゼ ロでユ ーザーに情報 を直接提供 して

い るところに、情報流通 業者が後か ら付加価

値 をアピール して同 じ情 報 を提供 して も受 け

入れ られ ないだろ う。 やは り今の段階で ルー

ルの ようなものが必 要だ。

(発 言者T)

・ア メリカで もインター ネ ッ ト上 で流通す る情

報内容 につ いて、 コン トロールす るこ との必

要性が議論 されている ようだが 、逆 に規 制 を

強化 してイ ンター ネッ トの 自由度 を奪 って も

まず い。 もう少 しアメリカな どの様子 を見な

い と通 産省の産業政策 として どうしてい くか

は決め られないといった ところだろ う。

(発言者S)
・しか し、流通機構 は既 にずいぶん変わ って き

ている と思 う。情 報の発信 者やユーザーが イ

ンターネ ッ トを使 って低 コス トの情報の や り

取 りを直接行 い、かつ そのデー タベー スの質

も良い とい う事に なれ ば、情報流通業者 とい

う中間の存 在は、危 うくな ってい くのは当然

の成 りゆ きで ある。

・また倫理観の問題。 プレイボーイ、ペ ン トハ

ウスのホームペー ジな どで発信 して いる情報

は、 日本の法 律上容認で きない もの であろ う

が 、 そ れ をコ ン トロール で きない 状態 で あ

る。

(発 言者X)

・イ ン ターネ ッ トの普及 によって、デー タベー

スの検索端末が家庭 にまで入ってい くとい う

事 態 は 、デ ー タベ ース産 業 の潜在 的 なマ ー

ケッ トが広が って いるというポジチブな見方

も出来るのではないか。

・例えば今のイ ンターネ ッ トで、本当に欲 しい

情報 を検索す るこ とは困難 であ り、あ る程度

系統的 な検索機能 を持 ったデー タベー スを、

イ ンター ネ ッ トに接 続 させ る とい うような

ニーズ は必ず ある と見 る。 また インターネッ

トでの課 金システムの技術 も今後普及するだ

ろう。

・さらにユーザーニーズに沿 って カス タマ イズ

されたデー タベースサー ビスの可能性 も考 え

られ る。(例 えばキ ー ワー ドに よ って 各種

デー タベ ースか らの情報 を集めて くる情報 ブ

ローカー的なサ ービス など)

(発 言 者0)
・代行 検索の ようなサ ービスは発展す る余地が

ある という意見 であろう。

(発 言者S)

・しか し既にYahooと い うデ ィレク トリーが あ

り、ス タンフォー ドの学生が開発 して大金持

ちになっているのではないか。

(発言者X)

・そ の通 りで既 に大金持 ちになっている。つ ま

りそれはニーズがあ った とい うこ とである。

そ して この ような事 を日本のベ ンダーはや っ

ていない とい うこ とで もある。 また この よう

な ツールで検索す る時 間が無 い ときに、検索

を代行 して ほ しい とい うニーズ は あ るだろ

う。

・官 の持 っている情報 は これか ら基本的 には 、

納税者 に提供(公 開)さ れてい くのが原則だ

ろ う。 しか し現 状 そ うな って い ないの は、

デ ィス トリビュー トする人間がい ないのが原

因 ではないか と思 う。 もう少 し民 で官 の電子

情報 を安 くイ ンター ネッ ト上 に提供 してい く

よ うなプラ ッ トホー ムな りサ ー ビスが あれ ば

よいのではないか。その ような形 で官 か ら電

子 媒体 が出て くる素地が で きれば、後はそれ

に付加 価値 を付 け た者が受益者 になる とい う

構 図になればよい と考 える。

(発言者D)
・イ ン ターネ ッ トやマルチ メデ ィアなどの昨今
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の情報化技術 の動 向 を見 てい ると、大変 な時

代が きている と感 じる。 そ して これ らが 今後

政治、経済 、社 会、産業 に与 える影響 はまだ

全貌 は見 えていない。ここでのデ ータベ ー ス

の議論 も基本 にこの こ とを しっか り認識す る

必要があ る。

・検討 されてはいないが
、現 在紙 ベ ースで提供

されてい る情報 も含めて問題 を検 討 してみ て

は どうか。情報が電子媒体化 された ときの功

罪 を検討 してみ ると、そ こに情報 の再 編加工

の新 たなニ ーズ を掴 むことも出 来るだろ う。

ニ ーズ を一 足先 に掴 ん取 り込 んで い くこ と

が、今 日の情報産業 にも必要 にな って きて い

る。

・インターネ ッ トに関 して は理解 に止 まらず
、

その可能性 と課題 を きちん と踏 まえる必 要が

ある。

・またデ ファク ト標準 とい う問題 に対 して
、今

後我 々が どう対応 してい くか とい うこ とが 重

要 な課題 であ る。

・さ らにデジ タル映像技術 の今後の事業化 に際

して、 どのような課題 や条件 があ るの か とい

うことも検討 していかなければな らない。
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